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個人小売商世帯において

多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？

―満薗勇論文を手掛かりとして（２）―

谷 沢 弘 毅
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（１）問題の所在

本稿は，満薗論文（正式名称「昭和初期における中小小売商の所得構造」）を素材として，前

稿（「個人小売商世帯において業計複合体の実態をいかに把握すべきか？―満薗勇論文を手掛か

りとして（１）」）に引き続き，戦前期東京における個人小売商世帯の所得稼得・経営行動につい

て検討する（１）。今回のテーマは，小売商の所得総額が商業所得のほかに，資産収入・勤労収入等

の商外所得他で構成されるという，いわば「多収入ポケット」がなぜ成立するのか，またそれら

の収入はいかなる特性を有していたのか，を検討することである。まず読者の便に供するため，

話のスタートとして商外所得に関して満薗論文の末尾「おわりに」，つまり結論で示された以下

の部分を紹介しておこう（２）。

「昭和初期の中小小売商においては，商業所得がきわめて低い水準にあり，「小」，「零細」業者

の商業所得に関しては，マイナスを記録する業者も多く，都市下層レベルの低水準にあった。そ

のイメージは家計費混入の可能性を考慮すれば，いくぶん和らぐが，それでも問題化されうる状

況にあったことは間違いない。そして商外所得を得ていた業者が一定の割合で存在し，それらの

なかには，「小」，「零細」規模であっても商業所得を大きく上回る商外所得を得ることで，商家

総所得が都市下層の水準を脱するものが一定数含まれていた。（中略）

その上で，中小小売商における商外所得の内容としては，全体的に資産収入が中心であった

が，「小」，「零細」業者の間では，特に季節性の高い業種において，勤労収入を得るものが一定
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の割合を占めていた。これを商業経営との関係から整理してみると，経営規模が大きく，営業年

数の長い業者は，その過程で得た蓄積を不動産や金融資産に投資し，安定的な収益基盤を確保し

ようとしたのに対して，相対的に規模が小さく，営業年数の短い業者は，そうした稼得行動をと

ることができないため，家族を含む自店舗外への多就業を選択せざるを得なかったと考えられ

る」（３）。

以上の部分は，我々に様々なメッセージを提供する。まず前稿でも指摘したように，「中小小

売商」がいかなる集団なのか不明であるが，とりあえず満薗論文が注目した谷沢論文（「戦前期

東京の個人小売商世帯における業計複合体の形成メカニズム」）のなかで使用した，「小経営」規

模程度としておこう（４）。そのうえで満薗論文では，①中小小売商では，その商業所得が都市下層

レベルにあるものがいた，②この中小小売商のなかには，商業所得を大きく上回る商外所得を得

ていたものがいた（５），③その商外所得の内容は，全体的に資産収入が中心であった，④経営規模

が大きく営業年数が長い業者では，所得を不動産や金融資産に投資して資産収入を増やしたが，

規模が小さく営業年数の短い業者は多就業を選択せざるをえなかった，といった興味深い主張が

確認できる。

この要約のうち①～③をまとめると，中小小売商のなかに資産収入を中心とした商外所得を稼

ぐ業者がいたということである。これは，興味深い事実の発見であるが，なぜ小経営でさえ資産

収入が得られたのかは説明されていない。この点に対して，④で指摘した経営規模の小さく営業

年数の短い業者は，（おそらく小経営であろうが）どちらかというと多就業，つまり家族が自店

舗外で就業する形態をとっていたというから，③までの話とかならずしも素直に接続する話とも

思われない。また②で商外所得を得ていた者や④の多就業を選択する者が，それぞれ「一定の割

合」いたというが，この一定の割合を明示していないことは「まったくいない」という極端な事

例を排除する程度の意味にすぎない。このような記述が，とりたてて新たな事実を発見したとい

えるのかどうかは疑問である。

以上のように，筆者は満薗論文を完全に理解するまでには至らないが，少なくとも「小規模業

者で資産収入を中心とした大きな商外所得がなぜ発生していたのか」を，中心的な不明点と位置

付けている。そこで本稿はこの点の解明に向けて，①満薗論文に掲載された図表情報を再度見直

して関連した論点を整理したうえで，②既存の公刊資料の情報にもとづき小売商の開廃業行動や

経営特性を抽出する。その情報と追加情報を使用して，③地代及家賃収入が発生した経済的背景

を探るとともに，④『東京市内ニ於ケル小売業経営並ニ金融調査』（以下，『小売業経営調査』と

略す）の個票情報を活用して，地代及家賃収入を獲得できた経緯を事例研究によって探ってい

く（６）。あくまで『小売業経営調査』の個票データを本格的に分析する作業は未だ途上であるた

め，前稿に続き満薗論文の趣旨を公表された資料にもとづき再検証することに作業の重点を置い

ていく。
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（２）満薗論文の問題点

２．１．商家総所得の内訳

満薗論文では，１９３５年に実施された『小売業経営調査』の個票データを自ら加工して各種の

統計表が公表されているが，筆者にとって重要だと思われる表がかならず掲載されているわけで

はない（７）。このため本節では，きわめて制限された状況ではあるが，満薗論文中の表を加工して

いくつかの情報を整理することによって，その主要な問題点を抽出していくこととしたい。また

この作業は，今後の検討項目を抽出するという目的も含んでいるため，本稿のみ限定的に使用さ

れるものでないことをお断りしておきたい。

まず問題の所在で示した結論の引用部分に直接関連する，商家総所得の内訳を表２―１でみてお

こう。この表は，売上高規模別に所得要素がいかなる構成にあるのかを確認するために，筆者が

満薗論文に掲載されていた２つの表（表３と表６）を組み合わせて作成したクロス表である。満

薗・谷沢両論文の議論にとってもっとも重要な情報を提供する表といえよう。すでに谷沢論文で

も，その基本的構造と類似した表を公表しているが，谷沢論文との相違点は商外所得のある世帯

とない世帯ごとに集計したこと，商外所得の内訳を加えたこと，「零細」規模のデータを別途加

えたことである（８）。実は，この表を作成してみると意外にも，表６の情報をもとに推計した商外

表２―１ 商家総所得の規模別内訳

（単位：店，円）

店数 商家総所得
第三種
所得税

可処分所得商業所得 商外所得 給料及
賃金

地代及
家賃

利息及
配当

その他

零細経営
商外所得あり
商外所得なし

８２
３５
４７

－１４０
－２１３
－８３

３５７
８３６①
０

５０
１１７
０

２０４
４７８
０

６１
１４３
０

４２
９８
０

２１７
６２３
－８３

０
１
０

２１７
６２２
－８３

小経営
商外所得あり
商外所得なし

３３９
１５０
１８９

１６２
１６８
１５８

３８４
８６９②
０

５０
１１３
０

２８１
６３５
０

３５
７９
０

１８
４１
０

５４６
１，０３７
１５８

６
１１
２

５４０
１，０２６
１５６

中経営
商外所得あり
商外所得なし

３１７
１６１
１５６

８２２
８５１
７９２

８４５
１，６６３③

０

４３
８４
０

７０９
１，３９７
０

６４
１２５
０

２９
５７
０

１，６６７
２，５１４
７９２

３０
５３
８

１，６３７
２，４６１
７８４

大経営
商外所得あり
商外所得なし

１８４
９５
８９

３，８０３
４，６６０
２，８８９

１，５２３
２，９４９

０

５７
１１１
０

１，０２６
１，９８７
０

２４１
４６６
０

１９９
３８５
０

５，３２６
７，６０９
２，８８９

２３９
３５５
１１４

５，０８７
７，２５４
２，７７５

規模計
商外所得あり
商外所得なし

９２２
４４１
４８１

１，０８９
１，３４８
８４９

７６７
１，６０４④

０

４９
１０２
０

５７０
１，１９２
０

８８
１８４
０

６０
１２６
０

１，８５６
２，９５２
８４９

６１
１００
２４

１，７９５
２，８５２
８２５

（注）１．商外所得の右横の数字は，筆者が推計した数字と満薗論文の表３の数字と一致しないことを示す。このため
同一集団では，商家総所得，可処分所得でも一致していない。なお満薗論文の表３の数字は次のとおり。①
８１３円，②８６３円，③１，６５３円，④１，５９３円。

２．規模別の名称が本文で使用するものと一致しないが，できるだけ下記論文のままとした方針をとったため修
正していない。

３．下記の満薗論文では店数が「軒数」となっているが，原資料では「店数」と表記しているためそれに修正し
た。以下の表も同様の修正をしている。

（資料） 満薗勇「昭和初期における中小小売商の所得構造」『社会経済史学』第７９巻第３号の表３と表５より谷沢が
作成。
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所得の内訳の合計金額と表３の商外所得額が複数箇所で一致しなかった。とりあえず以下の議論

にあたっては，商外所得の内訳を検討する必要があるため，筆者による推計値を利用する。この

ため一致しない金額については，商外所得の右端に番号を付け，注で満薗論文の表３における商

外所得額を提示しているので参考されたい。

この表から，満薗論文で注目している商外所得に関連した情報に限定すると，以下のような５

つの重要な事実を入手することができる。

①各階層とも，商外所得のある世帯とない世帯の数がほぼバランスしている。

②各階層とも商外所得のある世帯にかぎると，商外所得の内訳では地代及家賃が７割前後に達

しており，他の所得を圧倒的に上回っている。

③各階層とも商外所得のある世帯にかぎると，給料及賃金に大きな差はなく，おおむね１１０円

台であった（ただし「中」では８４円に低下するが，その落ち込みも他の商外所得の変動か

らすれば，ほぼ近い水準である）。

④「零細」と「小」の商外所得のある世帯にかぎると，売上高に差があるにもかかわらず，商

外所得はほとんど同額であった。ただし商外所得の内訳は異なり，地代及家賃では「小」が

「零細」を大幅に上回るが，「利息及配当」では「零細」が「小」を上回っている。

⑤「零細」の商業所得をみると，きわめて大きな赤字を発生させており，しかも商外所得のあ

る世帯がない世帯よりもその赤字額が大きくなっている。

以上のうち①は，サンプリングにあたっての作為的な操作が感じられる。もちろん母集団にお

ける所得内訳が不明であるため，この現象を厳密に検証することは不可能である。満薗論文の要

約では，この点に関して「昭和初期の中小小売商においては，商業所得がきわめて低い水準に

あったが，およそ半
�

数
�

の
�

割
�

合
�

で商外所得を得ていた業者が存在し，（以下省略）」（９）（傍点は筆者）

と記述している。ここで「半数の割合」という数字はあくまで資料上での話であり，実態として

の数字ではない。満薗自身も本文でバイアスの存在を認めているから，この記述では読者がミス

リードするだろう。それゆえ商外所得が一
�

部
�

の世帯で発生していたという表現に置き換えれば，

すでに谷沢論文中で同調査の「小経営」の集計データですでに指摘済みのことである。

このほか商外所得の発生に関して，その事実自体を疑う研究者がいることを指摘しなければな

らない。例えば，谷沢論文を含む『近代日常生活の再発見』の書評を執筆した攝津斉彦武蔵大学

准教授は，その書評のなかで以下のような感想を述べている。

「第３章（＝谷沢論文）でも，東京市の小経営および中経営の小売商では，その財務内容の復

元から所得の７割が商業以外の収入であったことが示されている。本書を読む限りでは，この数

値が広く一般的なものであるかどうか判断しかねるが，（以下，省略）」（１０）（丸カッコ内は筆者）。

ここで上記の７割という数字は，『小売業経営調査』の集計データより導いた数字であるが，

攝津は「この数値が広く一般的なものである」とは言い難いとしている。この表現では，どちら
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かというと『小売業経営調査』のデータの信頼性を疑っているように思われる。ただし谷沢論文

では，『日本紳士録』の個人別納税額データを加工することによって東京府の物品販売業の資産

家における所得内訳を推計している。この推計値の概要は前稿の表１―１２（参考）に示されてい

るが，その最低額が２，５００円であることを確認しているため，このなかには平均的な小売商もか

なり含まれている（１１）。つまり資産家とはいえ『小売業経営調査』における「中経営」，「大経営」

レベルの小売商をかなり含んでおり，そこでの商外所得の割合と『小売業経営調査』における割

合が近似しているため，同調査を疑うことは的外れであると考えられる（この点は，前稿の第５

節５．２．を参照）。

②の結果は，家族経済上から注目しなければならない。なぜなら地代及家賃の発生は，それを

発生させる土地や貸家を家計部門が固定資産として取得済みであることを意味することである。

この点は，前稿の図１―７③における商家資産のうち，固定資産（ただし自宅土地，自宅建物以

外）に該当する物件を保有していることを認識しなければならない（１２）。それが「中」，「大」の

みならず，場合によっては「零細」規模でも発生していたという事実は，「零細」＝失業後つま

り資産を処分した後の転職，といったイメージとかけ離れている点で注目すべき現象である。

この事実に関して満薗論文では，横軸に営業年数，縦軸に商外所得の内容別の発生率を設定し

た図（具体的には図２）を掲載したうえで，「資産収入を得ている業者は，規模が大きく，営業

年数の長いものに多く，その資産は，長
�

期
�

間
�

の
�

営
�

業
�

を
�

通
�

じ
�

て
�

形
�

成
�

され，引き継がれたものであっ

たと推測される」（傍点は筆者）と指摘するほか，「高
�

い
�

成
�

果
�

を
�

上げたときの蓄積を不動産や金融

資産に投
�

資
�

し
�

，安定的な収益源を確保しようとする行動に出ることはよく理解できる」（傍点は

筆者）とも記述している（１３）。これらの文章は，規模の小さな小売商ほど失業を経験した過程で

資産を処分し，しかる後に小売商を開業するほか，規模の大きな小売商では家業で稼いだ収益を

実物資産に投資していた，といった家族経済行動をイメージさせる。繰り返すが，開業時には資

産が無い（あるいはあったとしてもきわめて小額である）ことから議論はスタートする（この話

は，第２節２．２．で詳述する）。

これらの考えは，もちろん満薗論文に明記されていたものではない。しかしこのように考える

ことが，上記の引用部分に代表される同論文の主張を理解するのに，一番自然な考えであろう。

もしこのような考えを前提とするなら，「本当に資産を持たない状態から営業を開始して，「零

細」規模でも地代及家賃だけで４８０円近くを稼ぐことができるようになるのか」という疑問が発

生する。それゆえ本稿では後にこの点が検討対象となるが，結論を先取りして言うと，公表資料

の情報より推測して開業時に相応の資産を持っていた可能性を提起している。さらにこれよりも

重要な点であるが，満薗論文では貸宅地・貸家収入の内訳，商外所得の発生原因，取得方法につ

いて，なんら検討をおこなっていないことを指摘しなければならない。この点は繰り返しになる

が強調しておく。

③については，谷沢論文で多就業の可能性（多就業仮説）を指摘した筆者の推測とは大きく異
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なっている（多就業仮説については，前稿の第２節２．１．を参照）。すなわち家業の小売業の規模

が小さくなるほど給料及賃金が大きくなるはずだが，規模別の差がほとんど確認できない。そし

て給料及賃金の水準は，１１０円台と当時のサラリーマンの数ヵ月程度の所得にすぎず，予想外に

給料及賃金の水準が低い。特に「零細」では，商業所得が２１３円の赤字であった一方で給料及賃

金が１１０円台では，いかに生活費を捻出していたのであろうか。もっと真剣に商外所得を稼ぐべ

きであり，それをしない状態ではあまりに中途半端な所得構成であると言いたい。その一方で，

「大経営」でさえ１１０円台の給料及賃金を稼得しているというのも，我々の持つ大店のイメージ

にそぐわない。大店でも家族が店外の職場に働きにでて，中途半端な金額を稼いでいたのであろ

うか。なにか小売商集団に特別の就業行動が備わっていた，と推測させる奇妙な情報である。こ

れも②ととともに，違和感を持つ事実である。

さらに④については，「零細」と「小」で売上高に差（つまり商業所得に差）があるにもかか

わらず，商外所得はほとんど同額であったのも不思議である。個票データから再集計した開業年

次別の店数を表２―２でみると，１９２０年代以降の開業が全体の５割弱であったから，少なくとも

１０年近くは営業している。このような状況で，しかも売上高の大きな差が存在していたから，

これが資産の投資額の差にも現れていたはずである。ちなみに表２―１で商外所得のある世帯の商

業所得をみると，「零細」が２１３円のマイナスに対して，「小」では１６８円の黒字であった。それ

にもかかわらず商外所得の差はほとんどない。「零細」におけるこれほど大きな商外所得の存在

は，他業界から転職してきた直後で未だ資産を処分していない時点ならありえない話ではない

が，資産を持たずにスタートして１０年近い営業年数を経た赤字体質状態では，きわめて異常な

出来事である。

⑤で指摘した「零細」における商業所得の赤字幅にも違和感を持つはずである。なぜなら商外

所得が８３６円と「小」なみに発生しているにもかかわらず，商外所得のない世帯以上にその赤字

額が大きいのである。もし（満薗論文で暗に前提としている）商外所得が過去における商業活動

表２―２ 開業年次別店数の内訳

（単位：店，％）

小売業経営調査 A 東京市商業調査書（旧市域）B 偏差（A－B）

店 数 構成比
累積
構成比

店 数 構成比
累積
構成比

構成比
累積
構成比

１９３０年代
１９２０年代
１９１０年代
１９００年代
１８９０年代
１８８０年代
１８７０年代
１８６０年代
不 詳

９３
３４５
２１８
１１０
５１
４３
２２
２７
１３

１０．１
３７．４
２３．６
１１．９
５．５
４．７
２．４
２．９
１．４

１０．１
４７．５
７１．１
８３．１
８８．６
９３．３
９５．７
９８．６
１００．０

１２，２１０
２８，１０３
１１，６１１
５，６００
２，１７４
１，１４６
５６６
７１８
１６２

１９．６
４５．１
１８．６
９．０
３．５
１．８
０．９
１．２
０．３

１９．６
６４．７
８３．４
９２．３
９５．８
９７．７
９８．６
９９．７
１００．０

－９．５
－７．７
５．０
２．９
２．０
２．８
１．５
１．８
１．１

－９．５
－１７．２
－１２．２
－９．３
－７．２
－４．４
－２．９
－１．１
０．０

総 数 ９２２ １００．０ ― ６２，２９０ １００．０ ― ０．０ ―

（資料） 満薗勇「昭和初期における中小小売商の所得構造」の１１９頁の表２をもとに谷沢が作成。
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等の成果であると考えれば，商外所得の発生している世帯のほうが発生していない世帯よりも，

商業所得の金額が大きくなるはずである。その推測に反して，表２―１では商外所得のない世帯の

ほうが大きいため，これは商外世帯のない世帯のほうが経営成績が良いと推測させる結果となっ

ている。それゆえ満薗論文で注目している商外所得（地代家賃）がいつごろから発生していたの

か，またその発生源となる土地建物が家計部門でいかなる時期に，いかなる所得源で取得できた

のかに興味が持たれる。商外所得の分析にあたっては，これらの解明が是非必要となろう。

さらにこの商業所得の赤字に着目すると，それがファイナンス面でいかに処理されていたので

あろうか。小売業では，事業形態として掛売が日常的に採用されていたから，その部分の資金手

当ても発生して，キャッシュフローでみると日常の資金繰りがかなり繁忙であったはずである。

また当時の政策当局も，小売商の金融問題を重視して各種制度を制定した点もあげておく。満薗

論文では，これら個人小売商における家業部門の金融面に関して具体的な検討は，全くおこなわ

れていない。この分析にあたっては，『小売業経営調査』の調査票（裏面）の第一表で，借入先

別の金額・金利・償還期限・償還方法など，きわめて詳細な情報を求めているため，これらの情

報を活用すればなんらかの分析が可能となるはずだが，まったくおこなわれていない。要するに

満薗論文では，商外所得の中身のみに関心が注がれているにすぎない。

ちなみに満薗論文の後半で登場する，類型別・規模別の商外所得の発生率に注目してみたい。

ここで類型別とは，表２―３の（注）にある（参考１）のような分類を指している。満薗による

と，谷沢論文の指摘にもとづき導入した要保護水準（商業所得水準が公的所得政策の対象となる

最低レベルの所得水準のこと）を目安に採用し，これより多いか少ないかという基準と，総所得

の内容が商業所得中心かそれとも商外所得中心かという基準の，２つの基準によって分類した４

類型のことである。発生率とは，対象集団内に分類される小売商総数に占める該当商外所得を稼

得していた小売商数の割合を示している。この発生率は，いかなる類型ごとにどのような所得構

成にあるのかを把握できる数値である。

まず準備作業として，（参考２）の類型別店数をみると要保護水準以下（Ⅱ＋Ⅲ）が全体の３割

超となっており，その割合を規模別にみると「零細」で８割弱になるなど，規模が小さくなるほ

ど高くなっている。要保護水準とは，まさにギリギリの生活水準（＝生存水準）であるから，こ

の水準に満たないということは世帯をいかに維持しているのかという疑問が生じる。しかもⅡは

商外所得が多く多収入の可能性を示唆するが，Ⅲはあくまで商業所得を中心としており，運用で

きる実物資産（土地・建物）や金融資産が存在しないことを意味する。このためⅡやⅢはいかなる

手段を使って世帯を維持しているか疑問であるが，もしかしたら借入の増加，家賃延滞・消費支

出の圧縮等をおこなうものの，家計破綻に向かう途中にあるのかもしれない。この謎は，きわめ

て重要な論点であるが，残念ながら満薗論文にはこの謎に対する回答は全く触れられていない。

商業所得の赤字に限ると，満薗論文には次のような記述が出ている。「商業所得がマイナスを

示す業者を挙げると，全体の３１．６％となる（２９１軒）。先述のように，小売業がある程度の浮き
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沈みを免れない特性をもっているとすれば，単年のデータとしては，全く非現実的な数字という

わけでもないだろう」（１４）。この引用文を読者はいかに理解するだろうか。たしかに『小売業経営

調査』は特定年次の調査であるから，調査年次の前後で黒字化する可能性を否定するつもりはな

表２―３ 類型別・規模別にみた商外所得の発生率

（単位：％）

Ⅱ Ⅰ

給料及
賃金

地代及
家賃

利息及
配当

その他
給料及
賃金

地代及
家賃

利息及
配当

その他

零細経営
小経営
中経営
大経営
規模計

４７．１
５０．０
９．５
１４．３
３６．１

４７．１
４２．１
６１．１
５７．１
４８．８

１１．８
５．３
２７．８
２８．６
１３．８

２９．４
１８．４
１１．１
４２．９
２１．３

２５．０
２４．３
１１．４
９．７
１６．８

８３．３
７７．０
９４．９
９３．５
８７．２

２５．０
３３．８
３８．０
４８．４
３７．２

４１．７
２４．３
１５．２
１６．１
２０．４

Ⅲ Ⅳ 合 計

給料及
賃金

地代及
家賃

利息及
配当

その他
給料及
賃金

地代及
家賃

利息及
配当

その他
給料及
賃金

地代及
家賃

利息及
配当

その他

零細経営
小経営
中経営
大経営
規模計

８．５
１．６
０．０
０．０
２．３

２．１
８．０
３．０
０．０
１．５

０．０
１．６
３．０
０．０
１．５

２．１
０．８
０．０
０．０
０．８

１６．７
４．９
３．２
２．４
３．６

０．０
２１．４
２４．７
２８．５
２４．６

０．０
１３．６
１５．６
２５．２
１７．９

１６．７
２．９
１１．７
４．９
７．０

１９．５
１３．０
４．９
３．８
８．９

２３．２
３１．０
２７．７
３７．０
３３．５

６．１
１２．７
１９．３
２６．１
１７．０

１４．６
８．５
１０．１
７．６
９．３

（資料） 満薗勇「昭和初期における中小小売商の所得構造」の１３０頁の表９と表８より谷沢が作成。
（注）１．発生率とは，規模別総店数に占める該当店数の割合を示す。

２．類型区分は，以下の表によった。

３．合計は，以下の売上規模別・類型別軒数を使って谷沢が計算した。

（参考１）類型の基準

商家総所得の水準

「要保護」
未満

「要保護」
以上

所
得
構
成

商外所得中心 Ⅱ Ⅰ

商業所得中心 Ⅲ Ⅳ

（資料）満薗論文の１２８頁の表７。

（参考２）規模別・類型別店数 （単位：店，％）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 合 計

店

数

零細経営
小経営
中経営
大経営

１２
７４
７９
３１

１７
３８
１８
７

４７
１２４
６６
２３

６
１０３
１５４
１２３

８２
３３９
３１７
１８４

合 計※ １９６ ８０ ２６０ ３８６ ９２２

構
成
比

零細経営
小経営
中経営
大経営

１４．６
２１．８
２４．９
１６．８

２０．７
１１．２
５．７
３．８

５７．３
３６．６
２０．８
１２．５

７．３
３０．４
４８．６
６６．８

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

合 計 ２１．３ ８．７ ２８．２ ４１．９ １００．０

※この数字は，あくまで表８より入手したが，同論文１２７頁の表６か
らも同様の数字が得られる。しかし表６の数字は，以下のように上
表と一致していない。
Ⅰ２０７，Ⅱ８５，Ⅲ２７２，Ⅳ３５８

（資料） 満薗「昭和初期における中小小売商の所得構造」の１２８頁の
表８より谷沢が作成。
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い。しかしそれを認めたとしても，全体の３割超の店で家業収益が赤字となる事実は，それ自体

がやはり異常な現象である。そしてこの異常な現象の説明を，「小売業がある程度の浮き沈みを

免れない特性をもっている」という産業特性に求めることに違和感を感ぜざるを得ない。筆者

は，特定の商品の販売のみをおこなう商業分野は，多様な製品を生産する工業部門よりも売上高

の変動が少ない（つまり赤字と黒字の転換がほとんどおこらない）と認識しているが，その感覚

とはそぐわない記述でもある。もしこのような記述が事実とすれば，その根拠を示すべきであろ

う。この文章だけでは，なんら「非現実的な数字」を説明したことにはならない。

実は筆者は，谷沢論文を含んだ本を出版した直後に知人に同書を贈呈したが，そのうちの一人

に６０歳代後半の中小企業論を担当する大学教員の先生がおられた。後日，この先生とお会いし

た時，「戦前の小売商の論文を楽しく読ませていただきました。あの論文を読みながら，私が小

さかった頃，商店を営んでいた母から「商人というものは，売上を全て税務署に公表するもので

はないのだよ」と諭されたことを思い出しました」といったご趣旨のお話を伺った。数年前の話

であるため記憶は定かではないが，たしかこのような趣旨のお話であったと記憶している。この

ような話を持ち出さないまでも，戦後の所得税における課税所得の捕捉率が，いわゆる「トウ・

ゴウ・サン」，「ク・ロ・ヨン」と言われるように，雇用者世帯，自営業者世帯，農家世帯の順に

大きい，という話を思い浮かべることができよう（１５）。非雇用者世帯の収入を把握することは，

あらゆる統計調査のなかでも最も困難な調査の一つである。このような事情を考慮すると，要保

護水準以下の所得の背景に商業所得の過小バイアスが存在する可能性をどうしても払拭すること

ができない。

要保護水準とは，最低水準の消費支出を示す基準であるため，もしこの水準以下であるなら，

なんらかの所得を急遽稼得しなければならないか，借入をしなければならない。Ⅲでは，前者の

可能性が消えるから，残るのは借入である。たしかに『小売業経営調査』では，家計部門の借入

金等の負債は調査していないから，この方法が採用されたのならⅢの可能性を否定しないです

む。しかし，もし借入をおこなった事実があるとしても，表２―３（参考２）のように「零細」小

売商の６割弱が借入を発生させていたのだろうか。常識的に考えても，そのような状況は成立し

ないだろう。以上のような個別の可能性を検討していくと，やはり最後に残る可能性は，『小売

業経営調査』の収入を記帳するにあたって，過小バイアスが発生していたということになる。

２．２．『小売業経営調査』の各種バイアス

商業所得の過小バイアスに関して，筆者は谷沢論文でいかに推論を立てていたのであろうか。

少々長くなるが，該当する部分を抜き出すと下のとおりである。

「（前略）ちなみに内閣統計局編『家計調査』によると，小経営に相当する年収１，２００円階層で

は，年間の貯蓄額がほぼ１５６円（月当り１３円）にすぎなかった。そして小経営では，開業年数

が１７．２年であるため，毎年順調に貯蓄を積み増すとすれば最大で２，６８３円の資産があることに
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なる。この資産のうち半分が株式や不動産（借家・借地）であり，その運用利率を５．０％と仮定

すれば，運用総額は６７円にすぎない。そしてその６割が第三種所得に参入されるため，商外所

得他９３８円のうち９００円程度は，家族（世帯主も含む）による商外部門での勤労収入となるはず

である。

そこで『小売業経営調査』より小経営の家族従業員をみると，男１．３５人，女０．６５人，合計

２．０人であるから，９００円という勤労収入は当時の平均家族人員４．２人のなかでは，残りの家族

２人（もし世帯主が兼業するなら残り１人）が働いてやっと達成可能な金額である。このような

数字から判断すると，商
�

業
�

所
�

得
�

は
�

過
�

小
�

申
�

告
�

であった可能性がある（以下省略）」（１６）（引用文中に

は注書きの番号があったが，煩雑になるため削除した。傍点は筆者）。

以上の内容は，あくまで開業時点で資産を保有していなかったこと，換言すると一定の失業状

態を経て小売商を開業したことを前提とした推論である。そして１７年間にわたって永続的に発

生する貯蓄を資産に換えてその運用益を推計して，その運用益以外を家族が外部労働市場で稼得

した勤労所得とみなすと，商外所得がギリギリで成立する。それゆえ推論の前提となっていた商

業所得が過小計上の可能性があったとみなす考え方である。この考え方自体は，『小売業経営調

査』の各種集計データを整合的に組み合わせるための推論であり，これ自体を批判すべきもので

はない。

しかしこの推論は，満薗論文で商外所得の大半が地代家賃等の資産収入であることが明らかに

なった以上，もはや集計データ上では成立しない（ただしこの推論に関連する「多就業仮説」自

体が，現実に成立しないことを意味するわけではない）。むしろこの事実が分かったがゆえに，

ますます商業所得と商外所得（特に資産収入）との非整合性が拡大したといわざるをえない。資

産収入を生み出す資産自体を，いつの時点で形成していたかという新たな問題が発生するからで

ある。ただし満薗論文では，上記のような各データ間の整合性をチェックする検証作業はおこな

われていない。この事実は指摘しておく必要があろう。だからといってそのままにしておいてよ

い話ではない。それではこれらの事実をいかに考えるべきであろうか。可能性として考えられる

のは，①開業時点で一定額の資産を所有していること，②商業部門における赤字は過小計上であ

ること，の２つである。このうち②については，繰り返し既述したとおりその可能性を否定でき

ない。①については，次節以降で順次検討していくことになるが，ここではその可能性は大いに

あることのみを指摘しておきたい。

いずれにしても表２―３によって，類型別の商外所得の内訳に関する発生率をみると，商外所得

中心である場合（Ⅰ，Ⅱ）には，総所得水準が大きいほど，経営規模が大きいほど，地代及家賃

や利息及配当の発生率が高くなっている。一方，商業所得中心の場合（Ⅲ，Ⅳ）には，全般的に

発生率は低いが，総所得水準が大きいほど発生率は高い。ただし商業所得中心のⅢでは各収入の

ほとんどが，いずれの規模でも発生率は１桁レベルにすぎないが，Ⅳでは経営規模が大きいほど
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発生率が高くなっている。なお満薗論文によると，この２つの収入は，同一世帯でともに発生す

ることはほとんどなく，各世帯ともいずれか一方の収入が発生しているにすぎないという。この

ため地代及家賃のみを得ている業者をⅡ（資），給料及賃金のみを得ている業者をⅡ（勤）と標

記して別々に分析しているが，なぜ二者択一的な関係が成立するのか，満薗論文では具体的な説

明はない（１７）。一つの考え方としては，小売商世帯にとって使用労働力（この場合には全家族）

に余裕があり，しかも不労所得としての資産収入が得られない場合に，最終的に自宅外の職場に

就業の場を求める決断を下すのかもしれない。

このほかいずれの類型でも，おおむね経営規模が小さいほど給料及賃金の発生率が高くなる点

が確認される。これは，谷沢論文で指摘した多就業仮説を支持する事実として注目すべきもので

ある。ただしこれを素直に喜ぶことはできない。なぜなら表２―１によると，各階層とも給料及賃

金に大きな差がないことを，我々はすでに指摘しているからである。つまり分類区分の変更にと

もなって，多就業仮説が成立するのか不成立なのかが変化するのである。これらの事実が何を意

味するのか不明であるが，すくなくとも表２―１と表２―３は満薗論文から入手した情報によって作

成した表であるものの，この点に関して同論文ではなんら言及されていないことだけ指摘してお

こう。

ここで類型別の経営内容についても，確認しておく。表２―４では，店舗数，営業年数から始

まって商家総所得まで，１２項目の指標を抽出している。この表では，元になった満薗論文の表

がⅡをⅡ（勤）とⅡ（資）に分割しており，この２つの数字からⅡを推計したため，Ⅱ本来の対

象数８０より１０少なくなっている（１８）。この表をみると，まず売上高でⅠがⅡの４割多くなって

いるが，売り場面積，従業員数などはほとんど大差ない。また営業年数も極端に違うというほど

ではない。このため要保護水準を超えられるか否かの境目は，売上高の水準である。つまり過小

売上高を解消すれば，商業所得水準すなわち生活水準を改善することが可能となっている。もし

かしたらⅠの売上高とⅡの売上高の間（例えば１万５，０００円前後）に損益分岐点が存在している

のかもしれないが，この点は直感にすぎないため，さらに検証していく必要があろう。

なお上記のⅡ（勤）に関して，満薗論文ではかなりのスペースを割いて検討している。その趣

旨は，同集団の営業年数が他よりも「目立って短い」点に注目して，それは兼業状態にあり商業

経営のパフォーマンスが低い（具体的には従業員１人当り売上総利益や店舗面積１坪当り売上総

利益が少ない，総資本経常利益率が低い）ことと関連すると指摘している（１９）。このうち営業年

数については，表２―４のⅡ（勤）が１３．１年，Ⅱ（勤）以外が２０年以上という状況に関して，Ⅱ

（勤）を「目立って短い」と表現することが果して妥当なのだろうか。気にかかる表現である。

企業経営において，最初の１０年間をどうにか持ちこたえられた企業は，（たとえ高収益は望めな

くても）高い確率で経営を持続できるというのが，筆者の経験上の感覚である。次節では，当時

実施された別の資料によってきわめて高い廃業率のデータが示されるが，（この後に検証してい

くように）この廃業は開業後数年以内に発生したとみるべきである。このほか前稿の表１―１１で
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指摘したように，開業年次が享保年間（１７２０年代）や１８８０年代など極端に営業年数が長い店舗

でも，家業の収支尻が「要保護」水準以下になっていたから，満薗が主張するほど営業年数と商

業経営のパフォーマンスに強い相関があるわけではない。

もちろん以上の分析は，すでに指摘している商業所得の過小計上を無視して，表２―４のみを素

直に読み込んだ場合の話であるが，それを考慮しても類型別区分のみで議論をすることは危険で

ある。つまりこの類型別データを使用して構築された，満薗論文の商業経営のパフォーマンス仮

説（詳細は第６節６．２．を参照）は，筆者の「経験上の感覚」といった説得力の弱い批判のほか

に，別の批判もおこなうことができる。そのために表２―２を再度見て欲しい。この表（ただし偏

差部分を除く）の数字は，満薗論文に掲載されたままであり，筆者はいっさい手を加えていな

い。同論文では，『小売業経営調査』の個票データを全数調査である『東京市商業調査書』（以

下，『商業調査書』と略記）と比べて，サンプリングが開業の古い店舗に偏っていることを示す

表２―４ 類型別にみた経営内容

Ⅱ ⅠⅡ（勤） Ⅱ（資）

店舗数 店 ７０ ２７ ４３ １９６

営業年数 年 ２０．８ １３．１ ２５．６ ２７．７

売上高
店舗面積
従業者総数
家族従業者数

円
坪
人
人

１２，３６５
１６．０７
４．９３
２．４０

１０，５８５
１１．１１
３．４１
２．００

１３，４８２
１９．１９
５．８８
２．６５

１７，３６１
１６．２４
４．８５
１．９７

従業者１人当り売上総利益
店舗面積１坪当り売上総利益
総資本経常利益率

円
円
％

３４８
１２０

－１０．３

２７６
８６

－１０．９

３７４
１３２
－９．９

５８３
２０８
３．１

商業所得
商外所得
商家総所得

円
円
円

－８６１
５９３
－２６８

－７３３
４６１
－２７２

－９４２
６７６
－２６６

４９６
２，５７３
３，０６９

Ⅲ Ⅳ 合 計

店舗数 店 ２６０ ３８６ ９１２

営業年数 年 １９．７ ２０．６ ２１．９

売上高
店舗面積
従業者総数
家族従業者数

円
坪
人
人

１３，０７３
１２．１７
４．０６
２．０２

３２，０７５
１６．８６
６．１６
２．１４

２１，９８３
１５．３３
５．１９
２．０９

従業者１人当り売上総利益
店舗面積１坪当り売上総利益
総資本経常利益率

円
円
％

４２７
１８４
－３．６

９７３
４４９
２７．９

７２７
３０８
１０．７

商業所得
商外所得
商家総所得

円
円
円

－３５７
４

－３５３

２，７６２
３９９
３，１６１

１，１０８
７６９
１，８７６

（注）１．階層区分は表２―３の（参考１）を参照のこと。
２．Ⅱの数値は，Ⅱ（勤）とⅡ（資）の合計値である。
３．店舗数は，満薗論文の表６より部分的に入手できるが，そのデータが同
論文の表８と一致していなかった。とりあえず本表では表８を使用して
いる。

４．総資本経常利益率は，正確には総資本付加価値率であるが，原資料のま
まとした。またⅡと合計の総資本経常利益率は，計算上必要なデータが
ないため，とりあえず店舗数による加重平均とした。

（資料） 満薗勇「昭和初期における中小小売商の所得構造」の１３１頁の表１２と
同１２８頁の表８より谷沢が作成。
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ために作成されている（２０）。しかしこの両データは，ある特徴的な現象を示している。例えばほ

ぼ実態を反映する『商業調査書』でみると，年代別の構成比が１９３０年代１９．６％，１９２０年代

４５．１％と，古い年代の店舗数のほうが新しい年代の店舗数よりも多くなっている。『小売業経営

調査』の個票データでも同様の傾向が確認できる。通常は，営業時の同一集団が時間の経過とと

もに徐々に減少していく傾向となるはずであるから，我々はこの事実に注目しなければならな

い。

この事実に関連して，次の２点を指摘しておこう。第一は，この表があくまで開業年
�

次
�

で分類

されており，特に１９３０年代のデータは両調査とも調査時点までしかデータが採用されていない

ことである。すなわち『小売業経営調査』では１９３５年１２月末までの６年間，『商業調査書』で

は１９３１年１１月までの約２年間の各データしか対象となっていない。４年間の差があるため，両

調査を比較できないのはもちろんのこと，同一調査でも１９２０年以前のような１０年間分のデータ

が入っている時期と１９３０年代を比較することも困難である。本来なら，このような問題点を修

正するために，『小売業経営調査』の個票データを使用して『商業調査書』と同一の営業期
�

間
�

別

の新分類を作成し，それを表２―２に追加しておくべきだ。この新分類とは，具体的には「１９３４・

３５年の開業」，「１９２４～３３年の開業」，「１９１４～２３年の開業」，「１９０４～１３年の開業」……といった

形になる。あくまで年代別に分類すべきではない。この新分類にもとづきデータの偏りを検討す

べきだが，満薗論文を読む限り，このようなデータチェックはおこなわれていない。

その代わり満薗論文では，これらの事情に関して「「経営調査」は「商業調査」に比べて，全

体的に開業年次が古い方へ偏っている。特に，「経営調査」は１
�

９
�

３
�

５
�

年
�

時
�

点
�

の
�

調
�

査
�

で
�

あ
�

る
�

に
�

も
�

か
�

か
�

わ
�

ら
�

ず
�

，１９３０年代の開業店数が，「商業調査」（１９３１年時点）よりも１０％近く低いことが目を引

く」（２１）（傍点は筆者）と分析している。ここで「経営調査」とは『小売業経営調査』，「商業調

査」とは『東京市商業調査』のことである。この記述は，傍点を振った部分で調査時点の差を考

慮しつつ，『小売業経営調査』と『商業調査書』を比較しているが，個票データにもとづく新た

な階層区分を作成していないため，厳密な偏りの摘出をおこなったわけではない。また原因を

１９３０年代の開業店数が少ないことのみに帰着させることも，かならずしも正確ではない。なぜ

なら表２―２の偏差をみると，１９２０年代もマイナスとなっているため，１９２０年代もサンプル数が

過小である可能性があるからだ。

もし，表２―２をそのまま使って３０年代のみ店数調整をおこなうのであれば，『小売業経営調

査』の１９３０年代の店数９３店に１．７（＝１０年÷６年）を掛けて１５８店と修正することが考えられ

る。この方法は，おおまかな傾向を把握するだけのものであるが，これでも１９２０年代の３４５店

には遠く及ばないから，やはり『小売業経営調査』のサンプリングでは１９３０年代の店数が２０年

代よりも基本的に少なかったという疑問がおこる。換言すると，『小売業経営調査』の採用デー

タが営業年数の古い（＝経営体力のある）事業者に偏っていた疑いが持たれる。ちなみに同様の

方法で『商業調査書』のデータを修正すると，１９３０年代の店数が１９２０年代のそれを大きく上回
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るため，筆者の推測はおおむね妥当する。このように古いデータに偏っていれば，商業経営のパ

フォーマンス仮説を導くことは困難となろう。

第二は，開業年次及び営業年数という用語の定義についてである。まず開業年次とは，実務上

でもしばしば混乱して使用される用語である。例えば，一般的に「創業○年」，「開業○年」とい

う使い方を目にするように，両者を明確に使い分けないことが多い。これら営業継続期間に関す

る明確な規定がないために，自社の都合の良いように使われている。常識的な使用方法として，

おそらく創業とは現状の製品に近いものを作り始めた時点，開業とは現状の経営組織となった時

点を指しているように思われる。しかし実務上では，なるべく「歴史のある名門企業」といった

イメージの定着を目的として，年数を延ばしたいという意識が強く働き，実際の創業より遡って

使用する経営者がいることは周知のとおりである。

『小売業経営調査』の調査票（表面）では，初め（右上）の部分に「（報告店の）開業ノ年月」

（丸カッコ内は筆者），「同，開業前ノ職業」を記述させるスペースが設定されている。この回答

方式では，他の事業所から転職して新規開業した店舗では問題ないが，経営者の二代目として現

店舗を引き継いだ場合には，上記のような創業，開業の区別が不明確となる。また創業者や現経

営者に関わりなく，個人事業（自営業）から法人事業へ組織変更していた場合は，どちらの時点

を採用するのだろうか。本来は個人企業の開始時を記入すべきだろう。すくなくとも個人企業時

代と法人化以降とで経営パフォーマンスは大きく異なる可能性があるため，分析目的によっては

無視できない問題である。これらの問題を含んだ情報から得られた「営業年数」という用語は，

当然のことながら『小売業経営調査』中で使用されていないほか，谷沢論文でも使用していない

満薗独自の発明品である。

この問題点があるがゆえに，『商業調査書』の「調査用紙記入心得」では，「営業開始年月」と

して「現在の営業所に於て，現在の物品の販売を営業の目的として開業せる年月を記入」するこ

とであり，「その場合法人に在りては，同一組織の下に於て，個人に在りては，同一相続系に属

することを要する」（２２）と厳密に規定されていた。この使用法は，現在の開業年次と比べても極め

て厳格なものである。それゆえ『小売業経営調査』の開業年次に上記のような問題点があるにも

かかわらず，満薗論文ではその件に触れずに，しかも開業年次から計算された年数に「営業年

数」という新たな用語を使用している（２３）。同論文では，類型化にもとづく経営パフォーマンス

仮説（後述）で営業年数が重要な指標として使われているから，この問題点をいかに処理したか

が重要な論点となるはずであった。

そろそろ本節のまとめをしておく。以上のように，満薗論文の情報をもとに作成した数種の表

を検討した結果，同論文の主要な問題点として，①サンプリングが全般的に実態と比べて営業年

数の長い，かつ収益力の高い小売商に偏っている可能性がある，②「零細」規模の商業部門（＝

家業部門）で大幅な赤字を計上した具体的原因が検討されていない，③家業部門における資金繰

りがまったく分析されていない，④商外所得（特に地代及家賃）の発生原因・稼得方法が検討さ
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れていない，⑤これらの未解明部分を残したまま，「類型化」という一種の集計作業のみで，企

業経営に関する大胆な推論が提起されている，⑥以上より『小売業経営調査』の個票データのみ

で分析を完結させ，他の各種資料を使ってデータの背後にある現象を推測する研究手法が採用さ

れていない，があげられる。このうち①の点は同論文でも指摘されているが，それにもかかわら

ず大半の分析ではバイアスを修正せず原データをそのまま使用しているなど，問題点が解決され

ていない（２４）。

以上の点はいずれも，満薗論文に掲載されている情報に全面的に依拠しているため，個票デー

タを丹念に見直すとその疑問がある程度は解明されるかもしれない。おそらく満薗もこの作業を

おこなっていると思われるが，それを認めたとしても論文上でこれらの疑問点に関する具体的な

記述がない以上，この点を指摘しておくべきであろう。さらに個票より新たな問題点が発見され

る可能性も否定できないことを付記しておきたい。

（３）小売商の開廃業行動

３．１．小売業の産業特性

以上のように，満薗論文では商外所得の発生メカニズムが最大の未解明点であるが，残念なが

ら同論文からその関連情報を探し出すだけでは限界がある。そこで本節では，先行研究や各種資

料等を利用して小売商の経営行動を見直すことで，同メカニズムを解明する情報を入手してい

く。ここでは初めに，戦間期の小売商に関連した先行研究やマクロデータを整理したうえで，小

売商を開業する前後の情報を分析していこう。

先行研究によると，戦前期には個人小売商を増加させる以下のような環境が形成されていたこ

とが知られている。小売商の主な活躍の場であった流通業（＝商業）は，１９２０年時点の就業者

数が２１０万人と全就業者数の２３％を占め，すでに製造業の４３９万人に次ぐ巨大な産業となって

いた（２５）。その後も１９３０年の３２６万人へと，約５割超の大幅な増加を示したが，これはあくまで

就業者全体が増加していたのであり，単に流通業のみが増えたのではない。このような大幅な労

働需要はおもに都市部を中心に発生していたが，この需要に対応するために地方圏から都市圏へ

大量の若年労働者が移動していた。彼らの出身母体（父親の階層）は，おもに農村部の農家世帯

が大半を占めており，彼らは縁故（つまり何らかの人的関係）を頼りに，住込み等を強いられ労

働条件の悪いがゆえに地元都市出身者が忌避した，流通業に流入していった（２６）。

厳しい労働環境のなかにいて，流通業の就業者は一生のうちに何回かの転職を繰り返す職業人

生を送っており，最終的には過半数を超える就業者が自営業主となっていた。このようなルート

を通って形成された分厚い自営業主層のなかに，大量の小売商が含まれていたのである。ちなみ

に業種別の自営業者比率を１９２０・３０年でみると，流通業（２０年：５７％→３０年：５５％），建設業

（２２％→４４％），サービス業（３６％→３２％），製造業（２５％→２７％）となり，つねに流通業が高水

準を保っていた（２７）。この背景には，住込み等に代表される労働集約型の職場環境のなか，機械
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等を必要としないで開業できるなど，初期投資が相対的に抑えられたことがあげられる。しかも

資金面では卸業者からの支援が期待できるなど，いわば体一つで独立開業まで可能な事業形態が

大きく影響していたという。さらに都市化が進むなか，多様な消費財の提供が活発化していった

ことも，流通業分野で自営業主になる可能性を高めていた。

ここで東京市における物品販売店の店舗数をみておこう。表２―５では，関東大震災の前後の期

間における東京市内の物品販売店数を世帯数と比較しつつ示している。物品販売店数は通常，

『東京市統計年表』に掲載されている「日用品販売店」の数字を使用するのが一般的であるが，

その数字の変動に若干疑義が持たれるため，本稿では東京商工会議所内に設置された小売商問題

懇談会に提出された数値を採用している（２８）。この数字によると，店舗数は大震災時に４割弱に

減少したものの，その後は再び増加傾向となり，１９３１年には大震災直前の水準を上回っている。

これを１，０００世帯当りの店舗数でみると，同じく３１年より大震災前の水準に回復しており，特

に３１・３２年の増加が顕著となっている（なお１９２３年の１７０．７は，世帯数が震災直後の１１月

データ，店数が震災前の７月データであるため，まったく意味のない数字である）。これは，同

時期に急激に小売商が増え，競争が激化したことを示唆するほか，前稿の表１―７で示した主要商

家経済調査が１９３０年代に入って相次いで実施された理由とも合致する動きといえよう。

次に，増加の著しい小売業がいかなる属性を有していたのかを，いくつかの側面から把握して

いく。まず小売商の事業所得水準を全職業のなかで確認しておきたい。小売商に限定した情報は

多くないが，東京市が１９３３年に公表した『東京市民の所得調査』より，商業部門という大括り

の情報を入手することができる。同調査は，１９３０年を対象時として東京市内（旧市域）の市民

所得を個人・法人所得別に初めて推計したものである。すなわち「本調査は之に依り市民の経済

表２―５ 東京市内（旧市域）の物品販売店数の推移

物品販売店総
数（７月末）

世帯数
１，０００世帯
当り店舗数

１９２４＝１００
の指数

１９２１
１９２２
１９２３
１９２４
１９２５
１９２６
１９２７
１９２８
１９２９
１９３０
１９３１
１９３２

５６，８１０
５５，４１２
５８，０９１
３６，６２４
４１，０９１
４７，９５６
４７，６０７
５１，４４３
５３，０９１
５３，４４１
７７，２２２
８１，４９６

１５５．１
１５１．３
１５８．６
１００．０
１１２．２
１３０．９
１３０．０
１４０．５
１４５．０
１４５．９
２１０．９
２２２．５

６３７，８５９
６４０，６６８
３４０，２７８
４１７，３５３
４２９，８５２
４４８，７００
４６７，７００
４８７，１００
５０６，７００
４１４，１１０
４１７，６６９
４２１，６２１

８９．１
８６．５
１７０．７
８７．８
９５．６
１０６．９
１０１．８
１０５．６
１０４．８
１２９．１
１８４．９
１９３．３

（注）１．世帯数のうち，１９２３年分は同年１１月１５日の震災人口
調査，それ以外は１０月時点の数値である。

２．１９２３年の１，０００世帯当り店舗数は意味のない数字であ
る。詳しくは本文を参照のこと。

（資料）「小売商問題懇談会参考資料」『東京商工会議所関係資
料』雄松堂書店，Disc No.23（資料番号：７３００）の１
頁（１９３４年９月）より谷沢が作成。
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力乃至財的信用の程度を測り，併せて市の資源，富裕程度を推計し，以て都市行政上財政的，社

会的諸企画に対し一の有効適切なる参考資料を供せむとするものである」（２９）としているように，

所得税の納税者のほか未納税者の所得もあわせて推計している点で，戦前期では唯一の包括的な

所得調査であった。

以下ではこの調査に従って，所得税の納税者（いわば高所得者）と免税者（低中所得者）に分

けて商業部門の特性を説明していこう。なお同調査は，あくまで租税制度にもとづき納税者単位

で集計されているため，世帯の所得全てを把握できるわけではない。そのため満薗論文の検討課

題の一つであった「小売商と工場主との総所得比較」は基本的におこなえないが，その代わり家

業部門の所得（すなわち商業所得や工業所得）のみを，満薗論文よりも正確に把握できる特徴を

持っている。

まず第三種所得税の課税所得（＝第三種所得）の内訳を表２―６でみてみる。納税者の総人員は

表２―６ 東京市（旧市域）における第三種所得の所得種類別内訳（１９３０年）

所得種別
所得人員 所得金額

構成比 納税実人
員当り所
得人員

所得人員
当り平均
所得所得人員 所得金額

人 円 ％ ％ ％ 円／人

田＊

（自 作）
（小 作）
畑＊

（自 作）
（小 作）
野原其の他の土地
貸宅地及貸家
牧養及採取＊

水産業＊

鉱 業＊

工 業＊

商 業＊

銀行及金融業＊

水陸運輸業＊

非営業貸金預金公債社債利子
配 当
俸給給料歳費
賞 与
諸給与
庶 業＊

労 力＊

其の他の所得
山林の所得

２，６７４
３

２，６７１
２，０９１

３
２，０８８
１２

４０，５９６
２
５
２

２，０８５
２１，７７３
６８７
４８５

９，９５６
２６，０６９
２６，８０５
２０，３６２
７，７７６
６，４９５
４３２

６，７７１
３７

１，２８６，８８２
４２８

１，２８６，４５４
３２８，３８３

２３７
３２８，１４６
１，６８４

７０，９３７，３８２
４０，６１４
４，９３６
７，１３０

５，４２０，６９４
５３，２３７，４１２
２，９１５，５４５
８５６，７３７

７，４７４，４７８
６２，８６９，８８１
４９，０５２，３８５
３１，４９５，３７２
８，６３９，８６７
１４，８０７，０１３
１８９，５７２

８，７５０，５１８
１５５，３６０

１．５
０．０
１．５
１．２
０．０
１．２
０．０
２３．２
０．０
０．０
０．０
１．２
１２．４
０．４
０．３
５．７
１４．９
１５．３
１１．６
４．４
３．７
０．２
３．９
０．０

０．４
０．０
０．４
０．１
０．０
０．１
０．０
２２．３
０．０
０．０
０．０
１．７
１６．７
０．９
０．３
２．３
１９．７
１５．４
９．９
２．７
４．６
０．１
２．７
０．０

３．３
０．０
３．３
２．６
０．０
２．６
０．０
５０．３
０．０
０．０
０．０
２．６
２７．０
０．９
０．６
１２．３
３２．３
３３．２
２５．２
９．６
８．０
０．５
８．４
０．０

４８１
１４３
４８２
１５７
７９
１５７
１４０
１，７４７
２０，３０７
９８７
３，５６５
２，６００
２，４４５
４，２４４
１，７６６
７５１
２，４１２
１，８３０
１，５４７
１，１１１
２，２８０
４３９
１，２９２
４，１９９

合 計 １７５，１１５ ３１８，４７１，８４５ １００．０ １００．０ ２１６．８ １，８１９

（参考）個人事業の合計（＊）
個人事業に占める
商業の割合（％）

個人事業に占める
工業の割合（％）

３６，７３１
５９．３

５．７

７９，０９４，９１８
６７．３

６．９

２１．０
―

―

２４．８
―

―

４５．５
―

―

２，１５３
―

―

（注）１．所得人員は，各所得を支払った人員であるため，延人員である。
２．課税所得（＝第三種所得）は，上記の数字以外に３０１，４３９，９５０円という数字も，以下の資料の１７
頁に掲載されている。

３．納税実人員は８０，７６４人，納税実世帯は６１，１１２戸である（下記資料の１７頁）。
（資料） 東京市役所編『東京市民の所得調査』同所，１９３３年の１９～２０頁より谷沢が作成。
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１７５，１１５人となり，それを所得種類別にみると貸宅地及貸家４．１万人，俸給給料歳費２．７万人，

配当２．６万人，商業２．２万人となる。この商業の人員は，個人事業主数を示しているが，人数的

にかなり多いことがわかる。また俸給給料等や配当には，第２・３次産業全般にわたる法人組織

の雇用者に支給される所得，貸宅地等は全産業に及ぶ所得と思われるため，そこには商業部門の

法人企業の雇用者も含まれていたと推測される。そこで個人事業主に限定される所得種類に限る

と，主に「……業」という名称の所得種類（＊印のついた所得種類）が該当すると考えることが

できる。そこでこれら個人事業主の合計に占める商業の割合をみると，所得人員では６割，所得

金額では７割弱を占めており，きわめて大きな位置付けとなっている。つまり個人事業としてみ

ると，高所得を得られる可能性のある魅力的な職業であると考えられる。これは工業の割合が，

人員で６％，金額で７％であることと好対照であった。自営業の人々にとって，商業は工業より

はるかに高所得を得られる可能性の高い産業であった。

ここで上記の議論は，あくまで各所得種類ごとの納税者に注目してみた議論であるため，その

人員は延
�

人数となる。そこで納税実
�

人員をみると，８０，７６４人となる。この実人員に対する各種

類別の人員の比率（いわば発生率）をみると，合計では２１７％となっている。この数字は，納税

者１人当りがほぼ２種類の所得を申告していたことを示している。当時の第三種所得税は，とり

あえず所得の大半を総合課税としていたが，その割には平均的な資産家の申告所得種類がわずか

２つ程度であったという事実は，予想外の少なさである。発生率を種類別にみると，貸宅地貸家

５０％，俸給給料歳費３３％，配当３２％が突出して高く，その直後に商業の２７％となっている。

また所得人員当り平均所得でみると，牧養及採取が突出しているほか，銀行及金融業もかなり高

水準であるが，その他では鉱業，工業，商業の順番となる。これをみると，商業が特別に低所得

であるとはいいがたい。

一方，第三種所得税の免税点（１，２００円）未満に相当する低中所得集団の所得内容をみると，

表２―７のようになる。ちなみにこの種の情報は，通常の業務統計からは入手不可能であるため，

独自に収集しなければならない。このため『東京市民の所得調査』で採用された調査方法は，次

のとおりである（３０）。まず所得人員は，１９３０年『国勢調査』の職業別人口から所得税納税者を引

いた人数（＝非納税者職業別人口）とした。次に所得金額は，初めに工場・会社・大商店などに

勤務した場合には，同事業所に配布した集団調査から１人当り所得額を得て，これで対応できな

い農業，水産業，鉱業，自由業，家事使用人，収入ある無業者などでは，個人別に調査票を配布

（つまり個人調査）して同金額を得た。そしてこの１人当り所得に上記の非納税者職業別人口を

乗じることで所得金額を算出したという。

表２―７の所得人員は，当時の所得税がほぼ上位１割にも満たない高所得層のみ支払っていたこ

とを考慮すると，実質的には就業者数の大きさを反映していたと考えることができる。そのよう

にみると商業３３．１万人，工業２９．４万人の順番となっており，東京市では商業が代表的な職業で

あったことがわかる。しかし同表の右端にある，所得人員１人当り平均所得の全職業比をみると
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８６にすぎず，平均を大きく下回っている。それに対して，交通業１４０，公務自由業１２９，工業

１１６，収入に依る無業者（つまり資産収入か）１０３であり，これら主要な職業と比べてかなり低

い水準を強いられている。もちろんこの背景には，商業のうち接客業に従事する者が６３である

ことも影響しているが，所得人員でみるとこの接客業は９．４万人にすぎず，商業総計３３．１万人

のうちの３割弱にすぎない。やはり圧倒的な分野は，小売商が含まれる商業的職業であるため，

上記のとおり労働環境の悪さのなかで低所得を強いられていたという実態が反映されている。

ちなみに商工業の非法人事業者（個人事業者＋従業員）に限定して，その事業所得をみると表

２―８のようになる。ここであえて非法人事業者に注目するのは，おおむねこの範囲が参入者に

表２―７ 東京市（旧市域）における所得税法免税点以下者の職業別所得（１９３０年）

所得人員 所得金額
構成比 所得人員１人

当り平均所得所得人員 所得金額 全職業比

人 円 ％ ％ 円／人 ―

原始生産業
工 業
窯業・土石加工に従事する者
金属工業，機械器具製造，造船運搬用
具製造に従事する者
精巧工業に従事する者
化学製品の製造に従事する者
紡織工業に従事する者
被服身装品製造に従事する者
紙工業，印刷に従事する者
皮革，骨，羽毛品類製造に従事する者
木竹草蔓類に関する製造に従事する者
製塩に従事する者
飲食料品，嗜好品製造に従事する者
土木建築に従事する者
瓦斯，電気，水道業に従事する者
其の他の工業的職業

商 業
商業的職業
金融，保険に従事する者
接客業に従事する者

交通業
運輸に従事する者
通信に従事する者

公務自由業
官吏，公吏，雇傭員
陸海軍現役軍人
法務に従事する者
教育に従事する者
宗教家
医療に従事する者
書記的職業
記者著述家芸術家遊芸家
其の他の自由業

家事使用人
其の他の有業者
収入に依る無業者

４，１９１
２９３，７７６
４，６１７
４６，９７５

１０，４８４
４，６３０
１８，３４１
５２，６１４
４１，４０６
３，４９５
３０，１６８
２３

１７，６４７
４２，４７４
６，０４４
１４，８５８
３３０，６６７
２３１，７５６
４，６１２
９４，２９９
５８，４４０
５０，９５４
７，４８６
８１，９９３
１７，９７９
４６０
８７９

４，８３５
３，９９２
１７，５７７
２０，３７５
１２，８００
３，０９６
８５，０１１
２６，５２１
１０，７７０

２，９９３，７９９
１８７，８６５，７３６
２，９５４，５１１
３７，２７６，０７２

７，２８４，０７４
２，８０４，８５４
８，６６０，４３７
２７，５１８，１７４
２８，３０８，４５４
１，８９６，２１２
１９，６５５，３５７
１４，８６０

８，３５９，９１３
２８，２５１，１５６
５，５６４，９５３
９，３１６，７０９

１５６，７５４，０７１
１２０，２８５，９９９
３，５２２，８３０
３２，９４５，２４２
４５，１４２，１１２
３９，７３１，３８１
５，４１０，７３１
５８，５１８，３４１
１３，９９５，５７３
４３９，１９４
８４３，８４０

４，８８６，４９３
２，７６５，１７９
９，９５０，５１５
１５，１７７，５４１
８，０３４，８１６
２，４２５，１９０
２４，３２１，６４７
１０，８６９，８９７
６，１１２，１９０

０．５
３３．０
０．５
５．３

１．２
０．５
２．１
５．９
４．６
０．４
３．４
０．０
２．０
４．８
０．７
１．７
３７．１
２６．０
０．５
１０．６
６．６
５．７
０．８
９．２
２．０
０．１
０．１
０．５
０．４
２．０
２．３
１．４
０．３
９．５
３．０
１．２

０．６
３８．１
０．６
７．６

１．５
０．６
１．８
５．６
５．７
０．４
４．０
０．０
１．７
５．７
１．１
１．９
３１．８
２４．４
０．７
６．７
９．２
８．１
１．１
１１．９
２．８
０．１
０．２
１．０
０．６
２．０
３．１
１．６
０．５
４．９
２．２
１．２

７１４．３
６３９．５
６３９．９
７９３．５

６９４．８
６０５．８
４７２．２
５２３．０
６８３．７
５４２．５
６５１．５
６４６．１
４７３．７
６６５．１
９２０．７
６２７．１
４７４．１
５１９．０
７６３．８
３４９．４
７７２．５
７７９．７
７２２．８
７１３．７
７７８．４
９５４．８
９６０．０

１，０１０．７
６９２．７
５６６．１
７４４．９
６２７．７
７８３．３
２８６．１
４０９．９
５６７．５

１２９
１１６
１１６
１４４

１２６
１１０
８５
９５
１２４
９８
１１８
１１７
８６
１２０
１６７
１１３
８６
９４
１３８
６３
１４０
１４１
１３１
１２９
１４１
１７３
１７４
１８３
１２５
１０２
１３５
１１４
１４２
５２
７４
１０３

合 計 ８９１，３６９ ４９２，５７７，７９３ １００．０ １００．０ ５５２．６ １００

（注）１．原始生産業とは，農林水産業の関連職業である。
２．職業別データであるため，各個人を特定職業に分類したデータであり，表２―６の個人別の所得内訳とは一致しない。

（資料） 東京市役所編『東京市民の所得調査』の２８～３０頁より谷沢が作成。
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とって「いずれは自分の店・工場を構えたい」，「一生，従業員として働こう」等といった将来像

に相当するからである。またこの表は，満薗論文で課題とされた「工業部門との（総所得水準

の）比較」を目的としているのではなく，その予備作業として高所得層と中低所得層に分けてマ

クロ経済面から課税所得水準を比較するものである。満薗論文では，（表４において）工場主の

家業所得を資本金規模別に比較しているが，そこでは「そもそも小売商と工場主の家業所得の水

準をいかなる尺度で把握すべきか」が決められていない。このような問題点は，当時の租税制度

のもとでは，各種課税所得を使用することで解決することができる（ただし前稿の第５節５．１．

で紹介した，事業体としての「損益構造」の分析は困難である）。

まず１人当り所得は，工業６５３円，商業６８４円であり，商業は工業の９割水準となっている。

ただし第三種所得の人数が多いため，所得税免税点以下の低所得階層で工業６３９円，商業５１９円

となり，商業は工業の８１％にすぎないものの，全体としては商業が工業を上回っている。（参考

１）により，全階層でみた工業と商業の割合は，所得人員・所得金額とも商業が５割に若干足り

ないぐらいである。さらに所得税法免税点以下を中小就業者とみなし，合計に占める中小就業者

の割合を（参考２）でみると，工業・商業とも商業の所得金額を除いて９割超となっており，商

工業における中小就業者の位置付けがきわめて大きいことがわかる。また表２―２４（後述）のよ

うに，１９３０年における東京市の世帯数は４１．５万戸であったため，この世帯数をはるかに超える

所得人員がいた。この理由は，兼業や１世帯に複数の就業者がいたことが考えられようが，それ

を考慮しても中小商工業の位置付けの大きさに注目しなければならない。当時の経済政策におい

て，中小商工業問題がいかに重要であったかがこの数字から理解できる。

以上の各種情報を併せて考えると，所得水準からみた商業の業界特性が明らかとなる。すなわ

ち労働環境が悪く低所得であるがゆえに参入が容易であるが，そのなかのある一定割合は確実に

表２―８ 商工業の個人事業者における家業所得の比較（１９３０年）

単位 工 業 商 業 合 計

第三種所得
所得人員
所得金額

１人当り所得

人
円

円／人

２，０８５
５，４２０，６９４
２，６００

２１，７７３
５３，２３７，４１２

２，４４５

２３，８５８
５８，６５８，１０６

２，４５９

所得税法免税点
以下

所得人員
所得金額

１人当り所得

人
円

円／人

２９３，７７６
１８７，８６５，７３６

６３９

２３１，７５６
１２０，２８５，９９９

５１９

５２５，５３２
３０８，１５１，７３５

５８６

合 計
所得人員
所得金額

１人当り所得

人
円

円／人

２９５，８６１
１９３，２８６，４３０

６５３

２５３，５２９
１７３，５２３，４１１

６８４

５４９，３９０
３６６，８０９，８４１

６６８

（参考１）
全階層の構成比

所得人員
所得金額

％
％

５３．９
５２．７

４６．１
４７．３

１００．０
１００．０

（参考２）
免税点以下の割合

所得人員
所得金額

％
％

９９．３
９７．２

９１．４
６９．３

９５．７
８４．０

（注）１．非法人事業所とは，個人事業者と従業員を示す。
２．事業所得とは，商業所得または工業所得（つまり家業から得られる所得）や事業所
からの給料のことである。

（資料） 第三種所得が東京市役所編『東京市民の所得調査』の１９～２０頁，所得税法免税点以
下が同書の２８～３０頁より谷沢が作成。

98 商 経 論 叢 第 5１巻第３号（２０１６．２）



高所得を獲得することが可能であった（もちろんそうなるのはほんの一握りにすぎない）。それ

ゆえもし本人が努力することを厭わなければ，一代で資産家の仲間入りをすることも可能であっ

た。この点でおもに地方から流入した若年層には，考えようによっては小売商は魅力的な職業で

あると感じられたにちがいない。これが商業（流通業）への参入が活発な理由であったのではな

かろうか。また一度資産家集団へ到達していくと，そこでの所得増殖の方法として，表２―６でも

確認したように土地・建物を取得し，それを賃貸することで賃料収入を得るという方法が可能で

あった点も重要な事実である。

ただし以上の分析で留意しなければならないのは，公社債利子，銀行預金利子などの金融資産

収入が第二種所得として源泉課税されていたため，以上の分析ではこれらの収入が欠落してい

る。しかも租税統計上では，源泉徴収された金融資産収入のうちどの程度の割合で個人所得に分

配されていたかが確認できない。すなわち表２―６によると，貸宅地及貸家７，０９４万円であるの

に，配当６，２８７万円，非営業貸金預金公債社債利子７４７万円であるが，このほかに『東京市民の

所得調査』では源泉徴収課税の課税所得が１７，８３５万円であったとしている（３１）。この源泉徴収額

はあくまで法人・個人を問わない数字であるため，このうち個人向けがどの程度であるかは不明

であるが，少なくとも貸宅地及貸家と配当の差額以上はあったのではないかと推測される。これ

らの金額からみると，金融資産収入が実物資産収入を上回る可能性が高い。

とはいっても貸宅地貸家が配当よりも投資選考が強い可能性も捨てきれない。この理由は，お

そらく収益率で比較したときに，不動産経営が金融資産の取得よりも高かったと推測されるから

である。すなわち不動産の場合は，初期投資として土地の取得費・借家の建築費がかかるが，そ

の後は家賃・敷金収入が入るため，１０年以内に投下資金が回収できるほか，土地を売却すれば

キャピタルゲイン（評価益）も追加される。借地上での貸家経営なら，キャピタルゲインは得ら

れないが，その代わり投下資金の回収が短期化するだろう。これに対して金融資産の収入は，一

定の利率で配当・利子等が得られるが，景気変動にともない配当等やキャピタルゲインが大きく

変動した。このため不動産経営のほうが，金融資産への投資よりも収益率が高くなると推測され

る。以上の議論をもとに考えると，表２―１で確認した利息及配当の金額がかなり小額である事実

は，相応に納得できるように思われる。ただし一般論としていえば，税務統計にもとづいて推計

した表２―６や第二種所得の金額のほうが信用できる数字であるから，未だ『小売業経営調査』の

サンプリングに偏りがあった可能性を排除できないようにも思われる。

次に小売商を開業した者（開業者）に限って，その集団特性を探ってみよう。開業者の関連で

は，第一に東京市が１９３５年に実施した東京市編『東京市新規開業小売商調査書』上・下巻（以

下，『新規開業調査書』と略記）があげられる。この調査は，１９３４・３５年中に新市域において開

業した，約３，５００店の個人小売商に関して，開業動機・費用等のほか経営内容も併せて集計して

おり，開業者の特性をもっとも詳細に調査している。ここで新市域とは，旧荏原郡にあった品

川，目黒，荏原，大森，蒲田，世田谷と，旧豊多摩郡にあった渋谷，淀橋，中野，杉並の合計
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１０区のことであり，新市域ではあっても旧北豊島郡，南足立郡，旧南葛飾郡にあった１０区は対

象外であった。このため新市域とはいえ，実質的には旧１５区と同等に商業活動の活発な地域が

対象となっていた。『商業調査書』によると，１９３１年の新市域における個人小売商は６．９万店で

あったから，上記１０区で４万店と見積もれば『新規開業調査書』は１割弱の抽出率であったと

推測される（３２）。

ただし開業者の内訳及び開廃業状態といった静態面と動態面を併せてみるには，１９３１年に公

表された東京府社会課編『東京府五郡に於ける小商業者の現在並其開廃状態に関する調査』（以

下，『五郡開廃状態調査』）の情報が参考になる。この調査は，郡部における商業者（物品販売業

＋飲食店）のうち売上高２，０００円以下の業者（小商業者）を対象として，１９２６～３０年の５年間

でその地域別開廃業者数を調査したものである。ここで売上高２，０００円という基準は，旧国税と

しての営業税の免税点が売上高２，０００円以下であったため，それを目安としたと考えられる。そ

して「本調査は当該各町村役場設置の府税営業税台帳及其関係帳簿に基き調査したもの」（３３）とし

ているため，基本的には全数調査とみなして差支えない。この商店から２郡の物品販売業のみを

抜き出すと，年平均で６，６５７人の開業者がいる。これに対して，『新規開業調査書』の売上高

２，０００円未満の開業者数は１，４４８人であるため（３４），『新規開業調査書』の抽出率は２２％となる。

このように当時の「小売商過多問題」を解明するために，『新規開業調査書』のデータは小売商

になったばかりの経営者の経済特性等を把握できる，最適の調査であった。

満薗論文では，『商業調査書』の資産規模１，０００円未満の小売商が「零細」規模に相当すると

みなして，その規模の売上高は３，０００円未満であると断定し，それを『小売業経営調査』の個票

データから抽出している。しかしこのように苦労してデータを抽出したにもかかわらず，同規模

の小売商はわずか８２世帯にすぎなかった。一方，これと同規模の小売商数が，『新規開業調査

書』では１，６２４店も集まっている（３５）。そしてこの数字は全調査店舗数の５割弱を占めているた

め，『新規開業調査書』の報告書に掲載されている集計データを分析すると，およそ「零細」規

模の経営状況などを色濃く反映した情報が得られるはずである。また『小売業経営調査』では，

平均すると２０年近い営業年数で明らかに激しい競争に打ち勝った店のみを集計しているが，こ

の点で『新規開業調査書』は開業前後の事業者特性を把握するのに適している（３６）。以上のよう

に『新規開業調査書』は，抽出率の高さ，サンプル数の多さ，調査対象の限定性で，満薗論文で

は得られないきわめて興味深い情報を我々に提供してくれる。

まず『五郡開廃状態調査』によって，５郡計の開廃業率をみてみる。この開廃業率とは，開業

率＝開業者数÷現在数，廃業率＝廃業者数÷現在数で計算した数値である（３７）。表２―９をみると，

５年間平均では開業率２７．７％，廃業率１３．４％となり，差引では１４．３％の店舗数の増加がおこっ

ている。特に１９２９年より昭和恐慌が発生したなか，３０年には５，０００店以上増加していた。郡別

に増加率をみると，荏原郡１９％，南足立郡１８％，豊多摩郡１４％，北豊島郡１３％，南葛飾郡

１１％となり，荏原郡と南足立郡の伸び率が高い。ちなみに表２―５より旧市域における店舗数の
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増加率を求めると，年平均で約６％であるから，旧市域をはるかに上回る店舗数の増加が５郡で

起こっていた。近年のわが国では，小売業の年間開廃業率が約４％であるから，これを大きく超

える激しい新陳代謝が地域内で発生していた（３８）。この背景には，表２―２４（後述）で示された世

帯数の動向でわかるように，１９２０年代後半（１９２５～３０年の５年間）の東京府郡部で３１％という

急激な世帯増加が発生していたことと切り離して論ずることはできない。

ただし，この世帯急増を認めたとしても，我々は高い開廃業率そのものにもっと注目すべきだ

ろう（３９）。なぜなら戦前日本の資本主義がたんに重工業化で支えられたのではなく，都市圏の商

業化によっても支えられていた，と考える可能性をもたらすからである。すなわち上記の世帯増

加率は５年間であるため，１年平均では６％程度である。これに対して表２―９から算出される店

舗数の増加率は１年平均で１４％であるから，結果的に世帯数当りの店舗数は１年平均で８％

表２―９ 東京府５郡における小商業者の開廃業状態

１９２６年 １９２７年 １９２８年 １９２９年 １９３０年 ５年平均

現在数
（人）

荏原郡
豊多摩郡
北豊島郡
南足立郡
南葛飾郡

７，０７２
６，５３６
１０，７９４
１，５５４
７，４１１

１０，０３７
８，７７９
１３，９３９
２，２４４
９，５４６

１２，４３３
９，５５２
１７，２９２
２，４８８
１０，５３１

１４，６１７
１１，１４６
１８，３３８
２，９１６
１０，７１７

１６，９８６
１１，９７９
１９，７５８
３，４０４
１２，０２２

１２，２２９
９，５９８
１６，０２４
２，５２１
１０，０４５

小 計 ３３，３６７ ４４，５４５ ５２，２９６ ５７，７３４ ６４，１４９ ５０，４１８

開業者数
（人）

荏原郡
豊多摩郡
北豊島郡
南足立郡
南葛飾郡

３，７４３
２，９１４
４，３８５
７３４

２，２０８

３，６０８
３，５５５
４，９０２
８４７

２，９３１

３，７０３
２，２９６
５，５４１
５２３
２，０４７

３，７１８
３，３１２
３，０８１
７９６
１，３５６

３，９４３
２，４９１
４，０１９
７６８
２，４９９

３，７４３
２，９１４
４，３８６
７３４
２，２０８

小 計 １３，９８４ １５，８４３ １４，１１０ １２，２６３ １３，７２０ １３，９８４

廃業者数
（人）

荏原郡
豊多摩郡
北豊島郡
南足立郡
南葛飾郡

６４３
１，３１２
１，７５７
１５７
７９６

１，３０７
１，５２３
２，１８８
２７９

１，０６２

１，５３４
１，７１８
２，０３５
３６８
１，１７０

１，５７４
１，６５８
２，５９９
２８０
１，１９４

２，１４１
１，７９５
２，８２３
３２５
１，５６５

１，４４０
１，６０１
２，２８０
２８２
１，１５７

小 計 ４，６６５ ６，３５９ ６，８２５ ７，３０５ ８，６４９ ６，７６１

開業率
（％）

荏原郡
豊多摩郡
北豊島郡
南足立郡
南葛飾郡

５２．９
４４．６
４０．６
４７．２
２９．８

３５．９
４０．５
３５．２
３７．７
３０．７

２９．８
２４．０
３２．０
２１．０
１９．４

２５．４
２９．７
１６．８
２７．３
１２．７

２３．２
２０．８
２０．３
２２．６
２０．８

３０．６
３０．４
２７．４
２９．１
２２．０

小 計 ４１．９ ３５．６ ２７．０ ２１．２ ２１．４ ２７．７

廃業率
（％）

荏原郡
豊多摩郡
北豊島郡
南足立郡
南葛飾郡

９．１
２０．１
１６．３
１０．１
１０．７

１３．０
１７．３
１５．７
１２．４
１１．１

１２．３
１８．０
１１．８
１４．８
１１．１

１０．８
１４．９
１４．２
９．６
１１．１

１２．６
１５．０
１４．３
９．５
１３．０

１１．８
１６．７
１４．２
１１．２
１１．５

小 計 １４．０ １４．３ １３．１ １２．７ １３．５ １３．４

（注）１．小商業者とは，売上高２，０００円以下の業者のことである。
２．開業率＝開業者数÷現在数，廃業率＝廃業者数÷現在数で計算した。
３．現在数，開業者数，廃業者数とも，飲食店を除外している。
４．現在数，開業者数，廃業者数には一定の関係があるはずだが，上記ではかならずし
もこの関係が成立していない。ただし谷沢が確認したかぎりでは，かならずしも大
幅な乖離ではないため，原数値のまま使用している。

（資料） 東京府社会課編『東京府下五郡に於ける小商業者の現在並其開廃状態に関する調
査』１９３１年より谷沢が作成。
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（＝１４％－６％）の増加となる。いま，表２―５より旧市域内の１，０００世帯当り店舗数の増加傾向を

計算すると年平均約７％となるため，旧市域と同水準の状況が郡部でも発生していたことにな

る。このような激しい競争が都市圏全体で発生していたことは，そのなかで商品販売に関する各

種の経営努力をもたらしたことを意味する。この経営努力が，流通機構のスクラップアンドビル

ドをもたらしたり，消費者の購買意欲を刺激したりしただけでなく，その川上にある諸産業，特

に工業の技術革新（製造工程の変化，製品開発等）を誘発したと考えることもあながち間違いで

はなかろう。

先行研究では，戦前期の中小小売商に「過剰就業」，「過剰人口のプール」といったマイナス面

のみを強調してきた。満薗論文でも，商外所得の存在を重視したうえで，それを雇用変動におけ

る「緩衝」のメカニズムの解明と結びつける視点を提起している（４０）。たしかにこの面は注目す

べきであるが，そのほかに中小小売商の開廃業の激しい都市圏が日本資本主義のインキュベー

ター（孵卵器）としての役割を負っていた，といったプラス面に注目すべきかもしれない。そう

考えれば，なぜ松下幸之助（１８９４～１９８９年）や本田宗一郎（１９０６～１９９１年）が小売商の丁稚奉

公を経験して事業家として大成したのか，に納得がいく（４１）。つまり戦後の高度成長の種がすで

に昭和初期に蒔かれていたとみなすわけである。話が飛躍しすぎるためここらで止めておくが，

当時の激しい開廃業は経営経験を積むために刺激的な環境であっただろう。

３．２．開業者の個人属性

これらの激しい開廃業のなかで生き残るという事実は，それだけで平均的な経営能力を大きく

超えた状況にあることを意味するかもしれない。つまり『小売業経営調査』の調査小売商は，同

業組合を通じて経営的に安定した店を抽出したものであったが，それを考慮しなくても営業年数

がかなり長期のものに限定されれば，必然的に経営体力のある店舗に偏ることになる（４２）。この

ような事情を考慮するなら，調査店舗のうち新規開業店舗の占める割合は開業率に相当する３

割，それが無理なら年間増加率に相当する１割にするように抽出をおこなうべき，といった主張

もでてこよう。もともと経営体力のある小売商のみで議論を進める満薗論文は，実態からかなり

乖離している可能性を払拭できない。

そこで『五郡開廃状態調査』から作成した表２―１０によって，売上高の規模別・業種別に開廃

業状態をみてみよう。まず現在数では，驚いたことに４００円以下（正確には２００円以上４００円以

下。以下ではたんに４００円以下と略す）が小規模集団のなかでピークとなっている。一般に，零

細規模の小売商はさほど規模間格差がないと思われるが，この集団内でもピークとなる規模が

あったことになる。次に開業率と廃業率ではその特徴が異なっている。すなわち開業率は，規模

の拡大とともに徐々に上昇していく。一方，廃業率は，１，０００円以下までの階層は，規模が大き

くなるにしたがって低下していくが，２，０００円以上になると明らかに廃業率が上昇してくる。一

般的に規模が大きくなるほど経営上の安定性が増すと思われるが，そのような予想に反して
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２，０００円以上の廃業率は２００円以下と同じぐらい高水準となっている。なにゆえ廃業率が反転し

て上昇したのか，大きな謎である。表現が適切ではないかもしれないが，海洋研究において深海

には未解決の問題が多数あると言われるが，零細小売商の世界もまさに深海の世界と同じであ

る。

さらに開廃業率の差で求められる増加率をみると，規模が大きくなるにしたがって増加率も上

昇している。これは開業率の動きが大きく影響しているためであるが，ある程度は予想された現

象といえよう。そして上記のような廃業率の変化を考慮すると，おそらく売上高６００円以下の小

売商と１，０００円以上の小売商には，経営行動上で大きな相違が発生していたのではないかと推測

される。繰り返すが『五郡開廃状態調査』の信頼性が高いことから発見された事実であるが，こ

の発見がいかなる理由から発生しているのかは，今後の重要な研究テーマとなろう。

次に業種別では，増加率の数値に差が出ているものの，全般的にはさほど大きな差はないよう

に思われる。そのなかで穀類他と図書他が年間２０％以上という急成長を達成している反面，蔬

菜他や古物他が１２％台の低さとなっている。このような増加率の差は，おもに開業率の差に

表２―１０ 東京府５郡における小商業者の売上高別，業種別開廃業状態（１９２６―３０年の平均）

開廃業者数（人） 開廃業率（％）

現在数 開業者数 廃業者数 開業率 廃業率 増加率

小 計 ５０，４１８ １３，９８４ ６，７５９ ２７．７ １３．４ １４．３

売
上
高
別

１ １００円以下
２ ２００円以下
３ ４００円以下
４ ６００円以下
５ １，０００円以下
６ １，６００円以下
７ ２，０００円以下

２，９５９
６，４９９
１１，５２０
９，２７０
１１，３１４
５，９３１
２，９２６

６１２
１，５２１
２，９３６
２，５０１
３，２３３
１，９９３
１，１８８

４８３
１，００７
１，５８２
１，１８０
１，３４４
７１４
４４７

２０．７
２３．４
２５．５
２７．０
２８．６
３３．６
４０．６

１６．３
１５．５
１３．７
１２．７
１１．９
１２．０
１５．３

４．４
７．９
１１．７
１４．２
１６．７
２１．６
２５．３

業

種

別

１ 穀類，粉類
２ 蔬菜，果物，魚介他
３ 酒類，調味料，茶他
４ 乾物
５ 燃料
６ 木材，石材他
７ 建具，家具，畳他
８ 陶磁器，硝子，同製品
９ 地金，金属器具機械類
１０ 皮革，小間物
１１ 織物被服類，綿糸類
１２ 紙，紙製品，文房具他
１３ 図書，新聞，雑誌
１４ 売薬請売，染料
１５ 古物，荒物，雑貨他
１７ その他（葬具屋ほか）

１，２３１
１７，４３４
３，６１５
１，０７８
２，１０７
９１５
８４５
８０７

２，３２２
４，１６４
２，４８８
１，６６７
４１４

１，７０１
８，５６４
１，０６３

４７７
４，７４８
１，１２８
３５９
５５３
２８５
２７７
２２１
７１７
１，１１６
７３９
４３８
１５１
４６３
２，０１５
２９７

１６５
２，６０５
５３２
１８３
２４０
１３４
１３１
１０９
２７０
５２１
３３０
２０１
６５
２１４
９３５
１２４

３８．７
２７．２
３１．２
３３．３
２６．２
３１．２
３２．７
２７．４
３０．９
２６．８
２９．７
２６．２
３６．４
２７．２
２３．５
２７．９

１３．４
１４．９
１４．７
１６．９
１１．４
１４．７
１５．５
１３．５
１１．６
１２．５
１３．３
１２．０
１５．８
１２．６
１０．９
１１．７

２５．３
１２．３
１６．５
１６．４
１４．８
１６．５
１７．２
１３．９
１９．３
１４．３
１６．４
１４．２
２０．６
１４．６
１２．６
１６．３

（注）１．開業率＝開業者数÷年初現在数，廃業率＝廃業者数÷年初現在数，増加率＝開業率－廃業率で
計算した。

２．現在数，開業者数，廃業者数とも，飲食店を除外している。
３．原資料では納税額別に記載されていたが，それと売上高の対応関係は以下のとおり（詳しく
は，下記資料の１頁「はしがき」を参照）。
売上高１００円＝府営業税５０銭（以下同様），２００円＝１円，４００円＝２円，６００円＝３円，１，０００
円＝５円，１，６００円＝８円，２，０００円＝１０円

（資料） 東京府社会課編『東京府下五郡に於ける小商業者の現在並其開廃状態に関する調査』より谷沢
が作成。
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よって発生しており，反対に廃業率はさほど大きな差がでていない。このうち穀類他は，主食の

米穀が含まれるため人口急増地帯の店舗増加として納得できるが，図書他つまり書店については

当時の都市化や新中間層の台頭にともなう文化的欲求と結びつけるべきであろうか。また古物・

荒物等は開業率，廃業率とも低く，それが影響して増加率も低くなっている。

これらの激しい参入・退出を繰り返す小売業界には，いかなる特性の人物が関与しているので

あろうか。そこで『五郡開廃状態調査』と同様に郡部を調査対象とした『新規開業調査書』に

よって，彼らの開業前の職業（前職業）をみておく。ちなみに同調査の対象者は，「組織に於い

ては法人及個人を含め，その業態は小売，卸小売，製造小売，製造卸小売（修繕，加工等を併せ

営むものは製造に含めた）とし，それを本業とするもの及兼業とするものをも含めた。但し前記

のものと雖，昭和九年以前より本市内に於て営業を開始し，昭和九年，十年中に本調査地内に移

転開業せる者は本調査の範囲内より除外した」（４３）としている。この説明から判断すると，雇用者

から新たに自営業者となった場合のほかに，すでに小売業者であっても本業が他の商売であった

が，それから新たな職業に変更した場合（例えば白米商から果実商への職業転換といった事例）

も，調査該当者に含まれていると考えられる。

初めに表２―１１で年齢別の構成比をみると，全体では３０歳以上５０歳未満が６６％に達し，３０

表２―１１ 東京府２郡における自営業主の開業前職業の概要（１９３６・３７年）

（単位：％）

開業前の職業

年齢別構成比 前職業別構成比

全年齢計 全年齢計３０歳未満
３０歳以上
５０歳未満

５０歳以上 ３０歳未満
３０歳以上
５０歳未満

５０歳以上

商 業
同業（業主）
同業店員
同業職人
他の商業

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

２６．９
１０．７
３３．７
２９．９
１３．８

６５．３
７１．４
６３．８
６７．７
６４．７

７．８
１７．９
２．５
２．４
２１．６

５２．１
６．７
３１．７
４．７
９．１

６８．３
３．５
５１．９
６．８
６．１

５１．２
７．２
３０．４
４．８
８．９

３１．２
９．２
６．１
０．９
１５．０

他の職業
工 業
農 業
水産業
官公吏・教員・会社員
勤人と記入した者
職工及職人
その他

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０

１０．３
１５．６
１７．５
０．０
４．１
９．３
１４．６
８．３

６８．３
５６．３
７０．２
７５．０
６８．１
５８．１
６８．２
７２．５

２１．３
２８．１
１２．３
２５．０
２７．８
３２．６
１７．２
１９．３

２５．９
０．９
６．５
０．１
９．７
１．２
４．３
３．１

１３．０
０．７
５．５
０．０
１．９
０．６
３．０
１．２

２６．６
０．８
６．９
０．１
１０．０
１．１
４．４
３．４

４２．３
２．０
６．１
０．２
２０．７
３．１
５．７
４．６

開業前に職業なし
不 詳

１００．０
１００．０

１９．０
３．７

６４．９
８２．９

１６．０
１３．４

１９．７
２．３

１８．３
０．４

１９．３
２．９

２４．２
２．４

合 計 １００．０ ２０．５ ６６．４ １３．１ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

（注）１．２郡とは，旧荏原郡にあった品川，目黒，荏原，大森，蒲田，世田谷と，旧豊多摩郡にあった渋谷，淀橋，
中野，杉並の合計１０区を指している。

２．原資料では，開業前に職業ある場合は「開業前ノ職業」，開業前に職業なしは「前無職」，同業（業主）は
「同業」と標記されていた。

３．原資料では，自営業主のことを「業主」と標記している。
４．原資料では年齢の定義が記述されていないが，おそらく調査時点の年齢であり，開業時の年齢ではないと思
われる。こう考えても，ほぼ開業時の年齢に近いはずである。

（資料） 東京市産業局編『東京市新規開業小売商調査書』東京市役所，上巻の１２５～１２９頁，下巻の１２２～１２５頁より
谷沢が作成。
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歳未満は２１％にすぎない。当調査では，業主の年齢はおおむね開業時の年齢に近いから，この

年齢構成比によると修業期間は１０年以上が想定されるが，実際の修業期間は平均で１０年以内で

あるため計算が合わなくなる（４４）。例えば高等小学校卒業後に修業期間１０年とすれば，２４歳頃

になるはずである。こうならない理由は，上記のとおりすでに自営業主になっていた者が，転業

して新たな職業の小売商を（再）開業した事例がある程度含まれていたほか，それを可能とした

修業を必要としない職業があったからと推測される。激しい競争の実態は，新規参入のみならず

転職も活発であったということだろう。また３０歳未満を前職別にみると，同業（つまり小売商）

店員３４％，同業職人３０％であり，同業が他の職業と比べてかなり高くなっていた。これらの同

業は，事業内容に精通しているだけに，事業の立ち上げが容易であったと思われる。反対に，水

産業や官公吏等では１割にも満たない。この理由としては，水産業はあまりに求められる職業特

性が異なることや，官公吏等ではよほどのことがない限り雇用が保証されている，といった事情

が推測される。

次に前職業別の構成比をみると，全年齢計では同業店員が３２％と高水準であり，特に３０歳未

満の若年層では５２％に達していた。そして同年層では，３０歳以上５０歳未満が３０％，５０歳以上

が６％と，年齢が増すにしたがって低下している。これらの数字から判断すると，小売商への就

業移動はおおむね３０歳という年齢を目安にしていると判断しても良いかもしれない。さらにこ

こで注目すべきは，「開業前に職業なし」の水準である。「開業前に職業なし」とは，新規学卒と

失業（ただし当該地域への流入を含む）の２つが考えられるが，おおむね失業とみなして差支え

なかろう。この職業なしの割合は，全年齢計で２０％，５０歳以上に限ると２４％であった。この数

字を高いとみるか低いとみるかは意見の分かれるところであるが，驚くほど低いのではなかろう

か。なぜなら雇用者が就業者の大半を占めている戦後日本では長期雇用が保証されていたため，

転職とは失業状態を経ておこなう経済活動という認識が一般化した。この認識からすると，職業

なし＝失業状態があまりに低いと思われるからである。

この数字をもとに考えれば，戦前の東京圏では経済的余力があるうちに積極的（あるいは前向

き）に事業転換する転職が一般的であったとみなすことができる。この状態から我々は，開業資

金や他の収入源をある程度確保した状態で小売商を新規に開業していたことも推測が可能であ

る。その延長線上で，開業前にすでに実物資産をある程度取得しているほか，その開業が何度目

かの新規事業の立ち上げであれば，前事業において然るべき資産を形成していたと考えること

も，なんらおかしな話ではない。

ただし注意しなければならないのは，上記のように幸せな転職開業がある一方で，経済的にボ

ロボロの状態（すなわち長期間の失業状態を経ての転職）で新規開業に至る集団も，全体の２割

弱はいると想定されることである。さらにこれら２つのケースの中間として，小売商の従業員が

就業先の経営悪化にともない解雇された（またはその直前の）時点で，商売のノウハウを身につ

けているがゆえに，同業種で独立開業するケースが考えられる。この第三の道は，攝津斉彦が関
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東大震災直後の新聞記事から，いわゆる「商家型」業種で確認した事例であるが，このような事

例が昭和初期にも一定の割合で発生していたと考えることができるかもしれない（４５）。ここで

「商家型」業種とは，丁稚として入店後に修業を積み，ゆくゆくは暖簾分けを許される形で自ら

の店を持つ，という旧来の商家を連想させる業種であり，扱い商品でみると穀類，鳥獣肉類，酒

類，木材，石材，皮革，織物，度量衡，機械等が該当する。すべての業種でこのような事例が発

生するとはいえないが，一部では考えられるだろう。この場合も，ある程度の資産を蓄積してい

る可能性がある。

戦前期の個人小売商の開業者は，このような多様な集団で構成されていたことを認識しておく

べきである。決して切羽詰まって，準備不足のままで開業した人たちばかりではなかった。この

ようなイメージで小売商の開業者を把握すると，そこから小売商の開廃業行動を「過剰就業」，

「過剰人口のプール」と結びつけ否定的に評価するのではなく，むしろ労働市場のダイナミック

な構造変化のなかで実現した，日常的な所得稼得行動の逞しさの現れとみるべきかもしれない。

そしてこのような意識が当時の小売商従業員のなかにあったがゆえに，先述の松下幸之助や本田

宗一郎といった，稀代の独創的大企業の創業者が生まれてきたと考えるべきかもしれない。あく

まで推測にすぎないが，このような考えも提起しておきたい。

ちなみに満薗論文では，開業者の特性をいかに想定していたのであろうか。残念ながらこの件

について明確な記述は見つけられない。この事実は，同論文の後半で展開される商業経営のパ

フォーマンス仮説等でも，その前提として開業者の特性を重視していないことを示唆している。

しかし筆者は，開業者の特性は小売商の事業継続・継承にとって重要な項目であると考えてい

る。これに関連して，同論文ではわずかながら以下のような記述が見出される。この部分を検討

することによって，満薗の基本的な考え方を推測することができよう（なお，末尾の鉤カッコ内

は満薗論文の節番号等を示す）。

①「以上のように，「経営調査」によれば，商外所得の中心は，勤労収入よりも資産収入に

あった。そして資産収入を得ている業者は，規模が大きく，営業年数の長いものに多く，そ

の資産は，長期間の営業を通じて形成され，引き継がれたものであったと推測される。翻っ

てみれば，小売業は景気変動や環境変化の影響を受けやすく，個々の経営努力の如何にかか

わらず，ある程度の浮沈みを免れ得ない。したがって，高い成果を上げたときの蓄積を不動

産や金融資産に投資し，安定的な収益源を確保しようとする行動に出ることはよく理解でき

る」（４６）「３」。

②「経営規模が大きく，営業年数の長い業者は，その過程で得た蓄積を不動産や金融資産に投

資し，安定的な収益基盤を確保しようとしたのに対して，相対的に規模が小さく，営業年数

の短い業者は，そうした稼得行動をとることができないため，家族を含む自店舗外への多就

業を選択せざるを得なかったと考えられる」（４７）「おわりに」。
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以上の記述のうち，①の「資産は，長期間の営業を通じて形成され，引き継がれたものであっ

た」という部分が印象的である。また②の「営業年数の長い業者は，その過程で得た蓄積を不動

産や金融資産に投資」するという部分は，商外所得の発生原因が開業後の利潤の蓄積にあると仮

定していたことを推測させる。これらの推測を積み上げると，満薗論文ではどちらかというと

「開業時には実物・金融資産を保有していない」ことを前提として，議論が進められていたので

はなかろうか。これは，あくまで筆者の推測にすぎないが，少なくとも上記の記述の背景にその

ような考えがあったことを前提とすると，文章を理解することが容易になる。読者はいかに考え

るのだろうか。この仮定が，事実と異なっていた可能性のあることは，すでに説明したとおりで

ある。

さらに我々は，開業前にすでに実物資産等をある程度取得していたという推測を示唆する別の

データを示しておきたい。例えば『新規開業調査書』上巻によると，１店舗当りの開業費は

１，５９６円となり，平均的な労働者の年収の数年分に相当していた。その内訳は，土地買収費１３

円，建物買収費又は建築費２４０円，借地費５円，借家費８６円，権利金１０７円，設備費及び器具

購入費２９２円，商品及原材料仕入費５４１円，広告及宣伝費１４円，営業用手持現金２７６円，その

他２１円である（４８）。このうち土地は１３店のみ（計上した店舗平均では２，００２円），建物等は３３３

店のみ（同，１，４４１円）取得しているためその平均額が大きく下がっており，大半が貸店舗でス

タートしていた。同調査は，「零細」規模の経営状況などを色濃く反映しているが，その規模で

も開業にあたって相応の資金が必要であった。

ただしこの開業資金は，全額を自力で調達する必要はない。例えば，卸売業者（つまり問屋）

が販売先の拡大を目的として，率先して貸し付ける可能性もあるから，実際に必要な開業資金は

それよりも小額ですむことがあろう。ただし『小売業経営調査』の報告書によると，総数９３９店

のうち「生産者問屋卸商」から借入（「掛買金」を含む）する店は２４２店であり，全体の２６％に

すぎない（４９）。この数字はあくまで店舗数の割合であるから，借入金額の割合はもっと少なくな

るかもしれない。それゆえ「食えなくなったから小売商にでもなる」といった状態では，事業の

継続は覚束ない。しかるべき量の資金を持っていなければならない。また全ての業種で問屋金融

等を利用できるわけではないから，この点でも最低限の自己資金は必要であったはずである。こ

のように考えると，零細小売商にたんなる「過剰人口のプール」あるいは「潜在失業」の状態に

あるといった表現では見落としてしまう，資金調達面の多様性を有していることを認識する必要

がある（このため資金調達面については別稿を予定している）。

いずれにしてもこのような事情は，すでに当時の政策当局も十分に認識していたため，商家経

済調査では開業前職業がかならず調査項目として入れられていた。それなら満薗論文で使用した

『小売業経営調査』では，開業前職業をいかに把握していたのであろうか。まず調査票では，表

面の最初の部分で「（報告店ノ）開業前ノ職業」といった項目が設定されているほか，『小売業経

営調査』報告書の７頁に「開業前ノ職業」という集計表が掲載されている。この集計表による
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と，同業関連（先代ヨリ＋同小売業店員＋同卸売問屋行商＋他ノ商業＋同業職人）が７６％で

『新規開業調査書』の表２―１１よりも２０％以上高いほか，無職がまったく掲載されていない。こ

のため『小売業経営調査』は，実態よりも経営ノウハウがあり，しかも資産を持っていた人々が

開業していた事例に偏っていた可能性がある。ちなみに満薗論文ではこのデータにまったく言及

していないが，それがいかなる理由によるものかはわからない。もしこのデータをもっと重視し

ていたなら，同論文で展開された考えを修正したと思われるが，いかがなものだろうか。

このような実態を前提とすれば，満薗論文で示された５類型のうち，Ⅱ（勤）（商家総所得が

「要保護」水準以下であり，かつ勤労収入による商外所得が商業所得を上回る集団）は，資産の

蓄えがないまま他業種に就業中で実務経験を持たずに小売業に転進した集団や，他業種にいた時

分または開業後に蓄えた資産を食いつぶしたりした集団などの可能性がある。いずれの場合も，

経営ノウハウが少なく商業所得を稼ぎ出すことが困難であり，しかも蓄えた資産があったとして

もなんらかの理由で取り崩していた。このため残った生活手段は，自らの賃労働のみであり，そ

れでどうにか所得を稼得することができた。以上の２つの状況から，総所得が「要保護」水準に

満たないなか，唯一の所得源である勤労収入に頼らざるを得なかったわけである。より慎重な表

現をすれば，たんに「他業種等から小売業に転進した人々のうち，開業後に経営が軌道に乗らな

かったらⅡ（勤）に入る確率が高い」ということである。もちろん開業後数年の早い段階で廃業

した事例もあるが，このような事例は初めから『小売業経営調査』の対象店舗より除外されてい

た。

反対に，Ⅰ（商家総所得が「要保護」水準を上回り，かつ商外所得が商業所得を上回る集団）

では，どうだろうか。もう説明する必要はなかろうが，同業種から小売業に転進してその経営手

腕が発揮できた集団の可能性がある。要するに，開業前の労働状況によって５類型のいずれかに

分類される可能性があるのであり，開業前の労働状態を考慮せずに５類型をすべて商家の経営パ

フォーマンスに結びつけて論じることは危険である。これをさらに延長すれば，商家経営のパ

フォーマンスはすでに同人が地方から出てきて小売商に住み込みで働きだしたときから，ノウハ

ウの有無との関連である程度は５類型への分割が開始されていたといえなくもない。これはあく

まで想像の話であるが，かならずしも否定できない件であろう。もちろんその他の類型について

も，読者は開業前の状態を自由に想像することができるはずである。

もし以上のような推論が可能なら，満薗論文における「第４ 稼得をめぐる類型化」，「第５

稼得類型別にみた商業経営の特徴」の部分で展開された議論は，いかに考えればよいのだろう

か。個別の内容についは，本稿と関連した場合のみ言及することとするが，少なくとも個
�

票
�

デ
�

ー
�

タ
�

を
�

集
�

計
�

化
�

した情報のみで構築された議論は，大きな危険性を孕んでいる。せっかくの個票情報

が，まったく活用されていない。とにかくこれらのさまざまな推論が考えられるため，小売業開

業前の職業に関する表２―１１は，本稿にとって一番重要な表といえるかもしれない。

この関連では，開業動機についてもみておこう。表２―１２は『新規開業調査書』より作成した
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ものだが，ここでは単なる回答店舗数を示す実数と，全店舗数に占める回答店舗数の割合を示す

発生率（＝回答店舗数÷実店舗数）という２つの数字を示している。合計の実数（＝延回答数）

５，００７店に対して実店舗数３，５１６店であるため，１店当り２．４個の選択肢を選んでいるほか，実

数の構成比と発生率はほぼ大小関係が一致している。この発生率をみると，一定の修業を経て独

立開業するパターンが通常であったため，「当初より現在業種開業が目的」の発生率が３９％に達

しており，一度小売店に就業すると，いずれは自分も店を持ちたいという希望が高いことがわか

る。それゆえ安い賃金でも辛い住込み生活を耐えることができたのだろう。

この「当初より現在業種開業が目的」に「分店の必要があった」と「嘗て覚えた経験がある」

を加えたものを同業独立型と呼べば，これが６２％となって大きな割合を占めている。この集団

は，小売商を開業する計画があったか否かにかかわらず，潜在的には開業予備群とでも呼べる集

団である。少なくとも従来より我々が持っていた，「食えなくなったから小売商になる」といっ

た小売商のイメージとは異なり，その経営ノウハウの高さに注目すべきであろう。あるいは前向

きの労働移動とも言えるかもしれないが，この同業独立型の多さは表２―１１の商業関連の割合

（５２％）とも整合的な数字である。その一方で，「農村に見切り」と「地方都市に見切り」の合計

を都市流入型とすれば，その発生率は９％にすぎない。これは東京府内の店舗で修業した後に独

立開業するなど，東京府内に一定の居住期間があったため，開業のために再び地方に戻ることは

考えなかったことを意味するのかもしれない。もちろん彼らが地方圏出身者であることを否定す

表２―１２ 東京府２郡における自営業主の開業動機の概要（１９３６・３７年）

（単位：％）

開 業 動 機 実 数 構成比 発生率

① 農村に見切りをつけけため
② 地方都市に見切りをつけたため
③ 再興を計るため
④ 分店の必要があったため
⑤ 差当り取り付きやすいため
⑥ 当初より現在業種開業の目的で修業のため
⑦ 嘗て覚えた経験があるため
⑧ 現在業種の有望性を看取したため
⑨ 土地柄の発展性を見込んだため
⑩ 現在業種を希望せざるも他より強く勧められたため
⑪ 遊金を活用するため
⑫ 退職金を活用するため
⑬ 債権により店舗の流入あったため
⑭ 内職で家族を利用するため
⑮ その他

２１４
８６
２５７
８６
５８１
１，３６２
７３０
３３０
４６０
９４
５４
８０
１５
４７３
１８５

４．３
１．７
５．１
１．７
１１．６
２７．２
１４．６
６．６
９．２
１．９
１．１
１．６
０．３
９．４
３．７

６．１
２．４
７．３
２．４
１６．５
３８．７
２０．８
９．４
１３．１
２．７
１．５
２．３
０．４
１３．５
５．３

合 計 ５，００７ １００．０ １４２．４

（参考）
都市流入型（①＋②）
同業独立型（④＋⑥＋⑦）
業種有望型（⑧＋⑩）

３００
２，１７８
４２４

６．０
４３．５
８．５

８．５
６１．９
１２．１

（注）１．回答数制限なしの複数回答である。
２．実数は回答店舗数，発生率は回答店舗数÷実店舗数（３５１６）である。
３．（参考）は谷沢による分類である。

（資料） 東京市産業局編『東京市新規開業小売商調査書』上巻の１８６～１９０頁，下巻の
１６８～１６９頁より谷沢が作成。
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るものではないだろう。

ただしここで気を付けなければならないのは，小売業がそれほど魅力的な職業とはみなされて

いない点である。このような評価は，開業前，開業直後，廃業後など状況が代わると大きく変化

することが予想されるが，ここではまさに開業直後の「将来に対する希望を持っている時期」の

話である点に注目すべきであろう。表２―１２によると，「現在業種の有望性」と「希望せざるも強

く勧められた」の合計を業種有望型と定義すると，その発生率は１２％にすぎない。意外に低い

数字である。このため小売商になる事業者の心理としては，地方から出てきて他の業種に転職す

るのも困難であるから，やむをえず小売店に潜り込んだのであり，そのもとで一定の修業期間を

経て小売業を独立開業するしかなかった。そして大半の人々は，長期間にわたって事業を継続す

ることが困難であったが，一部には幸運にも相応の資産家に発展することができた人々もいたと

いうことだろう。

（４）小売商の経営特性

４．１．先行研究の把握した特徴

本節では，前節に引き続き既存資料を利用して商外所得の発生理由を解明するため，特に財務

内容や失業状態等の情報から小売商の経営特性に関する情報を整理しておきたい。

この分野では，A）経営が継続している小売商の経営内容と，B）経営が破綻した小売商（つ

まり失業者か他産業での再就業者）から入手した小売商の経営内容，の２つの面を検討する必要

がある。これらのうち，まず失業関連統計によって情報の入手しやすい B）から検討しておこう。

この関連では，１９２５年１０月に初めて失業状態を対象として実施された内閣統計局編『失業統計

調査』，１９２０年代後半の４年間における東京市内の職業紹介所の情報を整理した東京市役所編

『東京市職業紹介所就職者調査』（以下，『就職者調査』），同じく職業紹介所における１９３０年の求

職状況を整理した東京市役所編『東京市職業紹介所求職事情調査』（以下，『求職事情調

査』），１９３７年に東京市社会局が実施した『東京市失業者生活状態調査』などの情報を利用でき

る。

まず『失業統計調査』は，国勢調査と同時に全国の主要２４都市とその周辺を対象として実施

されたため，総数２３５．５万人，１４１．８万戸が調査対象となっており，世帯数でみる約５５％の抽

出率に上る大規模調査であった（５０）。ただしその調査対象者は，学生等の無業者，雇主，自営業

者が除外されたほか，月収２００円以上の給料生活者，芸妓等，外国人も対象外とされた。失業の

定義は，「失業当時労働者又は給料生活者たりし者にして調査当時現に失業状態に在りしもの」
こ しつ

としており，「頽齢衰弱者，痼疾の疾病者，重傷者，不具者等，任意に基く不就労者等，失業当

時の業務に比し収入及其の他の点に於て不満足なるも現に就業の機会を得たる者」は除かれてい

る（５１）。以上の調査内容から，東京市とその附近に限って人々の失業状態を確認できるが，個人

小売商の大半を占める自営業者（つまり個人事業者）については把握することができない問題点
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がある。とはいえ有業・失業者数によって産業別の就業状態を大まかに把握することは可能であ

る（このほか失業率の問題点については本稿末尾の補論を参照のこと）。

初めに表２―１３によって，東京市と東京市にその附近を加えた場合（以下，東京市等という）

の失業状態をみてみる。両地域の失業率はほぼ同水準であり，男女計で５％弱となっていた。東

京市人口の圧倒的な大きさもあるが，両地域で失業率の大きな差は発生していない。性別にみる

と，男性が女性を大きく上回っているが，これは女性の結婚による退職等により非労働力化する

ためと考えられる。就業形態別の失業状態をみると，給料生活者と労働者が３％前後であるのに

対して，日雇労働者は２０％以上となっており，かなり高くなっていた。また『失業統計調査』

には，「有業者中１箇年以内ニ失業セシコトアル者」（『失業統計調査報告』第１巻の１５頁）の人

数を公表しているため，これを「１年以内生還者」と呼び失業者数に対する比率を１年以内生還

率と定義する（５２）。この１年以内生還率は，給料生活者と労働者ではほぼ１００％以上となってお

り，日雇労働者のみが７０％台と低くなっている。１００％を超えることは，いわば１年以内に失

業状態から脱出できる人数が，１年以上たって脱出する人数（いわゆる長期失業者数）を上回

り，瞬間的には失業状態の改善が進んでいることを意味している。

このほか業種別の失業率を表２―１４でみると，工業４％，商業３％，物品販売業２％となり，商

業なかでも物品販売業の低さが目立っている。この数字は，あくまで雇用者に限ってその失業状

態を比較したにすぎないが，それを確認したうえでも物品販売業が失業率を抑制する，つまり失

業の「緩衝」作用をもたらす業種特性を備えていることが確認できる。同一業種内では，就業形

態別にさほど大きな差は確認できない。長期雇用慣行がどの程度徹底していたかは把握していな

いが，少なくとも就業形態別に解雇方針が異なることはほとんどなかったと思われる。

表２―１３ 東京における就業形態別の失業状況（１９２５年）

東京市 東京市及その附近 （参考）労働指標（％）

調査人口
①

失業者
②

有業者
③

調査人口
①

失業者
②

有業者
③

失業率
（＝②÷①）

１年以内生還
率（＝④÷②）

１年以
内生還
者④

１年以
内生還
者④

東京市 東京府 東京市 東京府

総 数
男
女
合計

３２６，０４２
７７，２７９
４０３，３２１

１７，１８３
８４２

１８，０２５

３０８，８５９
７６，４３７
３８５，２９６

１９，１１８
１，７２９
２０，８４７

６６４，００４
１５７，８４１
８２１，８４５

３７，２４４
１，８７３
３９，１１７

６２６，７６０
１５５，９６８
７８２，７２８

３６，５６７
３，３２３
３９，８９０

５．３
１．１
４．５

５．６
１．２
４．８

１１１．３
２０５．３
１１５．７

９８．２
１７７．４
１０２．０

給料
生活者

男
女
合計

１１３，４４９
１１，５１３
１２４，９６２

３，０１０
２３６
３，２４６

１１０，４３９
１１，２７７
１２１，７１６

３，１６１
２６２
３，４２３

２２２，７７６
２０，６４８
２４２，４２４

７，４６７
４３７
７，９０４

２１５，３０９
２０，２１１
２３５，５２０

６，９７０
４５１
７，４２１

２．７
２．０
２．６

３．４
２．１
３．３

１０５．０
１１１．０
１０５．５

９３．３
１０３．２
９３．９

労働者
男
女
合計

１７５，８６４
６５，０９２
２４０，９５６

５，５５１
４４３
５，９９４

１７０，３１３
６４，６４９
２３４，９６２

９，６３８
１，３４６
１０，９８４

３５９，０２８
１３５，７６０
４９４，７８８

１３，２２３
１，１００
１４，３２３

３４５，８０５
１３４，６６０
４８０，４６５

１９，２０２
２，６７３
２１，８７５

３．２
０．７
２．５

３．７
０．８
２．９

１７３．６
３０３．８
１８３．２

１４５．２
２４３．０
１５２．７

日雇
労働者

男
女
合計

３６，７２９
６７４

３７，４０３

８，６２２
１６３
８，７８５

２８，１０７
５１１

２８，６１８

６，３１９
１２１
６，４４０

８２，２００
１，４３３
８３，６３３

１６，５５４
３３６

１６，８９０

６５，６４６
１，０９７
６６，７４３

１０，３９５
１９９

１０，５９４

２３．５
２４．２
２３．５

２０．１
２３．４
２０．２

７３．３
７４．２
７３．３

６２．８
５９．２
６２．７

（注）１．調査対象から，学生その他の無業者，雇い主，自営業者，月収２００円以上の給料生活者，芸妓等，外国人を除外している。
２．１年以内生還者は，原資料では「有業者中１箇年以内ニ失業セシコトアル者」である。

（資料） 内閣統計局編『大正十四年 失業統計調査報告 第二巻 結果表』１９２６年の２～７頁より谷沢が作成。
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次に，失業期間別の内訳をみると，表２―１５のようになる。総数では長期失業者数の全失業者

数に占める割合（長期失業比率）が１３％となり，２０１４年の長期失業比率４０％よりも１０％低

かったことが確認できる。反対に，失業期間３日以内が３２％を占めているが，この期間は直前

表２―１４ 東京市等における工業・商業の失業状況（１９２５年）

工 業 商 業 物品販売業 失業率（＝②÷①）

調査人口
①

失業者② 有業者
調査人口
①

失業者② 有業者
調査人口
①

失業者② 有業者 工 業 商 業
物品販
売業

総 数
男
女
合計

２３８，０４８
４９，２２３
２８７，２７１

１０，２８７
６９７

１０，９８４

２２７，７６１
４８，５２６
２７６，２８７

１５５，００４
１３，００２
１６８，００６

４，６１２
２５６
４，８６８

１５０，３９２
１２，７４６
１６３，１３８

９１，３５２
３，５４３
９４，８９５

１，９４６
８１

２，０２７

８９，４０６
３，４６２
９２，８６８

４．３
１．４
３．８

３．０
２．０
２．９

２．１
２．３
２．１

給料
生活者

男
女
合計

３９，１０２
１，９５３
４１，０５５

１，７８９
５４

１，８４３

３７，３１３
１，８９９
３９，２１２

８６，６１４
４，６７０
９１，２８４

２，６４５
１３３
２，７７８

８３，９６９
４，５３７
８８，５０６

５０，９１９
１，７５１
５２，６７０

１，０９２
４１

１，１３３

４９，８２７
１，７１０
５１，５３７

４．６
２．８
４．５

３．１
２．８
３．０

２．１
２．３
２．２

労働者
男
女
合計

１９８，９４６
４７，２７０
２４６，２１６

８，４９８
６４３
９，１４１

１９０，４４８
４６，６２７
２３７，０７５

６８，３９０
８，３３２
７６，７２２

１，９６７
１２３
２，０９０

６６，４２３
８，２０９
７４，６３２

４０，４３３
１，７９２
４２，２２５

８５４
４０
８９４

３９，５７９
１，７５２
４１，３３１

４．３
１．４
３．７

２．９
１．５
２．７

２．１
２．２
２．１

（注）１．調査対象には，学生その他の無業者，雇い主，自営業者，月収２００円以上の給料生活者，芸妓等，外国人を除外されている。
２．失業とは，「就業の能力及意思を有するに拘らず就業の機会を得さるの状態」（『失業統計調査報告』第１巻の２頁）としているた
め，おそらく非定期的な仕事で生活を繋いでいる場合も失業状態と看做される可能性がある。

３．１年以内生還者は，原資料では「有業者中２ヵ年以内ニ失業セシコトアル者」である。
（資料） 内閣統計局編『失業統計調査報告』第２巻の６８～８１頁より谷沢が作成。

表２―１５ 東京市等における失業期間別の失業者数（１９２５年）

総 数
１ヵ月
以内

２ヵ月
以内

３ヵ月
以内

６ヵ月
以内

１年
以内

１年を
超える
もの

不詳３日
以内

１０日
以内

２０日
以内

１ヵ月
以内

実

数

（A）総 数
男
女
合計

３７，２４４
１，８７３
３９，１１７

１２，２４４
３２１

１２，５６５

１，８１３
１６９
１，９８２

２，０１６
１４７
２，１６３

２，０３３
１２４
２，１５７

１８，１０６
７６１

１８，８６７

２，９０３
２０７
３，１１０

２，４６５
１９７
２，６６２

４，２１８
２７０
４，４８８

４，７４５
２３５
４，９８０

４，７０３
１９３
４，８９６

１０４
１０
１１４

給料生活者
男
女
合計

７，４６７
４３７
７，９０４

１３９
３３
１７２

１１３
３４
１４７

１９５
３２
２２７

２４４
２６
２７０

６９１
１２５
８１６

６８４
６３
７４７

６０８
４２
６５０

１，３８９
６８

１，４５７

１，８１１
７６

１，８８７

２，２７３
６２

２，３３５

１１
１
１２

労働者
男
女
合計

１３，２２３
１，１００
１４，３２３

１，８７１
１３４
２，００５

５９３
９４
６８７

７５９
８２
８４１

８０２
７７
８７９

４，０２５
３８７
４，４１２

１，５９４
１３１
１，７２５

１，４２４
１４６
１，５７０

２，１９５
１８２
２，３７７

２，０４５
１４０
２，１８５

１，９００
１１０
２，０１０

４０
４
４４

日雇労働者
男
女
合計

１６，５５４
３３６

１６，８９０

１０，２３４
１５４

１０，３８８

１，１０７
４１

１，１４８

１，０６２
３３

１，０９５

９８７
２１

１，００８

１３，３９０
２４９

１３，６３９

６２５
１３
６３８

４３３
９
４４２

６３４
２０
６５４

８８９
１９
９０８

５３０
２１
５５１

５３
５
５８

（B）商業の自営
業者（１９３０年）

男 １，８６３ １１５ ８２ ７４ ４３ ３１４ ７３ ５４ ８４ ６８ ２４８ １，０２２

構

成

比

（A）総 数
男
女
合計

１００．０
１００．０
１００．０

３２．９
１７．１
３２．１

４．９
９．０
５．１

５．４
７．８
５．５

５．５
６．６
５．５

４８．６
４０．６
４８．２

７．８
１１．１
８．０

６．６
１０．５
６．８

１１．３
１４．４
１１．５

１２．７
１２．５
１２．７

１２．６
１０．３
１２．５

０．３
０．５
０．３

給料生活者 男 １００．０ １．９ １．５ ２．６ ３．３ ９．３ ９．２ ８．１ １８．６ ２４．３ ３０．４ ０．１

労働者 男 １００．０ １４．１ ４．５ ５．７ ６．１ ３０．４ １２．１ １０．８ １６．６ １５．５ １４．４ ０．３

日雇労働者 男 １００．０ ６１．８ ６．７ ６．４ ６．０ ８０．９ ３．８ ２．６ ３．８ ５．４ ３．２ ０．３

（B１）商業の自営
業者（１９３０年）

男 １００．０ ６．２ ４．４ ４．０ ２．３ １６．９ ３．９ ２．９ ４．５ ３．７ １３．３ ５４．９

（B２）商業の自営
業者（１９３０年）

男 １００．０ １３．７ ９．８ ８．８ ５．１ ３７．３ ８．７ ６．４ １０．０ ８．１ ２９．５ ―

（注）１．（A）の調査対象には，学生その他の無業者，雇い主，自営業者，月収２００円以上の給料生活者，芸妓等，外国人を除外されている。
２．失業とは，「就業の能力及意思を有するに拘らず就業の機会を得さるの状態」（『失業統計調査報告』第１巻の２頁）としている
ため，おそらく非定期的な仕事で生活を繋いでいる場合も失業状態と看做される可能性がある。

３．（B２）は，不詳を除外した構成比である。
（資料）（A）は内閣統計局編『失業統計調査報告』第２巻の５４６～５５３頁，（B）は東京市役所編『東京市職業紹介所求職事情調査』１９３１

年の３１８～３１９頁より谷沢が作成。
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の経済状況に大きく左右されるため，あまり神経質に比較の対象として考慮する必要はないよう

に思われる。長期失業率を性別にみると，男性が女性より多くなっているが，実数では男性が女

性を圧倒的に上回っているため，以下では男性に注目してみておこう。就業形態別では，大きな

格差が発生している。すなわち資産蓄積のある給料生活者が３０％で多く，反対に蓄積のない日

雇労働者は３％程度にすぎない。この差は，おもに１ヵ月以内に日雇労働者が８割，労働者が３

割決まっていることが大きく影響している。現代のような各種失業手当が充実していなかった当

時は，無職で過ごせる期間の目安として１ヵ月程度を想定していたことが窺われる。とにかく現

在と比べて，失業率の高さにもかかわらず早く再就職が可能であったのは羨ましい。

ところで『失業統計調査』では自営業者が対象外となっているため，別の統計でそれを補完す

る必要がある。この情報がないかぎり，実質的には小売商の経営特性の一面を検討することがで

きない。さいわい『求職事情調査』には，１９３０年の情報ではあるが産業別の自営業者に関する

情報が掲載されているため，（B）で商業の男性に限って失業期間をみておこう。ちなみに『求職

事情調査』は，１９３０年の１年間において市内１１箇所の職業紹介所に求職票を提出している求職

者（実人員１１．６万人）を対象として，その求職票の記帳内容のうち，別途定めた調査項目に関

して市役所調査員が集計した他計調査である（５３）。このうち失業関連項目は，求職票の経歴欄に

失業事項を記入したものを対象としている。同調査は，日雇労働者が除外されている反面，自営

業者でも求職票を提出することで対象となる点が，『失業統計調査』の対象者と異なっている。

このように自営業者のデータを個別に入手できる点で，同調査はきわめて貴重な統計である。

まず（B１）では，失業期間のうち不詳の割合が５５％に達しており，内訳を正確に把握できない

点が目立っている。この背景には，雇用者では解雇を言い渡される（＝失業開始）時期が確定で

きるが，自営業では事業停止が徐々に進行することが多いためと思われる。いずれにしても不詳

の部分は，なんらかの修正をしなければならない。そこで暫定的な措置として不詳を除外して構

成比を計算し直すと，（B２）のように１ヵ月以内の割合は，給料生活者９％であるのに対して商

業自営業では３７％となるなど，給料生活者以上に失業期間が短縮され，労働者並みとなってい

る。その一方，長期失業比率が３０％となり，ほぼ給与生活者並みの高水準となっている。この

ような二極化の背景には，戦前期の職業人生が多くの転職を経験していたことを考慮すると，小

売商として再度開業する準備を事前におこなうことで失業期間が短縮される一方，資金的に余裕

のある場合には開業準備に相応の期間をかけられることがあったためと思われる。

また表２―１６で失業原因別の内訳もみておこう。原因の項目が多数あり，「軍備縮小」，「兵役関

係」，「行政整理」といった戦前特有の項目もあるなど，失業が個人や所属組織等の多様な影響を

受けていたことが窺える。ここで「軍備縮小」とは海軍軍縮による造船業などの不況，「行政整

理」は公務員の解職と推測される（５４）。このうち「業務廃止」，「業務休止」，「業務縮小」，「生産

方法の変化」の４項目を「雇主都合」とみなせば，その合計は総数で３５％となり，「自己の都

合」の２０％を大きく上回っている。もっとも就業形態別にこの割合は異なっており，労働者
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４５％，給料生活者３４％，日雇労働者２１％であった。特に日雇労働者では，むしろ「天候」

３２％，「仕事なき為」２８％がこの「雇主都合」より大きい。そして「自己の都合」に限ってみる

と，給料生活者３０％，労働者２５％，日雇労働者９％であり，就業形態によって大きな差が発生

している点も見逃せない。

（B１）で商業の自営業者の場合をみると，「その他」が６割を占めている。この理由として，こ

の分類はあくまで雇用者用に作られ，自営業者（つまり経営者）向けの理由はこの分類以外にあ

るため，「その他」を選択したのかもしれない。ここで自営業者向けの理由とは，「販売不振」，

「連鎖倒産」，「放漫経営」，「設備投資課題」，「売掛金回収難」等の倒産理由や，「需要停滞」，「資

金繰り難」，「経営者難」，「新規参入者の増加」，「生産設備の老朽化」，「原材料の調達難」，「原材

料費の上昇」に伴う事業整理に関する理由が想定される。このため自営業者の失業原因を強いて

同表の分類に押し込めるなら，「雇主都合」の範疇である「業務廃止」と同じであろう。たしか

表２―１６ 東京府における原因別の失業経験者数（１９２５年）

総数
行政
整理

軍備
縮少

業務
廃止

業務
休止

業務
縮少

生産方
法の変
化

災厄
労働
争議

兵役
関係

痍疾病
自己の
都合

仕事
なき
為

天候
その
他

実

数

（A）総数
男
女
合計

７３，８１１
５，１９６
７９，００７

１，８０９
５２

１，８６１

４６１
１７
４７８

５，５８６
２３８
５，８２４

５，８８２
２３８
６，１２０

１４，６４０
６６２

１５，３０２

２４
４
２８

１，３４６
１００
１，４４６

１３４
２
１３６

２３０
０
２３０

７，６０２
７１２
８，３１４

１３，５７３
２，３５７
１５，９３０

８，７０５
２８２
８，９８７

１０，１３５
１３８

１０，２７３

３，６８４
３９４
４，０７８

給料
生活者

男
女
合計

１４，４３７
８８８

１５，３２５

１，２０６
２３

１，２２９

２１９
０
２１９

１，８０７
６０

１，８６７

７７０
２１
７９１

２，４６２
８９

２，５５１

６
１
７

５１２
１２
５２４

１９
０
１９

１１８
０
１１８

２，１３５
１４７
２，２８２

４，２１７
４０６
４，６２３

３３
５７
９０

９
０
９

９２４
７２
９９６

労働者
男
女
合計

３２，４２５
３，７７３
３６，１９８

５７９
２９
６０８

２３６
１７
２５３

３，１５８
１６３
３，３２１

３，４６６
１８９
３，６５５

８，８４３
５２４
９，３６７

７
３
１０

６６１
８３
７４４

１１３
２
１１５

９７
０
９７

３，６８５
５１５
４，２００

７，０１４
１，８５４
８，８６８

１，１２５
８５

１，２１０

１，５２６
１９

１，５４５

１，９１５
２９０
２，２０５

日雇
労働者

男
女
合計

２６，９４９
５３５

２７，４８４

２４
０
２４

６
０
６

６２１
１５
６３６

１，６４６
２８

１，６７４

３，３３５
４９

３，３８４

１１
０
１１

１７３
５
１７８

２
０
２

１５
０
１５

１，７８２
５０

１，８３２

２，３４２
９７

２，４３９

７，５４７
１４０
７，６８７

８，６００
１１９
８，７１９

８４５
３２
８７７

（B）商業の
自営業者
（１９３０年）

男 １，９７３ ０ ０ ６１６ ４ １ ０ １７ １ ２ ５２ ６８ １７ ２ １，１９４

構

成

比

（A）総数
男
女
合計

１００．０
１００．０
１００．０

２．５
１．０
２．４

０．６
０．３
０．６

７．６
４．６
７．４

８．０
４．６
７．７

１９．８
１２．７
１９．４

０．０
０．１
０．０

１．８
１．９
１．８

０．２
０．０
０．２

０．３
０．０
０．３

１０．３
１３．７
１０．５

１８．４
４５．４
２０．２

１１．８
５．４
１１．４

１３．７
２．７
１３．０

５．０
７．６
５．２

給料
生活者

男 １００．０ ８．４ １．５ １２．５ ５．３ １７．１ ０．０ ３．５ ０．１ ０．８ １４．８ ２９．２ ０．２ ０．１ ６．４

労働者 男 １００．０ １．８ ０．７ ９．７ １０．７ ２７．３ ０．０ ２．０ ０．３ ０．３ １１．４ ２１．６ ３．５ ４．７ ５．９

日雇
労働者

男 １００．０ ０．１ ０．０ ２．３ ６．１ １２．４ ０．０ ０．６ ０．０ ０．１ ６．６ ８．７ ２８．０ ３１．９ ３．１

（B１）商業
の自営業者
（１９３０年）

男 １００．０ ０．０ ０．０ ３１．２ ０．２ ０．１ ０．０ ０．９ ０．１ ０．１ ２．６ ３．４ ０．９ ０．１ ６０．５

（B２）商業
の自営業者
（１９３０年）

男 １００．０ ０．０ ０．０ ７９．０ ０．５ ０．１ ０．０ ２．２ ０．１ ０．３ ６．７ ８．７ ２．２ ０．３ ―

（注）１．（A）の調査対象には，学生その他の無業者，雇い主，自営業者，月収２００円以上の給料生活者，芸妓等，外国人を除外されている。
２．失業とは，「就業の能力及意思を有するに拘らず就業の機会を得さるの状態」（『失業統計調査報告』第１巻の２頁）としているため，
おそらく非定期的な仕事で生活を繋いでいる場合も失業状態と看做される可能性がある。

３．失業経験者とは，調査時の失業者と有業者のうち１年以内に失業をしていた者の合計である。
４．（B２）は，その他を除外した構成比である。

（資料）（A）は内閣統計局編『失業統計調査報告』第２巻の５２２～５３７頁，（B）は東京市役所編『東京市職業紹介所求職事情調査』１９３１年の
３０６～３０７頁より谷沢が作成。
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に（B２）のように「その他」を除いて計算し直すと，「業務廃止」が約８０％になり，給料生活者

１３％，労働者１０％より突出して高くなった。先ほどの類推が妥当される。他方，「自己の都合」，

「業務縮小」，「天候」，「仕事なき為」，「痍疾病」（傷や病気という意味）は，商業自営業者が他の

就業形態よりも小さくなっており，とにかく商業自営業者では自らの事業を継続するか中止する

かの決断が，失業状態の発生に直結している。この表はさほど正確なデータではないが，とりあ

えず失業原因でも自営業者独自の特徴を確認できる。

もっとも以上の失業原因の調査対象者は，雇用者や自営業者に関する当事者の情報であったた

め，そのほかに従業員の退職する理由を雇主側がいかに把握しているかも貴重な情報となる。こ

の点は，『就職者調査』によって確認することができる。同調査では，市内１１か所の職業紹介所

に保管されている求人票・求職票より就職者を逐一選定し，その１人ごとの「就職者調査票」を

作成して，この調査票を事業所に送って１９２９年９月末における個人別の勤務・離職状況等の情

報を追加記帳させた。このため同調査は，いわゆる業務統計をベースとして作成された大規模調

査であり，発送数６万票に対して回収数４．４万票であるため，回収率は７３％に上った（５５）。ちな

みに４．４万票の内訳は，勤続者３．５千人，退職者２１．７千人，不詳１８．３千人であるから，不詳が

大きいとはいえ，当時はきわめて入退出の激しい労働市場であったことが確認できる（５６）。また

勤続者数よりも退職者数が多い事実は，職業紹介事業が有効に機能していなかったことを示唆し

ている。

いま，職業紹介所を経由して商業に就業したものの，その後退職した者の退職理由を集計した

のが，表２―１７である。この表では，『失業統計調査』の分類と異なり，退職理由が「自己都合」，

表２―１７ 東京市における商業雇人の原因別の退職者数（１９２６～２９年）

（単位：人，％）

総 数 自己都合 家事都合 雇主都合 其の他

商 業
実数
構成比

４，５８７
１００．０

２，００７
４３．８

７３２
１６．０

９７４
２１．２

８６４
１８．８

店 員
実数
構成比

６０８
１００．０

２１６
３５．５

１０３
１６．９

１６４
２７．０

１２５
２０．６

小店員
実数
構成比

４３６
１００．０

１８７
４２．９

８４
１９．３

８５
１９．５

８０
１８．３

商店雑役
実数
構成比

３，３３８
１００．０

１，５３８
４６．１

５２５
１５．７

６８３
２０．５

５８２
１７．４

飲食店雇人
実数
構成比

５７
１００．０

２５
４３．９

７
１２．３

１３
２２．８

１２
２１．１

その他
実数
構成比

１４８
１００．０

４１
２７．７

１３
８．８

２９
１９．６

６５
４３．９

（注）１．４年間にわたる理由は，調査を実施した１１職業紹介所で紹介所ごとに調
査の開始時期が異なるためである。男女合計の数字だが，大半は男性であ
る。

２．自己都合には「転職」「独立営業」「無断家出」「同僚と不和」，家事都合に
は「父母妻女家族の病気又は死亡」雇主都合には「仕事完了」「事業不振」
「仕事に不適当」，其の他は「兵役」「帰国」などを含む（『東京市職業紹介
所就職調査』の本文４頁「就職者調査票記入方法」）。

（資料） 東京市役所編『東京市職業紹介所就職者調査』１９３０年の１７０～１７１頁より
谷沢が作成。
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「家事都合」，「雇主都合」，「其の他」の４つに集約化されている。これらの分類が，はたして

『失業統計調査』と同じ定義にもとづくのか疑問が残るが，残念ながらその定義が明記されてい

ない。とはいえ「就職者調査票記入方法」によると『失業統計調査』と類似の選択項目が例示さ

れていること，『失業統計調査』直後に実施されたことから，おおむね同一の定義であると考え

ることができよう。この表で「自己都合」の構成比をみると，店員３６％，小店員４３％，商店雑

役４６％となり，おおむね４割前後となっている。このため同じ商業部門でも従業員は，自営業

主とは異なり「自己都合」で退職を容易におこなっている。ここで「雇主都合」が「自己都合」

よりも少ない点に注目しなければならない。なぜなら通常の廃業は，「雇主都合」のうち一部の

事例とみなすことができるが，それを大きく上回る割合で従業員自身が退職を決めているため，

雇主が従業員の定着に腐心していたと推測されるからである。

もちろん自己都合の退職が，本当に本人に関わる原因で決断したものかどうかは判断が難し

い。そこで表２―１８によって，『求職事情調査』より入手した商業部門の１８歳未満求職者の通

勤・住込希望をみると，当時の東京市では男女計で「通勤と住込のいずれでも可」が全体に占め

る割合は６２％に達した反面，「住込を希望」が１７％にすぎなかった。地方圏から出てきた割に

表２―１８ 東京市の１８歳未満求職者の通勤住込希望（１９２６～２９年）

実 数（人） 希望比率（％）

総 数 A 通勤希望 住込希望 B いずれも可
C

住込
（B÷A）

住込＋い
ずれも可

（［B＋C］÷A）

男
女
計

全職業
工業及鉱業
商 業

２７，００１
５，１７８
８，１１９

５，６０８
１，１２５
１，７４４

３，７４８
８４２
１，３５０

１７，６４５
３，２１１
５，０２５

１３．９
１６．３
１６．６

７９．２
７８．３
７８．５

小店員
商店雑役
飲食店雇人
行 商
其他の商業

５，７０６
１，０２３
１，３６０
２０
１０

１，５３９
７７
１２５
３
０

７９２
２７０
２７８
９
１

３，３７５
６７６
９５７
８
９

１３．９
２６．４
２０．４
４５．０
１０．０

７３．０
９２．５
９０．８
８５．０
１００．０

男

性

全職業
工業及鉱業
商 業

１６，３８７
４，５９３
４，７９６

３，１５８
９３９
３０５

３，０５４
８１３
１，２３４

１０，１７５
２，８４１
３，２５７

１８．６
１７．７
２５．７

８０．７
７９．６
９３．６

小店員
商店雑役
飲食店雇人
行 商
其他の商業

２，７０６
１，０１９
１，０４２
１９
１０

１９３
７７
３２
３
０

７２２
２７０
２３２
９
１

１，７９１
６７２
７７８
７
９

２６．７
２６．５
２２．３
７．０
１０．０

９２．９
９２．４
９６．９
８４．２
１００．０

女

性

全職業
工業及鉱業
商 業

１０，６１４
５８５

３，３２３

２，４５０
１８６

１，４３９

６９４
２９
１１６

７，４７０
３７０
１，７６８

６．５
５．０
３．５

７６．９
６８．２
５６．７

小店員
商店雑役
飲食店雇人
行 商
其他の商業

３，０００
４

３１８
１
０

１，３４６
０
９３
０
０

７０
０
４６
０
０

１，５８４
４
１７９
１
０

２．３
０．０
１４．５
０．０
―

５５．１
１００．０
７０．８
１００．０
―

（注）１．全職業・工業及鉱業・商業は職業大分類，小店員・商店雑役・飲食店雇人・行商・其他の
商業は職業小分類である。

２．商業には，上記のほかに店員という分類があるが，該当者が掲載されていなかったため除
外した。

（資料） 東京市役所編『東京市職業紹介所求職事情調査』の２７４～２７８頁より谷沢が作成。
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は，生活費を圧縮できる住込の希望が予想外に低かったと思われる。ただしこれら２つを合わせ

ると，合計で８割近くが住込を希望していたことになる。この傾向はいずれの業種でも概ね成立

しているが，性別では男性が，職業別では商工業がやや全職業より高めとなっている。商業のな

かでは，行商，商店雑役，飲食店雇人，小店員の順番となり，とくに規模の小さな行商が突出し

て高い。このような事情を考慮すると，長時間雇主家族と共同生活をおこなっていれば，若年従

業員が雇主との性格の不一致や家族内のトラブルに巻き込まれる等によって，退職を余儀なくさ

れた事例も発生したと推測される。一概に自己都合といっても，その背景には様々な理由があっ

ただろう。

いずれにしても小売商では，従業員が多様な理由の自己都合で転職する割合が高く，彼らが退

職するのを引きとめて，長期雇用することが難しかったことが理解できよう。これによって経営

の不安定性が増し，新たに再開業（業種移転）を引き起こしたことも想像される。小売商におけ

る経営の不安定性・非合理性の原因として，事業者過多による廉売，販売不振，借入過多，過小

資本等のほかに，内部的には従業員の定着率の悪さ等も影響していたのである。このように小売

商の経営問題については，かならずしも包括的に検討された文献は多くはない。その背景には，

第一に小売商の調査対象数が巨大であり，しかもその情報を当事者たちも正確に記帳しておらず

把握していないこと，それゆえ第二に，必要となる実態把握のための調査が本格的におこなわれ

てこなかったことがあげられる。

以上より，政策当局はどうしても小売商の経営特性について広範囲の情報が必要になる。それ

ゆえ本節の冒頭で提示した A）の分析が求められる。まさにこれらの問題を解決するため，谷沢

論文や満薗論文で取り上げた『小売業経営調査』は数少ない貴重な情報として，当時から研究者

に注目されていた。すなわち同調査の情報をいち早く検討した文献として，内池廉吉『小売業統

制論』１９３８年があげられる。著者の内池（１８７６～１９４９年）は当時，東京商科大で商業学と財政

学を担当した第一線の研究者であり，前稿で言及した小売商問題研究委員会の委員を勤めてい

た（５７）。この本は，同委員会の関係書籍と位置付けられ「小売商問題研究叢書」の一冊として出

版されたため，その内容はたんに内池個人の意見というよりも，同委員会の意見を色濃く反映し

た内容と考えられる。

同書では，内池本人が『小売業経営調査』の個票データを入手したうえでそれを加工して検討

しており，いくつかの興味深い内容を記述している。ちなみに同書の中には，１０品目に限って

一部の調査項目（開業前の職業，資本金，従業員，純益，欠損，売上高，資本回転率）が１店舗

１行で掲載されている。その総店舗数は８１１店であるため『小売業経営調査』の個票データ全て

ではないが，ほぼ９割方カバーしている。これだけの情報を第三者に提供している点で，内池が

同調査をいかに重視していたかが理解できよう。筆者は，谷沢論文の作成時にすでに同書の存在

を知っていたが，同論文の趣旨からあえて内容の具体的な紹介は必要ないとしておこなわなかっ

た。従来の研究では，この文献について全く触れられてこなかったが，『小売業経営調査』の個
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票データを使用した分析である事実に加えて，おそらく当時としては専門研究者による最も具体

的な小売商経営問題の核心をついた記述がなされているため，ここで是非紹介しておきたい。

まず個票データを利益店と損失店に分けて，その店主の開業前の職業を集計している（５８）。内

池の公表した商品別の情報をさらに合計した表が，表２―１９である。この表によると，（参考）構

成比１で示したように全体の２４％が無報告であるため，この項目を除いて構成比２を再計算す

ると，「同業店員」４３．７％が一番大きく，次は「先代より」１７．６％，「他商業」１３．３％の順番と

なる。このように同業の経験を生かして開業にこぎつける方式はすでに『新規開業調査書』で確

認した点と同じである。また合計に占める利益店の割合（利益店比率）は，全体で６７％である

が，職業別にみると「工業（職人）」７２．７％，「同業職人」７２．５％，「他商業」７１．３％，「同業店

員」７１．３％であり，この４項目が他の項目を大きく引き離している。この特徴をみるかぎり，

同業や他業でも商工業に関連した業務を経験している場合に成功する確率が高くなる。

もっとも我々は，すでに表２―１１で抽出バイアスのきわめて少ない『新規開業調査書』により，

開業前の職業について検討していた。そこで同表と『小売業経営調査』の個票データから作った

表２―１９を比較すると，『小売業経営調査』で商業の割合が極端に高くなっている反面，他の職業

と無職の割合が大きく低下している。これは『小売業経営調査』の抽出バイアスが大きいことを

示す証であろう。おそらくこの影響は，利益店比率において過大評価に繋がっているほか，商業

と他の職業の差がほとんどないことにも影響を与えていると推測される。やはり『小売業経営調

査』には，ほぼ確実に各種バイアスが存在するとみるべきであろう。

とりあえず内池は，「概して同業店員出身のものには失敗の率が軽く，官公吏出身無職者，他

表２―１９ 利益店と損失店の開業前職業の内訳

（単位：店，％）

開業前の職業 合 計
（参考）

利益店 損失店
合計の
構成比１

合計の
構成比２

利益店
比率

商 業
先代より
同業雇主
同業店員
同業職人
他商業

５４４
１１５
１６
２８６
４０
８７

３６９
６５
９

２０４
２９
６２

１７５
５０
７
８２
１１
２５

６２．９
１３．３
１．８
３３．１
４．６
１０．１

８３．１
１７．６
２．４
４３．７
６．１
１３．３

６７．８
５６．５
５６．３
７１．３
７２．５
７１．３

他の職業
工業（職人）
土木請負
農 業
官公吏事務員

１１０
１１
６
５３
４０

７３
８
３
３６
２６

３７
３
３
１７
１４

１２．７
１．３
０．７
６．１
４．６

１６．８
１．７
０．９
８．１
６．１

６６．４
７２．７
５０．０
６７．９
６５．０

無 職
無報告

１
２１０

０
１４３

１
６７

０．１
２４．３

０．２
―

０．０
６８．１

総 計 ８６５ ５８５ ２８０ １００．０ １００．０ ６７．６

（注）１．対象業種は１０種（米穀商，菓子パン，呉服，家具，薬品化粧品，蔬菜
果実，履物，薪炭，洋雑貨，酒類，魚介藻類）である。

２．利益店比率は，利益店数÷合計である。
（資料） 内池廉吉『小売業統制論』１９３８年の３４―３８頁より谷沢が作成（ただし

原資料は，東京商工会議所編『東京市内ニ於ケル小売業経営並ニ金融調
査』の調査個票である）。
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業よりの転業者等に其れが無い様である。又先代よりの営業相続者に欠損の多いのは親の苦験を

知らぬ息子の怠慢に由る。要するに知識経験能力等に於て欠陥のあるものに経営せしむるは危険

であるとの結論が生まれる」（５９）と指摘する。たしかに店員を経験してから自らの店を立ち上げた

ほうが有利であるし，創業者はなにごとにも努力するが，その創業者の苦労は世代が下るにつれ

て忘れられていくから，上記のような考えも納得いくように思われる。営業年数が長ければ，こ

のような特性が現れていてもなんらおかしくはなかろう。つまり経営パフォーマンスの優劣にあ

たっては，内池の主張するように開業前職業や先代の有無についてある程度は考慮すべきと思わ

れるが，もちろん満薗論文ではなんら検討されていない点を付記しておく。

また総資本の大きさと経営効率にも注目している（６０）。すなわち総資本の規模別に，利益店と

損失店の各店舗数と総資本回転率の関係を検討した結果，利益店の資本回転率は欠損店のそれよ

り勝っていることがわかるという。ここで資本回転率とは，売上高÷総資本で計算する経営指標

である。そして資本規模別にみると，米穀，家具，菓子パンでは，おおむね総資本１５，０００円以

上で利益店が多いため，大規模経営に適している。一方，薬品化粧品，蔬菜果実は同５，０００～

１５，０００円の中規模経営に向き，履物，薪炭は同３，０００円以下の小規模経営に向いており，呉服，

洋雑貨，酒類，魚介藻類では資本の大きさと利益・損失店の関係が不明瞭であるという。特に大

規模経営は，資本集約型，規模に関する収穫逓減を連想させる業種である。このように商品ごと

に，総資本と経営内容とに大きな関係が存在している可能性を示唆した点では，従来の通り一遍

の小売商イメージを一段と実態に近づけた功績があげられる。

このほか営業費に関して，「経営の不合理は仕入販売に関する諸事項に存するので，必ずしも

営業費のみにて判断するを得ないのであるが，営業費の不合理が欠損と相当の関係あるを否定し

得ない様である」（６１）と指摘して，経営の失敗要因として営業費に問題点があることを示唆してい

る。そして８頁にわたって欠損５００円以上の店舗９１店について，その主要な営業費の内訳を個

別に提示している。残念ながらこれらの事例から得られる知見は明記されていないが，上記のよ

うな考え方自体は同意できよう。本稿では，満薗論文で「零細」規模とみなされた売上高３，０００

円以下の店舗に限って，表２―２０で内池の関連情報より欠損店における営業費の主要項目（過重

営業費）を書き出してみた。「過重営業費」の定義や採用基準が明記されていないが，現代の商

業簿記で言う販売費及び一般管理費（販管費）に分類される項目のうち，平均的な金額から大き

く乖離した項目とみて差支えなかろう。

この表をみると，「家賃地代」が大きな要因となっているほか，「賃銀」，「利子」も無視できな

い。このうち「家賃地代」の発生理由は次節で詳しく検討するので，とりあえずこの事実のみを

あげておく。「貸倒」は，さほど大きな要因とはなっていないが，日常見廻り品である蔬菜果実

や魚介藻類，酒類などで無視できない要因であった。戦前期には掛け売りが一般的な販売形態で

あったから，どうしても回収できなかった売掛債権を費用として償却せざるをえなかった。また

掛け売りのために発生した運転資金用の借入が予想外に大きくなったことが，「利子」が大き

個人小売商世帯において多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？ 119



かった理由かもしれない。そのほかこの表には掲載されていないが，呉服では「広告費」も金額

が大きくなっているなど，扱い商品の特性が損益に反映していることが確認できる。ただし後述

のように，谷沢論文では戦前期の個人小売商の経営特性として広告費が小さかったことを指摘し

ている。この点を付言しておこう。内池の指摘するように，「必ずしも営業費のみにて判断する

を得ない」ものの，以上の項目は利益の発生にむけて圧縮を要請されることは否定できない。

ここで，谷沢論文で記述した小売商の経営特性についても言及しておきたい。筆者は，同論文

において東京市役所が実施した『商業調査書』の不完全な情報を使って，１９３０～３１年当時の個

人小売商の損益計算書と貸借対照表を規模別に復元し，その経営分析をおこなった（６２）。この作

業をあえておこなった理由は，小売商世帯の本格的な分析のためには家業部門の本格的な経営分

析をおこなうことが回避できないからであった。しかも従来は，これに対する本格的な分析が

まったくおこなわれておらず，もちろんその傾向は現在でも変わっていない。その目的にとって

『商業調査書』は，全数調査で実態を正確に反映しているという魅力がある反面，その情報が中

途半端であるがゆえに，そのままでは分析に利用できない欠点があった。それゆえ内池廉吉ら当

時の研究者は，抽出バイアスが強いにもかかわらず情報量の多い『小売業経営調査』を優先的に

利用していた。このような事情を考慮して筆者は，『商業調査書』のデータを補填・修正すれば，

実態に近い経営内容をデータにもとづき把握できることに関心を寄せたのである。

ただし戦前期の小売商の経営特性といっても，その評価は戦後の小売業の経営内容と比較する

ことで明らかにすべきである。その場合に，戦後の小売業をいつの時点に置くかが大きな問題で

あろう。とりあえず谷沢論文では，スーパーマーケットが開業して低価格品の大量販売が広く普

及した１９７０年時点とした。それゆえその後のコンビニエンスストアが登場した時期の話ではな

表２―２０ 売上高３，０００円以下・欠損５００円以上の零細商店の売上高・過重経営費の内訳

（単位：円，％）

番号 商品分類 売上高 欠損額 過重営業費 家賃地代
比率

賃銀比率 利子比率 貸倒比率

１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３

菓子パン
家 具
薬品化粧品
薬品化粧品
蔬菜果実
蔬菜果実
履 物
履 物
履 物
薪 炭
洋雑貨
酒 類
酒 類

１，０００
２，２００
１，０００
１，２００
１，８００
２，０００
１，２００
１，５００
２，０００
２，０００
３，０００
２，５５０
３，０００

１，５６１
５３６

１，３６５
２，６１４
６８０
７２５
５０８
６１８
７１８
８０９
６５８

１，０６０
５９７

地代３８４，賃銀給料５４０
家賃３００，賃銀４００
賃銀１，０００，点燈１５０，公課１２５
家賃３６０，利子１５４，点燈１３０
賃銀６００，貸倒１２０
賃銀５８０，貸倒１５０
家賃３００，利子９０
賃銀３００，利子５３５，其の他３５０
家賃４８０，利子２４０
地代家賃６６０，利子４２０
公課３４６，点燈３２５
家賃２７６，賃銀２５８，貸倒６３
家賃４８０，利子３６５

３８．４
１３．６
０．０
３０．０
０．０
０．０
２５．０
０．０
２４．０
３３．０
０．０
１０．８
１６．０

５４．０
１８．２
１００．０
０．０
３３．３
２９．０
０．０
２０．０
０．０
０．０
０．０
１０．１
０．０

０．０
０．０
０．０
１２．８
０．０
０．０
７．５
３５．７
１２．０
２１．０
０．０
０．０
１２．２

０．０
０．０
０．０
０．０
６．７
７．５
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
２．５
０．０

（注）１．商品分類，過重営業費は，内池によって原資料を一部修正している。
２．過重運営費は，内池によって選別された項目である。
３．家賃比率等の比率は，いずれも売上高に対する比率である。

（資料） 内池廉吉『小売業統制論』１９３８年の４３～５０頁より谷沢が作成（ただし原資料は，東京商工会議所編『東
京市ニ於ケル小売業経営並ニ金融調査』の調査個票である）。
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い点に注意して欲しい。両時点を比べると，３１年には７０年よりも自己資本比率や流動比率が高

く，財政の安全性が高かったことが明らかとなった（６３）。収益性の面では，売上高営業利益率や

売上高経常利益率がかなり高く，収益構造が強かった点も注目される。この背後には，住込の若

年雇用や家族従業員を積極的に活用して売上高人件費比率を抑えたほか，御用聞き等や商店街に

よる共同売り出し等をおこなうことで広告費の抑制を達成したことがあげられる。そのほか事業

規模が拡大するにしたがい労働生産性（＝売上総利益÷従業員数）が上昇していたが，それはほ

ぼ販売効率（＝売上高÷従業員数）の改善，つまり従業員の販売努力によって可能としていた。

４．２．小売商情報の発信

ところで以上のような経営特性を，当時の人々はいかに入手していたかが気になるところであ

る。特にこれから新規開業をおこなおうと考えていた人々は，小売業の経営特性について積極的

に情報収集をしていたはずである。また我々にとって，入手できた情報の質も気になるものであ

る。ここでは，現代よりも格段に情報収集が困難であった当時，小売商に関する主要な情報源と

して，開業案内を目的とした各種の書籍（ノウハウ本）が活発に出版されていた事実を指摘して

おきたい。すなわち表２―２１では，小売商開業に向けた主要な出版物を１９００年代後半より１９３０

年代末まで時系列で整理している。これら出版物の特徴をみることで，一般国民の抱いていた新

規開業のイメージをある程度把握することができるほか，それらの著者の特性も確認できよう。

さらに前節３．１．で紹介したように，当時の新市域で驚異的な開廃業を繰り返していた理由の一

面にも触れることができるはずである。

この表によると，小売業の開業に向けた解説本が明治末より出版が開始されたが，それが第１

次大戦の開始とともに増加していき，やがて１９２０・３０年代に急速に増加した。そして書名から

わかるように，当初は「最新」，「繁盛」，「現代」や「経営」といった無難なフレーズが多かった

が，１９２０年代に入って「小資本」，「開業」といった小資金での新規開業を直接謳ったものが多

くなった。特に「小資本」を使用した最初の本は１９１７年の佐々木十九『小資本商店経営法』で

あたったが，それは一時的なものであり引き継がれなかった。それが１９２０年代末になると，『小

資本開業案内』という同一書名の出版が相次ぐなど，明らかに零細事業主の開業を促す傾向が顕

著となった。合わせて，「千円で開業」，「和菓子店開業」といった，資金額や業種に焦点を絞っ

た本が出版されるようになった。このような動きの背後には，不況の長期化に加えて都市化や消

費の社会大衆化が進み，人々の消費に対する要求が多様化していったことで，開業の難しさが増

したことがあったのかもしれない。

もちろんこれらの小売業の事情を適切に把握するためには，相応の経験を積む必要があるた

め，出版ブームになったからといって，やみくもに著者が急増するわけではない。とはいえ多様

な経歴の人々が，それぞれ得意分野にもとづき参加していた。ここでは参考までに主要な著者に

ついて，その経歴等を紹介しておきたい。従来は，このような議論は広告史，マーケティング
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表２―２１ 小売商開業関連の主要指導書一覧（出版年月順）

年代 書 名 出版年月 著 者 出版社

１９１０
年代
まで

最新式商業の実際
独立自営営業開始案内（全７巻）
店頭装飾商品陳列法
商店繁栄策
屹度当る小店経営法
現在式商店の経営
小売商店広告法
模範小売店経営法
現代式小売店顧客待遇法
陳列構造 店内と店前（実務叢書第７巻）
小資本商店経営法
最新商店の組織及経営
繁盛する商店
現代式経営 呉服店繁盛策
新式経営商店管理法
繁盛する小売店の経営
客を惹く小売店の飾窓
商店の実務と経営
現代式経営と店員の使ひ方

１９０７．１１
１９１４．０３
１９１５．０１
１９１５．０１
１９１５．０７
１９１５．１１
１９１６．０１
１９１６．０２
１９１６．０７
１９１６．０８
１９１７．０２
１９１７．０２
１９１７．０５
１９１７．０８
１９１７．０９
１９１８．０５
１９１８．１１
１９１９．０８
１９１９．１２

浜田四郎
石井研堂
松倉順一
円城寺艮
井関十二郎
浜田四郎
清水正巳
佐々木十九
清水正巳
井関十二郎
佐々木十九
依田信太郎
井関十二郎
清水正巳
蘆川忠雄
商店雑誌社編
佐藤卯兵衛
蘆川忠雄
清水正巳

博文館
博文館
博文館
佐藤出版部
佐藤出版部
佐藤出版部
佐藤出版部
二松堂書店
佐藤出版部
実務叢書発行所
弘学館
博文館
同文館雑誌部
佐藤出版部
佐藤出版部
佐藤出版部
佐藤出版部
城北書房
佐藤出版部

１９２０
年代

現代商店組織の研究
有利なる商品の仕入方
米国の商店と日本の商店
商店の管理及経営
小資本苦にするに足らず
現代式経営 呉服店繁盛策
成功せる販売商路
小資本で誰にも出来る小売店開業案内 第一編
酒醤油繁昌策
子供服広告陳列及販売
和洋食料品菓子店繁昌策
小資本で出来る商売
小資本成功法
必ず当る小店経営法
繁昌する流行品販売店
小資本活用秘術講義（全３巻）
必らず儲かる営業自転車の経営法
売り方の話
小資本開業案内
拾円以下の小資本で出来る新商売及内職の開業
小資本開業案内 生活安定叢書

１９２０．０１
１９２０．０６
１９２１．０４
１９２１．１０
１９２１．９９
１９２２．０５
１９２２．０５
１９２２．１２
１９２３．０３
１９２３．０４
１９２３．０６
１９２３．１０
１９２４．０３
１９２４．０５
１９２４．０５
１９２４．０８
１９２６．０２
１９２６．１１
１９２７．１０
１９２８．９９
１９２８．９９

泉 俊秀
佐瀬文哉
清水正巳
清水正巳
清水正巳
清水正巳
清水正巳
福田致堂編
清水正巳
清水正巳
清水正巳
山中黙堂
清水正巳
清水正巳
蘆川忠雄
清水正巳
清水正巳
宇野信三
倉本長治
小川忠三
商店界編

東京文雅堂
天地書房
白羊社
白羊社
白羊社
白羊社
白羊社
創成社
誠進堂
白羊社
白羊社
東京職業新報社
商店界社
透泉閣書房
日本商人社
日本広告協会
山田出版
日本能率技師協会
商店界社
受験と就職社
商店界社

１９３０
年代

新しい小売商店経営法
小資本開業案内
十銭均一店と其の仕入研究
小資本開業案内
小売商の救済策
小売店の新戦術
均一店の開業と経営
小売店経営法 年六回転目標
キット繁昌する酒醤油店経営策
化学製品製造販売成功法 小資本職業講義
清水式呉服店繁昌策
小売店経営実務
大衆向商店経営の根本原則： 清水正巳講演
千二百円で出来る婦人子供服店開業案内
拾円で出来る商売
一千円で出来る菓子パン店開業案内
千二百円で出来る書籍雑誌店開業案内：附・たばこ店・古本屋
千二百円で出来る売薬化粧品店開業案内
小資本新成功法 小店開業訪問販売
小資本で成功する開業案内二百種
小売店繁栄商略秘訣
この呼吸でゆけ小売店経営 コツとチャンスで忽ち繁昌
サラリーマンから千円資本でトテモ儲かる商売秘訣
商店経営改善の要点
和洋菓子店経営法
正しい売り方仕入れ方
超廉売店経営法
有利な副業と小資本開業案内
商業経営指導講座（全８巻）
小資本開業案内

１９３０．１１
１９３１．０６
１９３１．１１
１９３１．９９
１９３１．９９
１９３１．９９
１９３２．９９
１９３３．０５
１９３３．１１
１９３４．９９
１９３５．０２
１９３５．１０
１９３５．１０
１９３６．０７
１９３６．９９
１９３６．９９
１９３６．９９
１９３６．９９
１９３７．１０
１９３７．９９
１９３７．９９
１９３７．９９
１９３７．９９
１９３７．９９
１９３７．９９
１９３７．９９
１９３７．０４
１９３８．１０
１９３８．１０
１９３９．０２

清水正巳
報知新聞経済部
仕入案内社
商店界編集部
大江新吉
前波伸子
堀 良太編
清水正巳
洋造社経済部編
倉本長治監修
清水正巳
清水正巳
清水正巳
住吉忠義
読売新聞社便利部編
堤 巌
河村清一
野元伊太郎
清水正巳
倉本長治
大塚政晨
阿波野才次郎
山下実治
渡辺 玄
倉本長治
倉本長治
粟屋義純
東京商工研究会編
東京商工会議所編
商店界編集部

三省堂
千倉書房
仕入案内社
誠文堂新光社
春陽堂
春陽堂
堀商営研究所
誠文堂
洋造社
誠文堂新光社
誠光堂
東洋出版社
商店経営研究所
誠光堂
実業之日本社
誠光堂
誠光堂
誠光堂
誠文堂新光社
雄恒社
大同出版社
大同出版社
大同出版社
同文舘
製菓書院
新興機械販売
白雲社
富文館
森山書店
誠文堂新光社

（注） 出版月の「９９」は不明を示す。
（資料） 国立国会図書館のデジタルコレクションの検索情報より谷沢が作成。
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史，経営学説史等の分野で一部の研究者によって検討されてきたが，本稿では小売商開業の面か

ら既存の研究成果を再度まとめ直しておくものである（ちなみに先行研究の概要については，各

人物に関連した注書きで記述した論文等を参照して欲しい）。

まずここでは，清水正巳（１８８８～１９５４年）と倉本長治（１８９９～１９８２年）の２人を真っ先にあ

げておかなければならない。清水は，雑誌『商店界』の社長や主幹を務めた小売業研究の第一人

者であり，この表では２２冊を出版しており，きわめて精力的な執筆活動をおこなっていた。こ

のほか１９３８年には，東京商工会議所編『商業経営指導講座』全８巻（後述）の１冊（第７巻）

を野元伊太郎（後述）と出版するなど，この分野では最も代表的な人物であった。また倉本長治

も，戦前から『商店界』の編集長として活躍していたが，戦後は新たに『商業界』を設立し社長

兼主幹となった，商店の経営評論家として草分け的な人物である（６４）。科学的な経営技術の積極

的な導入を提唱し，スーパーマーケットやチェーンストアを日本に紹介した人物の一人であるほ

か，従業員を経営のパートナーと考える主張を展開した（６５）。ここでは５冊の本が上がっている
こん

が，本の執筆以外にも積極的な活動をおこなっていた。そのほか円城寺艮も，『商店雑誌』社主

をつとめ「三越の通信販売経営法」『実業界』第４巻第６号といった論文がある，経営関連の専

門家である（６６）。また堀良太は，堀商営研究所を設立した大阪在住の経営評論家と推測され，均

一店（おもに１０銭均一の商品販売店であり，現在の１００円ショップと同様の店舗である）の推

奨者であった（６７）。

このほか情報の入手できた範囲で執筆者を紹介する。まず松倉順一は，１９０７年に実施された

東京勧業博覧会で商品陳列館の技師となっていた人物である（６８）。依田信太郎も，１９３０年代前半

に日本商工会議所の主事をしており（６９），その後は同会議所の副理事となっているため（７０），おそ

らく日商の専任職員であろう。いずれも行政面で指導等をおこなう立場にいた，公的機関に関連

した人物であるが，特に依田は指導的立場によって得た豊富な情報にもとづき，積極的な執筆活

動をおこなっていた（７１）。

研究者も意欲的に執筆をおこなっている。佐々木十九は，１９１５年に有名な Scott, W. D. の

『広告心理学』１９０８年を翻訳しているから，おそらく広告学の研究者と推測される（７２）。ちなみ

に当時は「広告」という用語が流行しており，マーチャンダイジングや商店研究も広告研究とい

う範疇で捉えるなど，この用語が現在よりもはるかに広い意味で使用されていた（７３）。３冊の著

作のある井関十二郎は，戦前に広告と経営学を担当していた明治大学の教授であり，雑誌『実業

界』の主幹を勤めている（７４）。同様に，１９３７年に『超廉売店経営法』を出した粟屋義純も，明治

大学で広告論を担当していた若き講師であり（７５），おそらく井関の後任であろう。泉俊秀は『現

代流行商品 変遷の研究』１９２３年，『日本染織商工史』上中下巻，１９２６～２８年を出版した研究者
あしかわ

で，蘆川忠雄は『流通商品と其販売』１９２３年等の専門書を出版した商品学の研究者であっ

た（７６）。

もちろん実務家もこれに参入していた。浜田四郎は，東京高商を出て商業雑誌の記者を経験し
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た後に三越で広告部長となった社員であり，その実兄に同種の著作を書いた在野の文化史家・石

井研堂がいる（７７）。浜田は雑誌記者時代に，アメリカの通販会社を実際に見に行っていたという。

同様の百貨店社員として，前波伸子があげられる。同人は，元松屋宣伝部長であり，その経験に

もとづき雑誌等で精力的な執筆活動をおこなうなど，無視できない存在であった（７８）。また大江

新吉は，バロース会社（１８８６年にアメリカで設立された計算機会社）に勤務してキャッシュレ

ジスターを営業販売していたほか，ウールワース会社（１８７９年にアメリカで設立されたチェー

ンストア）加盟のナックス商会で実務経験を積んだ民間人である（７９）。同人は，表の『小売商の

救済策』を出版する以前にも，『現代商店組織の研究』１９２０年，『流行商品変遷の研究』１９２２年

を出版するなど，先進国の経営を見聞した経験にもとづき，民間人ながら旺盛な執筆活動を展開
しょう じ き

している。野元伊太郎は，表２―２２で確認できるように「正路喜社考案部長」という肩書で広告

デザインを担当していた実務家であり，戦後は経営評論家として活躍した（８０）。この会社はかつ

て銀座にあった，大手広告代理店（創業１８９０年）である。

異色の集団としては，文筆業とは全く無縁の人たちもいた。すなわち１９３６・３７年に誠光堂か

ら出版された「一千円で出来る…」，「千二百円で出来る…」のシリーズは，各分野で成功した市

井の店主が実際に執筆していたもようである。例えば，『千二百円で出来る書籍雑誌店開業案内』

は，渋谷区栄通に書籍（古本を含む）・雑誌・煙草店を経営して１０年以上になる，河村清一とい

う人物が実際に執筆しており，同人はまったく文筆業とはかかわりがなかった。もともと誠光堂

という出版社は，誠文堂新光社の創業者・小川菊松と関連のあった堤健治が独立開業した出版社

であり，独立にあたって誠文堂新光社より同社出版物の独占取次権を与えられたといわれる（８１）。

その堤が，おそらく個性的な出版物を出すために，従来のような経営評論家や研究者による概論

ではなく，実際に成功した人物に執筆させる各論で，読者が持つ具体的な疑問に応えることを

表２―２２ 東京商工会議所編『商業経営指導講座』全８巻の概要（１９３８年１０月）

巻 数 タイトル 所属組織の職名 講演者

第１巻

第２巻

第３巻

第４巻
第５巻

第６巻
第７巻

第８巻

商業組合組織と運営
商店街の構成
中小産業金融制度
商店の金融方法
品質管理
科学的商店経営法
団体的商店経営法
経営統計
商店必須法規
店員給与及福利施設
販売及仕入の方法
外交販売術
広告宣伝方法
店舗設計及陳列
照明知識

商工省商務課長
内務省東京地方技術委員会技師
日本興業銀行調査課長
庶民金庫企画課長
日本産業能率研究所長
商工省小売業改善調査委員会委員
中外商業新報社商店課長
明治大学講師
弁護士
日本大学教授商学博士
日本産業株式会社
商店経営研究所長
正路喜社考案部長
川喜田店舗研究所長
東京電気株式会社照明学校長

安田 元七
石川 榮耀
工藤 昭四郎
井関 孝雄
上野 陽一
伊藤 重治郎
福富 恒樹
粟屋 義純
大室 亮一
井上 貞蔵
田中 要人
清水 正巳
野元 伊太郎
川喜田 煉七郎
関 重廣

（注）１．第２巻の庶民金庫は，政府出資の零細な商工業者や勤労所得者に対する貸付機
関である。

２．第７巻の正路喜社は，本文を参照のこと。
（資料） 木村健二「日中戦争前後の朝鮮における「科学的経営法」の導入」の９７頁の

表３より谷沢が作成。
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狙った叢書と推測される。

もちろんこのような執筆の素人ではなく，専門家による叢書も出されている。代表的なものと

して，１９２４・２５年に十合書籍部から出版された商店叢書刊行会編『商店叢書』全１０巻やクラー

ク叢書刊行会編『クラーク叢書』全９巻，１９３８年に森山書店より出版された東京商工会議所編

『商業経営指導講座』全８巻があげられる（８２）。特に後者は日中戦争開始直後に出版され，「個々

の業者に対し時局を正しく認識し，「国策に副う所の合理化経営」を目指さなければならない」

としていた。そして日中戦争開始により「我が中小企業は配給統制，消費節約等に依り其の経営

に影響する所甚大であって，最早旧式の経営では其の維持すらも至難である」という動機にもと

づき出版されていた（８３）。さらにこのシリーズは，表２―２２のように商工省，内務省などの役所，

興銀や庶民金庫などの専門金融機関，明治大・日大などの大学，デザイン関連の民間人を結集し

た，専門家集団による講演要旨であったが，一般の単行本ほど購読者数が多いとは考えられず，

この内容が当時の出版物の平均水準であったとみなすことはできない。あくまでこの内容は，当

時の上限であったとみなすべきであり，彼らがいかなることを考えていたかを理解できよう。

とにかく小売商開業の関連本は，旺盛な需要があったために経営評論家，公的機関関係者，研

究者，実務家（百貨店・販売店関係者）等が入り乱れ，それぞれの立場にもとづく解説書を出し

ていた。内容が実務に関わるだけに誰でもとはいかないが，関連する分野の多様な人物が関与し

ていた。もちろんこれらの著者が活躍できた理由として，商店界社，誠文堂新光社，佐藤出版部

といった出版社が存在していたことにも注目しておきたい。商店界社は雑誌『商店界』を１９２０

年に発刊した出版社であったが，１９１２年設立の老舗出版社・誠文堂新光社も，１９２２年に雑誌

『商店界』を創刊したとしている（８４）。このため商店界社と誠文堂新光社の話が食い違うが，この

点の事情は不明である。また佐藤出版部は，大正中期以降に広告関連の出版物を積極的に出版し

ていたことが確認できる（８５）。このうち誠文堂新光社は，現在でも“趣味”に関する各種月刊誌

を発行している老舗出版社（本社：東京都文京区本郷３丁目）である。彼らの著作物が開業予定

者にどの程度の影響を与えたのか，具体的な内容はいまだ把握できていないが，表２―２１のよう

に多数の関連本が出版された事実は，これらの本が国民に好意的に受け入れられ，非常に高い開

業率を達成する一要素となった可能性を示唆している。

ただしここで注意しなければならない点は，経営評論をおこなっている清水正巳の著書でさ

え，現代のような財務データ等は導入されておらず，それゆえ開業に向けた心構え等を記述す

る，精神訓話に近い代物にすぎなかったことである。逆にそれゆえに，実態を知らない者からす

ると不安が具体化せず，漠然としたイメージのみで開業準備をおこなえたというべきだろう。い

わば“その気にさせる記述”が採用されている。例えば，類似のタイトルで多数出版された開業

案内に関する本のうち，東京商工研究会編『有利な副業と小資本開業案内』１９３８年をみると，

その目次は以下のように構成されている。同書は，１９３８年という準戦時期に入ってからの出版

物であるため，それ以前の本の内容をおよそ推測できるはずである。
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「 商業道

商売往来

素人にも出来る履物店

蛇の目専門の雨傘店

七百円で出来る洋傘店

ます � �有望な靴店

一坪の店で出来る帽子店

儲けの多い時計店

（中略）

附 有利な副業

最も利益の多い豚の飼養
ママ

資本入らすで収益多い山羊の飼養

（以下，省略）」

この目次の初めにある「商業道」とは，いかなるものか疑問に思われるだろう。そこで目次に

掲載されている小見出しをあげると，「一食二銭の生活」，「朗らかに人生を歌へ」，「金の精力は

無尽蔵」，「誠を以て細く長く」，「儲けない商売」，「真の愛嬌とは」といった内容である。また

「商売往来」という項目では，「小売商店の強み」，「商売の上手下手」，「何商売がいゝか」，「経験

の有無」，「場所といふこと」，「店構へのことか」，「店はいつも明るく」，「ブローカーは禁物」，

「将に宣伝の世の中」等があげられる。いずれもとりたてて難しい話ではなく，商売を始めるに

あたっての心構えといった内容にすぎない。

次に本論で掲げられる個別の商売内容を解説しておく。ここでは本論で商売（本業）２８種，

附録で副業６種が，合計３６０頁以上に渡って数字を使わず紹介されている（８６）。そこで具体例と

して「子供相手の学用文具店」をみると，１２頁にわたって以下のような内容が会話形式で記述

されている（８７）。同書のなかではかなり頁数を使っている。まず収益判定はいかにおこなわれて

いたのかをみると，

「「（前略）この小学生相手の学用文具店は，なか � �有望な商売であるといへるのだよ。」

仮りに東京あたりで見ると，一つの学校で三千人から四千人の児童が収容されてゐるものとし

て，それ等の児童の一割が，毎日半紙，墨，筆を十銭づゝ買ふとすれば，一日の売上げは高は四

十円で，その儲けを二割五分とすれば，一日十円の利益となるわけだ。が，併しさうは売れな

い，まづ平均一日十円か二十円ぐらゐに当る。

学用品の類は，三割から四割の利があり，しかもこれ等は殆んど買つて呉れる客がちゃんと見

当がついてゐるのだから，売りはぐれることはないし，またローズも殆んどないのだから，稀ら

しく割のいゝ商売だ。それから玩具になると，五割ぐらゐ儲かるものもあるが，まづ学用品と同
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じやうなものと見てよい。」

次に仕入の方法が紹介される。そこでは「東京の部，日本橋区本町三丁目市川商店 ▲同横山

町三丁目伊藤古一堂 ▲同一ノ一五村瀬商店。 大阪の部（以下省略）」といった実際に主要な

学用文具問屋が紹介される。さらに開業資金がわずかに２００円であったとしたうえで，以下のよ

うな内訳が記述される。
ママ

「内固定資本

金六十円八十銭也

金四十円也 ガラス戸棚重ネ一個

金十五円也 ガラス蓋箱八個飾台共

金一円八十銭也 錻力罐蓋付前ガラス入エナメル塗り二個

（中略）

学用品の部

毛筆，鉛筆，石筆，ブリキ製筆入，消ゴム，クレオン，西洋紙，半紙二種，

（中略）

子供の玩具類の部

資金十円也

ブリキ製，セルロイド製の類，絵本類，一銭売り，玩具，水笛，コマ，洋食道具，絵本等，
マ マ

貨雑の部

資金五十円也

せんべい類，袋入茶，切り昆布，サラシアン，片栗粉，酢の素，削り節，砂糖類，鮭のかんづ

め，海苔のかんづめ，蝋燭，脱脂綿，石鹸，髪洗粉，（ライオン）歯磨ブラシ，マッチ，（中

略）

残金四十五円二十銭也 予備資金」

ずいぶん具体的な仕入内容が記述されている。これほどの細かな記述は，他の商売では確認で

きないなど，この本では最も詳細な事例である。このほかに，ある地方で夫に死なれた２８歳の

未亡人が，遺児２人を抱いて文具店を開業した実話を紹介している。同人は，屋敷地１００坪を売

却して得た資金１，３５０円のうち，１，０００円を貯金に，３５０円を開業資金に充てた。収益面では，

初めの１週間は買上げ５銭毎に２銭の鉛筆をつけ，１ヶ月後の純益は５０円もあった。そして４

月の新学期には収入も８０円ぐらいになるが，１ヶ年の収入を平均すると６０円ほどになるとい

う。

以上の内容から中身は推測できると思うが，基本的には成功した小売商の事例を物語風にやさ

しく記述するスタイルが採られている。前稿の第４節４．１．で詳述したように，当時の小売商の
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大半が帳簿の記帳を行っていなかったほか，そもそも簿記的な記帳様式が統一されていなかった

状態では仕様がなかった。小難しい議論よりも直感に訴える文章のほうが，読者受けしたことは

理解できよう。もちろん清水正巳が科学的経営管理論の研究者・田中満三と共著で出した『貸借

対照表の読方と拵らへ方』１９２４年のように，貸借対照表の解説を中心とした本もあるが，清水

にとってこの種の本はこれ１冊にすぎず，他は上記のような種類の本ばかりである（８８）。それゆ

え開業本の内容は，今日からみてきわめて初歩的なものにすぎなかったが，この種の本が開業を

促す効果は確実にあったと思われる。またこのような環境のもとでは，小売商従業員としての就

業経験を積むことが開業後の事業を成功に導くためには相応に重要であった，といえるのかもし

れない。ただしこれらの情報が，ノンフィクションといった読み物としての面白さはあるが，そ

れを実際の開業行動にどれだけ有効に結びつけられるかという点では，その効果には疑問符がつ

くことも指摘しなければならない。

最後に，以上のような出版物のみが人々の開業を後押ししていたわけではない点も指摘してお

きたい。すなわち卸売業として活躍していた各種問屋が自らの販路を開拓するために，小売商の

開業に向けて資金面の支援をおこなっていた事実があげられる。もちろんこの金融システムの背

後には，流通業や金融業のダイナミックな変化，金融支援に関する政策等も大いに影響していた

はずである。これらの点については，本稿で言及するには大きな負担となるため，それを指摘す

るにとどめておく。現在，この点に関して別稿を準備しているので，そちらで詳述していこう。

（５）地代及家賃の稼得環境

５．１．有力な投資対象

第３節３．２．で確認した，戦前期に中小資産家が実物資産へ積極的に投資していた可能性は，

公表資料等から確認することができる。ただし周知のとおり，東京では明治初期の地租改正や大

正期の借地借家法などによって土地利用が大きく影響を受けたほか，その後も住宅組合制度や同

潤会・住宅営団などの住宅供給組織が設立されるなど，時代とともに土地・住宅の所有や利用の

形態が大きく変化してきたため，戦前期を通じて不動産経営の事業環境を論じることは容易では

ない（８９）。そこで本節では，対象時期を昭和初期に絞ったうえで，主要な先行研究の成果を提示

することで，同時期に地代及家賃収入を稼得する環境が整っていたことを示していきたい。

この分野の研究は，すでにかなりの蓄積があるものの，現在までのところこれらの研究は主に

明治期に集中しており，昭和初期を扱った研究はさほど多くはないが，ここでは初めに倉石雄太

の研究をあげておこう（９０）。倉石は，千代田区神田錦町２丁目（以下，N―２と略記）・錦町１丁目

（N―１）・美土代町（M）・司町１丁目（T―１）という，隣接する４区画を対象として，その所有者

や所有面積の変遷を明治初頭以降の東京のなかで検討している。この研究では，市内の土地所有

がいかなる集団により実施されてきたのかを明治初期から終戦直後まで継続的に検討しており，

我々に都心部における宅地経営の典型的な事例を長期にわたって提供してくれる。
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上記の４地区は，東京メトロ・大手町駅から北に約７００メートル，JR山手線・神田駅から西

に約５００メートルに位置し，いずれも道路を挟んで隣接した平坦な地区である。この場所は現

在，中規模事務所ビル，小規模雑居ビルが建つほか，一部には飲食店が集積しているが，江戸期

には武家地・町地が隣接しており，明治初頭には N―１と N―２は郭内，Mと T―１は郭外になるな

ど，「郭内・郭外」の境界をまたぐ位置にあった（９１）。このため江戸・明治から昭和にかけての多

様な土地利用を把握することができるほか，東京都心部の土地利用構造を象徴的に示す事例でも

あった。この理由より倉石は，同地区を分析することの重要性を強調しているが，まさにこれほ

どの好事例はめったに入手できない。以下では，個別地域の所有者の変化を時間の流れに沿って

みていこう。

図２―１のように，N―２は江戸末期に火除地であったが，明治に入ると安田財閥の所有となり，

昭和初期まで継続されていた。所有者の名義は時代とともに異なっているが，いずれも安田財閥

が所有しており，実質的にはまったく変更されていない。N―１では，江戸末期の旗本・大名屋

敷が明治初期に上地され，それが三條西家（伯爵）・徳大寺家（公爵）の屋敷として転用された

が，両家が後に麹町区に転居したものの，引き続き借地経営がおこなわれていた（９２）。ただし三

條西家は，徐々に経済力が衰退していき，昭和初期には商人たちに売却して，以後は分割されつ

つ商人の所有地となっていた。またMには，幕末期に静岡田中藩の本多家上屋敷（大名屋敷）

図２―１ 神田地区の地権者の推移

（資料）倉本雄太「東京都心部における土地所有構造からみた戦後の都市組織変容過程」の図２。
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があったが，明治以降も同家が居住していた。しかし明治中期には，豪商（呉服太物問屋）・４

代堀越角次郎が購入して，借地経営がおこなわれた。１９２８年には，同家の資産保全会社として

設立された堀越（資）の所有になったが，引き続き借地経営がおこなわれてきた。T―１では，江

戸期には町人地であったため，間口約５間，奥行き１５～２０間の均等な地割であったが，明治期

になっても土地所有者の多さは変わらず，明治末期には３１人であった。彼らの多くは金融業な

どの商業をおこなっていたが，複数の土地を集積して賃貸経営をおこない，徐々に土地所有面積

を大きくしていった。この傾向は昭和１０年代にも続いていた。

ここで堀越角次郎（１８８５～１９５１年）について，補足説明をおこなっておきたい。同家は初代
やすへい

角次郎（旧名：安平）が日本橋通旅籠町に呉服太物店「丸文」を営み，開港後に横浜に出店して

舶来織物も扱い，巨富を得て土地投機に乗り出した（９３）。この資産を引き継いだ４代目は，引き

続き土地投機を進めたほか，日本橋区の所得税調査委員の公職にも就いていた（９４）。ちなみに

１９１６年３月２９日～同年１０月６日付『時事新報』に掲載された「時事新報社第三回調査全国五

拾万円以上資産家」によると，同人に関して「八百万円：堀越角次郎（貸地業）通旅籠町。略

歴：氏は先代角次郎の弟にして明治十八年一月を以て生る。幼名を善七と云い後角次郎に改む。

同二十九年九月家督を相続し視界に其名高し。夫人梅子は松方侯の五女なり」と説明されてお

り，日本橋区内では第４位の資産家であった。近代の職業分類では，家業が衰退していても家業

を本業に職業分類するのが通例であるが，上記の略歴ではすでに本業が「貸地業」，つまり不動

産業と知られていたことが確認される。

さらに資産家による土地投機の事例として，新潟県の１，０００町歩地主・市島家をあげてお

く（９５）。同家では，貴族院議員・徳次郎（生没年不詳）が当主の１８９３年に下谷区入谷町，同金杉

町，同龍泉町に合計１９，５９２坪を購入して，私道や下水などを完備し管理事務所を立てた住宅地

を建設したことが始まりであった。これらの地域は，明治期には市内でも代表的な細民地区であ

り，１９１１年には内務省地方局によって細民調査が実施されていたが，投資の背景には宅地の将

来性を見越しての土地資産の分散化や借家収入を目的としていた（９６）。１９０７年には別荘保養地と

して横浜市金沢町に１，５００坪，同市鶴見町生麦に５，８６２坪を購入する。生麦地区は，その後も関

東大震災を挟んで積極的に買い増しして，最終的には９，２０２坪になったが，３００坪を１区画とす

る文化住宅の計画を持っていたものの実現しなかった。さらに１９３８年には，関東中学（現，千

葉敬愛高校）の財政難を救済するために千葉市弥生町及び穴川町（現千葉市稲毛区）に同校敷地

として６，５３０坪を購入したが，そこに７０～１００坪を１区画とする文化住宅の建設を予定してい

た。これも生麦同様に実現しなかった。このほか１９２３年に本郷区駒込林町に４，０７２坪を購入し

て，一部を分譲したり賃貸したりした。

いま，市島家の収入構成をみると，戦前を通じて収入の大半は小作料収入であったが，これに

地代収入や山林収入が加わったほか，大正中期以降には株式の累増がみられた。その収益率を個

別にみると，宅地経営（１９３８年の下谷地区で１反当り４６０円）が農地経営（１９４３年で４円８０
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銭）よりはるかに有利であった（９７）。このように地方圏の資産家でさえ東京市内の土地に積極的

に投資するなど，貸宅地貸家経営が魅力的なものであったが，その裏付けとなる不動産収益率は

かならずしも安定してはいなかった。すなわち１９０２年頃には，家賃は建築費の１割近く，敷金

は３～６ヵ月であったため，わずか数年で投下資金を回収できたという（９８）。それが１９２１年４月

に公布された借地法・借家法によって，賃料が適正範囲に抑えられたことで収益率が低下したほ

か，さらに関東大震災による被害も重なって賃貸経営の状況が激変した（９９）。このため昭和初期

には，土地を手放すものが現れるなど，つねに土地投資が魅力的であったわけではないが，市島

家の事例もあるため一般化には慎重であるべきだ。

以上のような個別事例だけでは全体像が見えてこない。そこで大正末期・昭和初期に実施され

た数種の調査報告書にもとづき，住宅・土地の賃貸状況を数字で確認しておこう。同時期には，

庶民の住宅問題が大きな政策課題となっていたため，いくつかの調査報告書が作成された。東京

では，１９２２年の東京府社会課編『東京市及近接町村 中等階級住宅調査』（以下，『中等住宅調

査』と略記），１９３１年の東京市社会局編『東京市住宅調査』（同，『市住宅調査』），１９３２年の東京

府社会課編『東京府五郡における家屋賃貸事情調査』（同，『五郡賃貸調査』）があげられる。こ

こで調査世帯数をみると，『中等住宅調査』は１１種（官吏，公吏，警察官，中等教員，小学教

員，会社員，銀行員，電車従業員，職工，雑）の職業に限定して２，８００戸（１００），『市住宅調査』

は市内の小学校を通じて児童の家庭から回収した１１．４万戸（１０１），『五郡賃貸調査』は各町村役場

備え置きの「家屋賃貸価格調査票」より選定した６１万戸であった（１０２）。いま，国勢調査にもと

づき調査対象地域の世帯数をみると，１９２５年の東京府は１４０万戸，３０年の市部は４１．４万戸，同

年の５郡は５７．８万戸であったから，抽出率は『中等住宅調査』が０．２％，『市住宅調査』が

２８％，『五郡賃貸調査』が１０６％（つまり誤差を考慮すれば全数）であった。『中等住宅調査』の

低さが気になるが，その他の調査は信頼性の高いデータである。

まず『中等住宅調査』によって，１９２０年代初頭の建物に占める賃貸の割合（賃貸率）をみる

と，市内と近隣の合計では９３．３％に達しており，職業別では電車従業員９８．３％，職工９６．３％，

警察官９３．７％が高い職種であった（１０３）。おそらく市内に限ってみると賃貸率は１００％に近く，

中等階級以下（中所得層以下の庶民）はほぼ全世帯が借家に住んでいたと考えられる。宅地はわ

ずかに１８．５坪にすぎず，建物は一戸建・二戸建が８２％，部屋数３．１５室，畳数１４．２１畳であり，

そこに４．５３人の家族が家賃１９．７円（収入の１６．８８％）で暮らしていた（１０４）。ちなみに中等階級

とは，最下層の「細民」よりは収入が多い上記１１種に属する階層であり，収入面では「大体に

於いて月収７０円以上２５０円以下」（１０５）に該当する集団であったが，彼らは居住環境面では厳しい

状態を強いられていたことが分かる。

１９３０年代初頭になると，事情が若干異なってくる。すなわち旧１５区に限って大規模サンプル

調査を実施した『市住宅調査』によると，表２―２３のように旧１５区では賃貸率が７１％となり

１９２０年代初頭と比べて２０％ポイント以上も低下している。区別には，小石川，牛込，麻布，四
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谷の４区が８０％以上になり，５郡並みの水準となっている。ちなみに『五郡賃貸調査』で郡部

の賃貸率を計算すると７９．３％となるため，市部よりも郡部で賃貸率が１割近く高くなっていた。

さらに『市住宅調査』と『五郡賃貸調査』を組み合わせると，府内の賃貸率は７７％ほどになり，

たしかに１９２０年代初頭と比べて大幅に低下している。住宅を用途別に住宅と店舗住宅（店舗併

設の住宅，店舗兼住宅）に分けると，旧１５区では店舗住宅の割合が４２％であるため，５郡では

２１％に低下するほか，各賃貸率をみると市部では住宅＞店舗住宅であるが，５郡では住宅＜店舗

住宅となっていた。

ここで店舗住宅の実数に注目してみたい。いま『商業調査書』によると，東京旧市域の全店舗

数は約８万店となっている（１０６）。それに対して表２―２３から店舗兼住宅数は５．３万店であるから，

全体の７割弱に達していた。この割合は，たんに新規開業者のみならず営業年数のかなり長期化

した既存店舗でさえ，職住一体となっていたことを意味する。そしてこのような住宅構造は必然

的に開店時間を深夜まで延長させる効果を誘発し，それが労働時間の長期化に働いたと考えられ

る。またその状況が，小売商の家族労働や住込労働者によって支えられていたほか，特に主婦労

働に多くを負っていた可能性も無視できない。ところでこの店舗兼住宅では，賃貸率が旧市内で

６割強となっていたため，おそらく家業の利益によって持家を取得できるか否かが，小売商に

とっての一つの大きな目標，つまり「成功」の具体的イメージとなったのではなかろうか。あく

まで推測にすぎないが，店舗の自己所有に対する夢の存在を提起しておきたい。

さらに持家世帯に関して，その土地を所有しているか否かを確認してみる。『市住宅調査』で

は，「地代支払いあり」，「同無し」，「同不明」に分けて，このうち「同無し」＝自宅用地の所有

者とみなすと，表２―２３で旧１５区の全世帯比率は４．８％にすぎない。一方，５郡では６．３％とな

るが，そもそも『市住宅調査』では「同不明」のなかに地代支払いをおこなった世帯が混入した

可能性もあるため，この分を考慮すると旧１５区と５郡でさほど大きな差はなかろう。当時の自

宅用地がほとんど一部の資産家に所有されており，住民の大半は借地の上に持家を建設するのが

一般的であった。今日の東京都心部で土地・建物とも所有した住宅がみられるのは，おそらく戦

後になってからなのかもしれない。少なくとも住民が土地・建物とも個人で所有できるように

なった背景には，住宅政策や経済環境の大きな変化があったからであろう。

以上のように，大正から昭和にかけて賃貸率は徐々に低下した。この背景には，新中所得層の

増加による持ち家の増加や，電鉄会社等による分譲住宅の発売，住宅組合制度などの政府による

持家制度の推進があった。とはいえ都市住民の４人に３人は借家住まいというのは戦後と比べて

かなり高水準であり，これらの底堅い需要に支えられて都市部の賃貸住宅市場が維持されてい

た。ちなみにこのような貸家投資の採算性の良さは，当時も注目されていたがゆえに投資を促す

解説本も出版されていた。ここではその代表例として，１９３８年に出版された玉塚締伍『貸家投

資の研究』実業之日本社の内容を紹介しておこう。同人は，貸家関連では『家主読本』といった

事業者向けの本を出版しているほか，玉塚不動産経済研究所の所長と称して不動産金融関連の本
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もいくつか出すなど，現在でいう「不動産コンサルタント」として，戦前から１９５０年代にかけ

て活躍した人物である（１０７）。

玉塚によると，当時は店舗用よりも単純な住宅用の借家を建てるべきであり，その際に収入第

一でいくなら，こまごまと修繕を要求する知識階級よりも，うるさいことを言わない労働者階級

向けに作ったほうが良い。その代わりに雇用が不安定であるため，景気の影響を大きく受け

た（１０８）。費用面では，土地代が建築費総額の２分の１以下でなければ，借地上で貸家経営をおこ

なったほうが採算が合うという。そして収益率は，「地代を支払ひ諸税公課や修繕費，保存費等

を支払ひ，且つ減価銷却費をみると，年八分くらゐが普通の収益とみるべきであらう。しかし二

表２―２３ 東京府の住宅所有状況の概要（１９３１・３２年）

（単位：戸，％）

借 家① 持 家
合計⑤

（＝①＋②
＋③＋④）

賃貸率
（＝①／
⑤）

土地所有に関する
全世帯比率

地代支払い
あり②

地代支払い
無し③

地代支払い
不明④

地代支払
い無し
（＝③／
⑤）

地代支払
い不明
（＝④／
⑤）

旧１５区
麹町区
神田区
日本橋区
京橋区
芝 区
麻布区
赤坂区
四谷区
牛込区
小石川区
本郷区
下谷区
浅草区
本所区
深川区

８０，１２１
１，５７４
３，７０５
２，１４１
４，１７３
６，７７１
３，９４９
２，３６６
３，２５０
５，８７０
７，５３６
５，５６５
７，５７２
８，３７４
９，８４９
７，４２６

３３，５９８
８９９

２，５５３
２，０８８
２，１５８
２，７７３
９７３
８３４
８０９

１，４３５
１，５３７
１，８４９
２，９０５
４，２０３
４，８７１
３，７１１

２４，０３９
６５４

１，８６７
１，９１２
１，３６７
１，８６６
４５５
４３６
３９４
６１５

１，００５
１，３７７
１，９８５
３，３１０
４，３８３
２，４１４

５，４２５
２２７
３３９
１２９
２５３
５０７
３２６
２１４
３０２
６３１
４９３
４５８
３９１
３４８
４１６
３８９

４，１３４
１８
３４７
４７
５３８
４００
１９２
１８４
１１３
１８９
３９
１４
５２９
５４５
７２
９０８

１１３，７１９
２，４７３
６，２５８
４，２２９
６，３３１
９，５４４
４，９２２
３，２００
４，０５９
７，３０５
９，０７３
７，４１４
１０，４７７
１２，５７７
１４，７２０
１１，１３７

７０．５
６３．６
５９．２
５０．６
６５．９
７０．９
８０．２
７３．９
８０．１
８０．４
８３．１
７５．１
７２．３
６６．６
６６．９
６６．７

４．８
９．２
５．４
３．１
４．０
５．３
６．６
６．７
７．４
８．６
５．４
６．２
３．７
２．８
２．８
３．５

３．６
０．７
５．５
１．１
８．５
４．２
３．９
５．８
２．８
２．６
０．４
０．２
５．０
４．３
０．５
８．２

住 宅
店舗住宅

４６，３００
３３，８２１

１３，４４３
２０，１５５

８，８１７
１５，２２２

２，９２５
２，５００

１，７０１
２，４３３

５９，７４３
５３，９７６

７７．５
６２．７

４．９
４．６

２．８
４．５

５ 郡
荏原郡
豊多摩郡
北豊島郡
南足立郡
南葛飾郡

４５６，３９４
１０８，８５０
９５，４００
１５３，５０９
１８，５３５
８０，１００

１１７，１０２
３６，４２４
３１，１９７
２８，３４７
５，４１７
１５，７１７

８０，８９５
３３，０５６
１５，０４４
１８，８８６
３，０７７
１０，８３２

３６，２０７
３，３６８
１６，１５３
９，４６１
２，３４０
４，８８５

―
―
―
―
―
―

５７３，４９６
１４５，２７４
１２６，５９７
１８１，８５６
２３，９５２
９５，８１７

７９．６
７４．９
７５．４
８４．４
７７．４
８３．６

６．３
２．３
１２．８
５．２
９．８
５．１

―
―
―
―
―
―

住 宅
店舗住宅

３５９，５３０
９６，８６４

９３，６８９
２３，４１３

６３，９６３
１６，９３２

２９，７２６
６，４８１

―
―

４５３，２１９
１２０，２７７

７９．３
８０．５

６．６
５．４

―
―

東京府合計 ― ― ― ― ― ― ７７．１ ５．９ ―

（注）１．市部は１９３１年，郡部は３２年の数字である。
２．住宅の定義は以下のとおり。
①旧１５区：「住宅専用として建設された家屋のうち，官舎，公舎を除くすべてのもの」（『東京市住宅調査』の凡
例）。ただし住宅は「普通住宅」，店舗住宅等は「店舗向住宅」等と標記されている。

②５郡：住宅に官舎・公舎が除かれているかどうかは不明だが，おそらく除外されていると推測される（『五郡
賃貸調査』の３‐４頁の第１章，「三，調査範囲」）。また店舗住宅を含む。

３．借家のなかには一部，土地を所有している世帯がいると考えられるが，この事例はほとんどいないと想定した。
４．（参考）の郡部は，荏原郡，豊多摩郡，北豊島郡，南足立郡，南葛飾郡の５郡である。
５．東京府の数値は，１９３０年の世帯数で加重平均した谷沢による推計値である。

（資料） 旧１５区は東京市社会局編『東京市住宅調査』の４０～４５頁，４２２～４２５頁，５郡は東京府学務部社会課編『東京府
五郡に於ける家屋賃貸事情調査』の１８１頁より谷沢が作成。
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軒や三軒所有して片手間に家賃を集めにゆくといふような家主では，六七分，甚だしいのになる

と五分にも廻らぬというのがある。それで余程巧者にやつて一割に廻れば上の部である。玄人で

なければ一割以上には廻り兼ねる」（１０９）という。数字だけでみると，金融資産と比べても遜色の

ない値である。さらに家主のなかには，「甚だしいのになると，家賃が一ヶ年三百円，四年経つ

と掛けた金だけ取りあげられる，あとは儲けだなどと乱暴な計算を立てゝゐる人がある」（１１０）と

いう。もちろんこの計算の背後には，素人考えで減価償却を適切に計上しなかった可能性がある

が，貸家は少なくとも経済的には２０年間は使用できたから，あながちこの計算が間違っている

とはいいがたい（１１１）。ここらが当時の人々の経済感覚なのだろう。

このような貸家投資をおこなった集団がいかなる属性を持っているか，かならずしも豊富な資

料が残っているわけではないが，まったくないわけではない。例えば，プロレタリア作家の佐多

稲子（１９０４～９８年）は，「家賃」という随筆のなかで，昭和初期の借家事情について次のように

書いていた。１９２８年当時，同人は上十条の借家に住んでいたが，その自宅は長屋の１軒であり，

部屋割は縁側に６畳と３畳の２間であった（１１２）。その家主は定年退職した市電の運転士であり，

家賃は８円だったという。そして「当時は，市電の運転士が退職金で借家を建てる，というのは

常識だったらしい。世間でもよくそういっていたものである」と書き残している。家主にしてみ

ると，年金代わりに家賃収入を見込んでいたのだろう。いままでは貸家経営者として，堀越角次

郎といった大資産家を紹介してきたが，佐多の描いた昭和初期の貸家経営者は，むしろ余生を静

かに暮らす庶民であったことに注目したい。そして一方で大資産家による大規模な貸宅地貸家経

営があったが，他方ではこの事例のような庶民による零細な貸家経営層の蓄積があった。

最後に，貸家経営との関連で，土地所有者の割合を数字で確認しておく。土地所有者は地租を

支払うため，地租納税者数でその実数を把握することができる。とりあえず表２―２４では，東京

市内（旧東京市）と郡部に分けた納税者数を示している。土地保有者を個人と法人に区別した統

計を入手することはできないが，おそらく所有者の大半を個人とみて差支えなかろう。また所有

者の居住地別のデータであるため，居住地と異なる地域に土地を所有した場合にもデータとして

計上されるが，このような場合はあまり多くないだろう。そしてこの表では，納税者数・世帯数

のほかに，世帯数に対する地租納税者数の比率（地租納税比率）を地域別に計算している。

まず各地域とも，納税者数・世帯数の両方で増加傾向にあることが確認できる。ただし地租納

税比率をみると，①郡部が市部よりも１０％以上高いこと，②郡部では低下傾向だが，市部では

上昇傾向にある，ことがわかる。①は，郡部が市部よりも地価が安い分だけ取得が容易であるこ

とを示している。なお区別の地租納税比率をみると，麹町，牛込，赤坂，麻布といった山の手地

区が高く，反対に深川，本所，浅草等の下町地区が低い。他方，②は，郡部では積極的な宅地開

発が進んで土地所有者数が人口以上に増えたが，市部では土地が限られ取得が困難であるな

か，１人当り所有面積が減少したことを意味している。上記の図２―１で示した，神田地区で地権

者数が増加した現象が，東京市内で広く発生していた。なお１９３０年の東京市内において，表２―
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６で第三種所得額のうち「貸宅地貸家」の所得人員が４万人であったのに対して，表２―２４では

地租納税者数が約３万人となり，１万人の差が発生している。この差の中には，おそらく貸家の

みの資産家の人数が多数含まれていると思われるが，詳細は不明である。資産家は，基本的に土

地・建物の両方を経営していた場合と貸家のみを経営していた場合の２種類があったのではなか

ろうか。

５．２．賃貸経営の実態

次に賃貸経営の内容についても把握しておきたい。この関連情報は，すでに検討してきた各種

調査より入手できるが，ここでは家賃月額（以下，たんに家賃と呼ぶ）のほかに，敷金，造作，

権利金を考慮しなければならない。このうち敷金は，一般的に入居時の保証金に相当するもので

あり，造作は建物内部の畳，建具等，権利金は身元保証のために追加的に徴収する費用であるた

め，造作と権利金は入居者全員が徴収されるものではなかった。まず『中等住宅調査』による

と，家賃１９．７円，敷金５２．６円程度であった（１１３）。家賃に対する指揮金の倍率が２．７倍となるか

ら，現状の２倍程度よりも割高であった。また収入に対する割合は家賃１７％，敷金４５％，権利

金２％であるため，入居時には一度に月収の６割超の支出が必要であった。もちろん敷金，権利

金は入居時に１回だけ発生するため，入居の翌月からは家賃のみが発生するが，収入に対する家

賃の割合のみをみても，現在は全国平均（２人以上の勤労世帯）で２％程度であるから，いかに

当時の中等階級が大きな支出を強いられていたかが理解できよう（１１４）。

表２―２４ 東京府の地租納税者数の推移

地租納税者数 A（人） 世帯数 B（戸） 地租納税比率 A÷B（％）

１９２５年 １９３０年 １９３５年 １９２５年 １９３０年 １９３５年 １９２５年 １９３０年 １９３５年

東京市（旧１５区）
麹町区
神田区
日本橋区
京橋区
芝 区
麻布区
赤坂区
四谷区
牛込区
小石川区
本郷区
下谷区
浅草区
本所区
深川区

郡 部

２５，４３９
１，１２５
１，３９９
１，２６０
１，３０８
２，１８２
１，５５６
１，１０８
１，２９６
２，５８７
２，４７２
１，７９６
１，９２２
２，２０６
２，０６２
１，１６０

１２５，７２７

２９，４９０
１，３０６
１，７４６
１，３７９
１，４４９
２，５０２
１，９０４
１，２６２
１，５４５
３，１２０
２，７７０
２，２９２
２，１０４
２，３７０
２，３６１
１，３８０

１３９，９７４

３２，２０３
１，４６９
１，８６８
１，４５７
１，６６８
２，８３６
２，１２２
１，３８７
１，６００
３，３１０
３，００５
２，４７７
２，２８５
２，６６４
２，５３９
１，５１６

１４９，９６９

４２９，８５２
１０，２１９
２６，５９９
１８，９９４
２５，８８９
３６，０８４
１９，１４６
１１，６６４
１５，８８８
２６，８７７
３２，６１０
２８，０４２
３９，８６６
５３，２７３
４７，８０７
３６，８９４
５４３，７５５

４１４，６３０
１０，０６８
２３，２９３
１７，３９７
２６，３８１
３４，７７８
１７，３９８
１０，８６４
１４，８７４
２５，４６９
３１，３４４
２７，１５３
３７，５３２
５０，３６５
４９，５９６
３８，１１８
７１１，１４３

４３７，１３０
１０，５４１
２３，９３１
１８，３００
２８，２９７
３６，４２１
１７，５６３
１０，７９７
１５，５１４
２５，１１４
２９，６４１
２７，０９０
３９，６２１
５５，０９９
５４，３０２
４４，８９９
８４５，５７３

５．９
１１．０
５．３
６．６
５．１
６．０
８．１
９．５
８．２
９．６
７．６
６．４
４．８
４．１
４．３
３．１
２３．１

７．１
１３．０
７．５
７．９
５．５
７．２
１０．９
１１．６
１０．４
１２．３
８．８
８．４
５．６
４．７
４．８
３．６
１９．７

７．４
１３．９
７．８
８．０
５．９
７．８
１２．１
１２．８
１０．３
１３．２
１０．１
９．１
５．８
４．８
４．７
３．４
１７．７

合 計 １５１，１６６ １６９，４６４ １８２，１７２ ９７３，６０７１，１２５，７７
３
１，２８２，７０

３
１５．５ １５．１ １４．２

（注）１．地租納税者数とは，東京市外（郡部や他府県）に所在する土地の地租を支払う場合も想定される。
２．東京市は，１９３２年に３５区となったが，上表ではそれ以前と比較するために１９３５年は旧１５区に限定し
ている。

３．郡部とは，５郡（荏原郡，豊多摩郡，北豊島郡，南足立郡，南葛飾郡）のほかに八王子市と島嶼部を加
えた数字である。

（資料） 東京府編『東京府統計書』各年版より谷沢が作成。
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しかし『中等住宅調査』からわずか９年後を経た『市住宅調査』では，家賃３０．８円，敷金

１３５．５円に急増した（１１５）。当時は第１次大戦の反動不況が継続して，一般物価水準が大幅に減少

していた時期であり，消費者物価指数は２９％減少，製造業賃金（男子）９％減少であった。こ

のような急速にデフレが進行するなか，家賃５６％，敷金２．６倍に増加していたから，政策当局

が危機感を持ってその上昇を鎮静化しようと考えたのも納得がいく。都市住民の不満は相当な水

準に達しており，いつ政治に対する不満が爆発してもおかしくない状況にあった。ちなみに『市

住宅調査』では，家賃の値下幅と値上幅を調査しているが，その変動幅の最も多い階層をみる

と，値下幅では５～１０％層が全体の３６％と一番大きかったが，値上幅では４０％以上層が２８％

を占めていたという（１１６）。世帯別にみると値上と値下のいずれも確認できるが，それにしても値

下よりも値上げに変動幅が大きくなる価格行動，いわば「家賃の下方硬直性」が借主の不満を増

幅させていた。

家賃の下方硬直性が強いと，借主によってできるだけ安い家賃の借家に頻繁に転居する行動が

おこなわれることが予想される。この点を確認するために借家の居住年数別の戸数割合をみる

と，『中等住宅調査』では３年未満が４９％に達しているし（１１７），『市住宅調査』でもやはり３年

未満が５０％であった（１１８）。借主が代わるたびに敷金・造作・権利金等の一時的資金が入手でき

るから，借主が見つかるかぎり居住者の入れ替えが頻繁であることが収益率の好転に貢献した。

今も昔もこの点は変わりがない。

ところで貸家経営の特徴は，たんに高い収益率のみをあげるのでは十分とはいえない。なぜな

ら低所得層が借主である場合に，家賃の延滞や家屋明渡の不履行といった賃貸にともなう様々な

トラブルが発生するなど，その管理コストを見積もる必要があるからだ。いわばリターンのみな

らず，リスクの視点も重要となる。この点については，１９３２年に公表した東京市社会局編『借

地借家争議調査』が必要な情報を提供してくれる。この調査は，東京区裁判所において１９３０年

１～１２月までの１年間に取り扱われた東京府内における借地借家の調停事件を，東京市が特別に

閲覧許可を受けて収集した情報である。このため昭和初期における貸宅地貸家の抱える問題を具

体的に入手することができる，貴重な全数調査であった（なお以下では，借地は資産家にとって

の貸家，借家は資産家にとっての貸家として理解して欲しい）。

まず借家の調停事件は，表２―２５（A）のように１９３０年の１年間に府内で７，４００件近く発生して

おり，同地区の借家数は５３．６万戸であったため，その発生率（調停事件数÷借家数）は１．４％

であった。しかしこれを市部と郡部に分けると，市部４．３％，郡部０．９％となり，圧倒的に市部

で借家を巡るトラブルが発生していた。種類別にみると，家屋明渡と延滞家賃の２つが圧倒的に

多く，特に市部・郡部とも家屋明渡が全調停事件の６割前後に達していた。またこれを申立人別

にみると，全調停事件数の９割を貸主がおこなっており，件数の多い家屋明渡・延滞家賃とも貸

主がおこなっていた。ただし家賃値下，家賃協定，家屋賃貸借継続，貸借権確認などは借主が申

し出ていた。
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さらに調停結果をみると，表２―２５（B）のように成立の割合は全体で８割にすぎず，家屋明渡

８４％，延滞家賃８０％もおおむね同水準であった。そして当事者が裁判所に呼び出される回数が，

調停が成立する場合１．７回，不成立の場合３．１回であり，なかには造作買取や借家協定のよう

に，６回を超える場合もあった。調停継続日数（成立の場合）は，全体で２６日に及んでおり，

家屋明渡と延滞家賃もこれに近い日数がかかったが，借家協定，家賃協定のように文書を締結す

るものは４０日を超えるなど，種類によって大きく異なっていた。以上のように借家で法的措置

を講じる場合には，相応の時間と手間がかかっていた。

次に借地の調停事件をみると，表２―２６（A）のように１年間に府内で９３０件が発生しており，借

家と比べるとだいぶ少なくなっていた。この背景には土地所有者がかなり限定されていたためで

ある。先述のとおり東京府内の地租納税者数は１９３０年に約１７万人であったから，その発生率

（＝借地調停件数÷地租納税者数）は０．５％にすぎず，発生率でみても借家調停の３分の１と

なっていた。発生率を地域別にみると，市部１．９％，郡部０．３％となり，市部と郡部の格差は借

家以上に大きいことがわかる。種類別にみると，地代値下２６０件，土地明渡２２９件，借地協定

１７０件，延滞地代１０８件が主要な調停事件であり，件数のバラつきがあるなど借家よりも多様な

事件が多くなっている。調停結果は，表２―２６（B）で成立する場合が全体で５７％にすぎず，借家

以上に低い。そして当事者の呼出回数は，成立の場合でも２．９回，不成立では４．１回にのぼり，

調停継続日数は全体で７４日に達する。当事者の呼出回数，調停継続日数とも借家より多く，特

に調停継続日数は借家の３倍近くに及んでいた。所有土地の管理の難しさは，貸家以上であった

といえよう。

ここで表２―２５，２６の２つの表で確認した事実は，借主側のデータでも裏付けることができる。

すなわち東京市社会局が１９３２年に実施した『東京市失業者生活状態調査』では，収入の不足し

た失業者世帯に対して，その補填方法を労働者別に調査している。ちなみに同調査は，小額給料

生活者失業応急事業の一環として，内務省社会局が６大都市に居住する日雇労働失業者，知識階

級失業者，工場及び交通労働被解雇者を１世帯１人に限定して実施した『失業者生活状態調査』

の東京版であり，調査対象者数は３．１万人に及んだ。当時の東京市総世帯数１０４．４万戸の３％に

当るため，失業者の大半を網羅していたと推測される（１１９）。通常の所得調査では，家計収支を詳

細に調査することはあっても，その不足分の補填方法まで調査することはなかったため，この情

報はきわめて貴重なものである。

調査票では，調査対象月に実際に収入不足となった場合に，その補填方法を表２―２７に掲載さ

れている１０項目のうちから複数選択することとしている。このため項目の合計数を収入不足世

帯数で割ると，各労働者とも２こ程度の方法を選んでいた。いま，各項目数を収入不足世帯数で

割った値を発生率と呼べば，おおむね各労働者とも「家賃，間代，地代ノ滞納」（以下，「家賃

等」と呼ぶ）が大きいことがわかった。これを労働者別にみると，日雇労働失業者７８％，工場

労働被解雇者６７％，知識階級失業者２８％，交通労働被解雇者２６％の順番となり，日雇労働失業

個人小売商世帯において多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？ 137



表２―２５ 東京市の借家争議調停事件の種類別内訳（１９３０年）

（A）件数

総計
申立人 構成比（％）

市部 郡部 不明 貸主 借主 総数 市部 貸主

① 家屋明渡
② 延滞家賃
③ 家賃値上
④ 家賃値下
⑤ 家賃協定
⑥ 借家協定
⑦ 家屋賃貸借継続
⑧ 賃借権確認
⑨ 造作買取
⑩ 造作買取並敷金返還
⑪ 貸間明渡
⑫ 敷金返還
⑬ 敷金請求
⑭ 敷金減額
⑮ 家屋買取請求
⑯ 家屋修理請求
⑰ 立退料請求
⑱ 損害金請求
⑲ 工作物収去
⑳ 間代請求
� 権利金返還
� 賃貸借契約更新

４，４６１
２，０３３

３
３３４
２０
２８２
１０４
６
８９
５
１７
２６
１
１
１
１
１
１
１
１
３
２

１，９７８
８９９
１

２２８
１４
１９５
４６
４
７１
５
１３
２０
１
０
１
０
１
１
０
１
２
１

２，４７８
１，１３４

２
１０６
６
８４
５８
２
１６
０
４
６
０
１
０
１
０
０
１
０
１
１

５
０
０
０
０
３
０
０
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

４，４６１
２，０３３
３
０
０
１６１
０
０
０
０
１７
０
１
０
１
０
０
０
１
１
０
２

０
０
０
３３４
２０
１２１
１０４
６
８９
５
０
２６
０
１
０
１
１
１
０
０
３
０

６０．３
２７．５
０．０
４．５
０．３
３．８
１．４
０．１
１．２
０．１
０．２
０．４
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０
０．０

４４．３
４４．２
３３．３
６８．３
７０．０
６９．１
４４．２
６６．７
７９．８
１００．０
７６．５
７６．９
１００．０
０．０

１００．０
０．０

１００．０
１００．０
０．０

１００．０
６６．７
５０．０

１００．０
１００．０
１００．０
０．０
０．０
５７．１
０．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
０．０

１００．０
０．０

１００．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
１００．０
０．０

１００．０

合 計 ７，３９３ ３，４８２ ３，９０１ １０ ６，６８１ ７１２ １００．０ ４７．１ ９０．４

（資料） 東京市社会局編『借地借家争議調査』東京市役所，１９３２年の２１頁より谷沢が作成。

（B）調停結果

成立 不成立
成立の
割合
（％）貫徹 妥協 譲歩 取下 不調 却下 不為

① 家屋明渡
② 延滞家賃
③ 家賃値上
④ 家賃値下
⑤ 家賃協定
⑥ 借家協定
⑦ 家屋賃貸借継続
⑧ 賃借権確認
⑨ 造作買取
⑩ 造作買取並敷金返還
⑪ 貸間明渡
⑫ 敷金返還
⑬ 敷金請求
⑭ 敷金減額
⑮ 家屋買取請求
⑯ 家屋修理請求
⑰ 立退料請求
⑱ 損害金請求
⑲ 工作物収去
⑳ 間代請求
� 権利金返還
� 賃貸借契約更新

３，７３０
１，６２４

１
２２１
１２
１５０
６２
１
６１
２
１１
１９
０
１
１
１
１
０
０
１
０
１

１，０４９
６９９
０

１４８
１
４７
２０
０
４０
１
７
１２
０
１
１
０
１
０
０
１
０
１

９１８
５１７
１
３１
３
４７
２１
０
１３
０
２
７
０
０
０
１
０
０
０
０
０
０

１，７６３
４０８
０
４２
８
５６
２１
１
８
１
２
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

７３１
４０９
２
１１３
８
６７
８８
１９
１８
１６
３
９
４
０
０
０
０
１
１
０
３
１

６３０
３１４
１
７９
５
６５
１９
５
１５
２
５
３
０
０
０
０
０
０
０
３
０

８４
１３
１
２０
１
４６
１７
０
９
１
１
３
０
０
０
０
０
１
１
０
０
０

１６
８２
０
１２
１
１９
６
０
３
０
０
１
１
０
０
０
０
０
０
０
０
１

１
０
０
２
１
２
０
０
１
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

８３．６
７９．９
３３．３
６６．２
６０．０
６９．１
４１．３
５．０
７７．２
１１．１
７８．６
６７．９
０．０

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
０．０
０．０

１００．０
０．０
５０．０

合 計 ５，９００ ２，０２９ １，５６１ ２，３１０ １，４９３ １，１４６ １９８ １４２ ７ ７９．８

（資料） 東京市社会局編『借地借家争議調査』の６６頁より谷沢が作成。
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表２―２６ 東京市の借地争議調停事件の種類別内訳（１９３０年）

（A）件数

総計
申立人 構成比（％）

市部 郡部 不明 貸主 借主 市部 貸主

① 土地明渡
② 建物収去
③ バラック収去
④ 延滞地代
⑤ 地代値上
⑥ 地代値下
⑦ 地代協定
⑧ 借地協定
⑨ 土地賃貸借継続
⑩ 土地賃貸借契約締結
⑪ 土地賃貸借契約更新
⑫ 借地権確認
⑬ 借地権侵害補償
⑭ 借地権譲渡
⑮ 地代返還請求
⑯ 地代不当利得金返還
⑰ 敷金返還
⑱ 借地権買取
⑲ 借地境界決定
⑳ 建物買取請求
� 建物新築承認
� 道路開設
� 工作物買取
� 工作物除去

２２９
１７
４

１０８
２６
２６０
３５
１７０
３３
３
４
２２
２
５
２
２
１
１
１
１
１
１
１
１

１２６
１２
３
５３
２１
１４９
１７
１１４
２２
１
４
１７
１
５
２
２
０
１
１
１
１
１
１
０

９５
３
１
５３
５

１１０
１８
４９
１１
２
０
５
１
０
０
０
１
０
０
０
０
０
０
１

８
２
０
２
０
１
０
７
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

２２９
１５
４
１０８
２６
０
１７
８０
０
１
０
０
０
２
０
０
０
１
１
０
０
０
１
１

０
２
０
０
０
２６０
１８
９０
３３
２
４
２２
２
３
２
２
１
０
０
１
１
１
０
０

５５．０
７０．６
７５．０
４９．１
８０．８
５７．３
４８．６
６７．１
６６．７
３３．３
１００．０
７７．３
５０．０
１００．０
１００．０
１００．０
０．０

１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
１００．０
０．０

１００．０
８８．２
１００．０
１００．０
１００．０
０．０
４８．６
４７．１
０．０
３３．３
０．０
０．０
０．０
４０．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
１００．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
１００．０

合 計 ９３０ ５５５ ３５５ ２０ ４８６ ４４４ ５９．７ ５２．３

（資料） 東京市社会局編『借地借家争議調査』の６７～６８頁より谷沢が作成。

（B）調停結果

成立 不成立
成立の
割合
（％）貫徹 妥協 譲歩 取下 不調 却下

① 土地明渡
② 建物収去
③ バラック収去
④ 延滞地代
⑤ 地代値上
⑥ 地代値下
⑦ 地代協定
⑧ 借地協定
⑨ 土地賃貸借継続
⑩ 土地賃貸借契約締結
⑪ 土地賃貸借契約更新
⑫ 借地権確認
⑬ 借地権侵害補償
⑭ 借地権譲渡
⑮ 地代返還請求
⑯ 地代不当利得金返還
⑰ 敷金返還
⑱ 借地権買取
⑲ 借地境界決定
⑳ 建物買取請求
� 建物新築承認
� 道路開設
� 工作物買取
� 工作物除去

１５６
１０
２
６８
１３
１５９
２３
６０
１９
０
０
８
２
１
１
１
０
０
０
１
０
１
０
１

５５
５
２
３５
１１
１２９
３
２５
６
０
０
２
１
１
１
１
０
０
０
０
０
０
０
０

６４
３
０
２３
１
１８
１４
２７
５
０
０
１
１
０
０
０
０
０
０
１
０
１
０
１

３７
２
０
１０
１
１２
６
８
８
０
０
５
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

７３
７
２
４０
１３
１０１
１２
１１０
１４
３
４
１４
０
４
１
１
１
１
１
０
１
０
１
０

３３
６
１
３３
４
８９
８
５４
７
１
０
９
０
１
１
０
１
０
０
０
１
０
１
０

３８
１
１
３
９
８
４
５２
７
１
４
４
０
２
０
１
０
０
１
０
０
０
０
０

２
０
０
４
０
４
０
４
０
１
０
１
０
１
０
０
０
１
０
０
０
０
０
０

６８．１
５８．８
５０．０
６３．０
５０．０
６１．２
６５．７
３５．３
５７．６
０．０
０．０
３６．４
１００．０
２０．０
５０．０
５０．０
０．０
０．０
０．０

１００．０
０．０

１００．０
０．０

１００．０

合 計 ５２６ ２７７ １６０ ８９ ４０４ ２５０ １３６ １８ ５６．６

（資料） 東京市社会局編『借地借家争議調査』の１０１～１０２頁より谷沢が作成。
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者と工場労働被解雇者が突出して高い。他方，知識階級失業者と交通労働被解雇者で「家賃等」

の発生率が低い理由は，知識階級失業者では「負債」を，交通労働被解雇者では「貯蓄引出，保

険解約，無尽取立」（以下，「貯蓄引出等」と呼ぶ）を，それぞれ利用できたためであった。この

ため日雇労働失業者と工場労働被解雇者の「家賃等」が突出して高い理由は，信用力の欠如で

「負債」がおこないづらいことや「貯蓄引出等」の貯蓄自体がなかったこと等が影響していると

思われる。

先述のとおり，家計費に占める住居費が大きな割合を占めていたから，低所得階層ほど収入源

が断たれた場合には，家賃等の滞納が重要な不足資金の補填方法となったことがわかる。ちなみ

に実数でみると，日雇労働失業者２．６万人のうち，収入不足者２．２万人，「家賃等」の滞納者

１．８万人であるため，これらの数字からも彼らの行動が推測されよう（１２０）。このような状況に対

して，貸主である小売商の側では借主の支払い能力に関する情報収集をおこなったほか，そもそ

も日雇労働者には貸さないといった，トラブルを回避するためのなんらかのルールを設けていた

と推測されるが，これらに関する具体的な情報は未だ得られていない。今後の研究課題である。

以上のように貸主の側から言うと，貸宅地貸家経営は収益率が高いといってもかなり管理の難

しい事業であった。特に貸宅地に関するトラブルは，貸家以上に複雑で手間のかかるものが多

かった。このようなトラブルがあるにもかかわらず，不動産事業というリスクを敢えて採る人物

は，何世代にもわたって資産を蓄積してきた大金持ちというよりも，一代で事業を成功させよう

やく資産形成に目覚めた小金持ちなのかもしれない。その一つの典型例として，地方から出てき

て商店・工場の経営に成功した自営業主があげられる。これはあくまで筆者の推測にすぎない

表２―２７ 東京市の失業者の不足額補填方法別発生率（１９３２年）

（単位：％）

不足額補填方法
日雇労働
失業者

知識階級
失業者

工場労働
被解雇者

交通労働
被解雇者

家賃，間代，地代ノ滞納
負 債
掛 買
入 質
親戚知人ヨリノ補助
家財売却
貯金引出，保険解約，無尽取立
其の他
処理方法無シ
注意事項（欠食の事実）

７８．４
５２．５
８．５
１９．２
２５．９
３．３
３．８
９．６
２．８
０．５

２８．１
３６．３
１１．９
２３．５
５１．６
８．１
１９．８
８．８
２．６
０．０

６６．７
３２．９
１２．６
９．３
２９．１
１．４
２８．３
１０．３
０．６
０．０

２６．３
１６．１
６．２
５．８
１２．８
２．６
７１．５
１０．６
０．４
０．０

平均選択数 ２．０ １．９ １．９ １．５

（参考）収入不足世帯数 ２２，４４９ ３，０６２ ５１６ ２７４

（注）１．調査対象月（１９３２年９月，１１月）に収入不足となった失業者の補填方法
を示す。

２．発生率とは，回答数を収入不足世帯数で割った比率である。
３．平均選択数とは，総選択数を収入不足世帯数で割った数字である。

（資料） 東京市社会局編『東京市失業者生活状態調査』１９３３年のうち，日雇労働
失業者は第一部の概説７頁と統計原表１３８頁，知識階級失業者は第二部
の概説６頁と統計原表１２４頁，工場労働被解雇者は第三部の概説４頁と
統計原表４５頁，交通労働被解雇者は第四部の概説４頁と統計原表４５頁
より谷沢が作成。
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が，不動産事業をおこなうにはまとまった事業資金が必要であるから，それらを調達しやすい商

店や工場の経営者がこの経営に参入するのは素直な考えである。そしてこのリスクを圧縮するこ

とが，事業の成功に直結するほか，家業である小売商の発展にも繋がっていた。この点では，満

薗論文の主張には同意できるが，それにしても商店経営に加えてこのような不動産ノウハウを兼

ね備えた人物は，人数的にかならずしも多くなかったと考えるべきであろう。

なお不動産事業のリスクを回避する一つの解決策として，大土地所有者のなかには信頼できる

貸家経営者に一括して土地を貸付けて賃料収入を稼ぐことで，土地の管理と収益を同時に達成し

ようという行動をおこす事業家が現れた。またそれを引き受けた事業家（借地上貸家経営者）も

多数存在するという構図ができあがった。例えば，加藤由利子によって紹介された，戦前に下谷

区池之端・本郷区根津地区で貸家経営をおこなったM家は，そのような借地上貸家経営者の一

例である（１２１）。同家は，もともと幕末に新潟県より上京して下谷区池之端で焼酎醸造業を営んだ

が，その後に貸金業に手を広げたほか，１８８５年頃より貸家経営にも乗り出した。１９３２年頃には，

上記地区で合計１０筆８９５坪を所有していたほか，本郷区根津，下谷区茅町等の地区で合計６５５

坪の借地を持っていた。借地の貸主は，おもに日本橋区，神田区，下谷区などの下町に居住する

１１人の個人資産家であったが，なかには日本橋区の渡辺保全会社（後述）といった，大規模に

土地を所有する資産保全会社もあった。

同家の貸家経営は，１９２４年には所有地と借地の両方でおこなわれていたが，借家人１２６人の

うち借地上で６８人，所有地上で５０人であったため，どちらかというと土地を借りて貸家経営を

おこなっていた。M家はあくまで酒造業から発展した事例であったが，小売商でも同様の事例

が多数発生していたと推測される。その際にM家のような借地上貸家経営者が，大規模土地所

有者との交渉を有利に進められるよう，昭和会という団体を設立していた点にも注目したい。す

なわち上記の渡辺保全会社が後に倒産したため，同社に代わってその土地を経営するために，昭

和土地という会社が設立された。同社の保有する池之端七軒町のみの借地人が，借地人相互の親

睦と信頼を高めるとともに，「地主対借地人間ノ互譲的利益ヲ画ルコト」，「借地人内ノ借家人ニ

シテ借家料滞納者アルトキハ之レカ解決ニ尽力スルコト」等を目的として，昭和会を設立したと

いう。このような組織は，借地上貸家経営の利益擁護のために機能した点で注目しておきたい。

もちろん大規模な所有地を維持していくため，第三者に土地・建物を貸与することで貸宅地・

貸家の経営ノウハウを蓄積していくことは，所有者にとって重要なことである。このような事例

（ただし三井・三菱等の財閥を除く）が，先述の堀越角次郎であり，また峯島家・渡辺治右衛門

家であった（１２２）。このため三家（峯島，堀越，渡辺）は，ほぼ幕末から明治初期にかけての江戸

三大地主ということができる（１２３）。このうち峯島家は，１９１５年に資産保全会社として払込資本金

２００万円で峯島（資）という資産保全会社を設立して，同社で不動産事業等を一括して管理する

など，堀越家と同様の管理手法を採用していた（１２４）。戦前期を通じて，伝統的な貸宅地貸家経営

を東京市内で分散して実施していた。また渡辺家でも，先述の渡辺保全会社を設立して同様の事
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業をおこなっていたが，昭和初期の金融恐慌時に系列の東京渡辺銀行が倒産した影響を受けて没

落した。とはいえ没落直前まで，渡辺家または渡辺保全会社が大規模土地保有者であったことに

は変わりはない。渡辺保全会社自らが，１９２０年代半ばに日暮里の道灌山に約３００戸の文化人向

け住宅地を造成し，そこに「渡辺町」を造ったことは有名な事例である（１２５）。

このように本節で扱った貸宅地貸家経営は，戦前期に広く実施されていた現象を紹介しただけ

であり，それが表２―１のような個人小売商の「零細」規模でも日常的に実施されていたと結論付

けることはできない。あくまで事案の間接的な証明をおこなったにすぎない。強いていえば，先

述の佐多稲子が紹介した，定年退職した市電の運転士の事例が個人小売商の実態に近いのかもし

れない。そして貸家経営という身近な目標があれば，将来的に自営業を目指す者ならその目的に

沿って貯蓄に励むであろうし，開業計画が明確になる以前より資産を形成していた可能性がでて

くる。つまり第３節３．２．で，満薗論文では「開業時には実物・金融資産を保有していない」こ

とを前提として議論が進められていた点を指摘したが，そのような前提をおく必要がないことに

なる。戦前，とくに大正末から昭和初期にかけては，皆が資金に余裕があるかぎり貸家経営を望

む時代的風潮があったと考えることができる。

もし個人小売商における貸家経営の存在を認めたとしても，さらに個人小売商では一般的な貸

家経営と異なるルールが支配していたのかもしれないが，現状ではその間接情報さえ入手できて

いない。貸宅地貸家経営にともない，貸宅地収入（地代）と貸家収入（家賃）がいかなる配分と

なっていたのかも確定していない。また本稿全体にかかわる話として，商外所得（つまり貸家経

営）の発生は『小売業経営調査』の情報より確認したにすぎないため，それがどの程度現実に一

般化できる話なのか，つまり実際の地代家賃の発生率とは別次元の内容である。このためには前

稿で指摘した『小売業経営調査』におけるサンプリングバイアスという難問を解決する必要があ

る。また満薗論文の「おわりに」で，商外所得が「一定の割合」で発生していたことを強調し

て，『小売業経営調査』の情報を一般化しようとしているが，これは社会科学の研究としてなん

ら意味のある分析ではない。バイアスを修正してこの「一定の割合」を確定することこそ，真の

研究なのである。

以上の事実を前提とすると，筆者が谷沢論文で提起した「個人小売商で家業の所得水準が低い

場合に，家族員が自宅外の職場で就業して勤労収入を得る複数の所得ポケットを持つことで，安

定的な所得を確保する所得稼得行動を採っていた」という指摘（個人小売商の多就業仮説）は，

未だ検証されていない（１２６）。いわば棄却されるだけの情報が集まっていない。さらに満薗論文で

は，この点について「３ 商外所得の内容」の部分で「中小小売商における商外所得の稼得行動

には，資産形成を通じて安定的な収益基盤の確保へと向かうパターンと，その実現可能性に乏し

い業者が（家族を含めて）多就業へ向かうパターンとの２類型があったと考えられる」（１２７）と主

張している。この記述は，筆者の主張を肯定しているように思われるが，これも当然ながら『小

売業経営調査』より導かれた結果という点で，未だ判断を留保しなければならない。
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（６）資産形成のタイミング

６．１．低迷する家具販売

いままでの議論では，当時の人々が小売商開業の有無にかかわらず実物資産等を形成する可能

性が高いことを示したが，それでは投資をいつ実施したか，いわば資産形成のタイミングの問題

は残されたままとなっている。そこで本節では，この問題を『小売業経営調査』の個票情報を使

用して検討してみたい。このような特定の個票情報を詳細に検討する分析方法は，筆者がここ

２０年以上にわたって実施してきた家族経済史に関する個人計量経済史的アプローチを駆使する

前段階に位置している（１２８）。

この問題を解く鍵として，筆者は同調査における家具１５番の調査票に着目した。同店は，売

上高５，０００円でしかも商外所得が商業所得を大幅に上回る，「小規模経営」の店舗に該当する。

いわば典型的な個人小売商であり，本稿の目的にとっては好都合な規模である。しかもその調査

票は際立った特徴がある。すなわち回答者（以下，店主と呼ぶ）は，調査票の指定箇所に記入す

るのみならず，その余白に詳細な補足説明をおこなうなど，きわめて調査に協力的であった。こ

れらの補足説明を読むと，あたかも読者が調査員として店主と面談していると錯覚するほど，詳

細な関連情報を入手することができる。ちなみに満薗論文では，この存在について全く言及して

いないが，この情報を紹介しないものはもったいないため，本節ではいままでの議論の締めくく

りとして，なるべく詳細に解説していくこととしたい。

ここではまず，調査票（裏面）右下の余白に毛筆による微小の文字で几帳面に記述された，

「御参考迄ニ」という補足説明の文章に注目してみたい。そこでは同店の置かれた事業環境等が

具体的に記されているため，以下ではやや長文ではあるが，その説明文の全文（ただし末尾は判

読不能）を示しておく。

「御参考迄ニ

私共デハ商売デハ到底生計ヲ立テル事ガ出来マセンノデ，不動産カラ生ズル利益ニ依ツテ生

計ヲ立テゝ居マス。従ツテ商売高ニ不似合ナ大キナ家ニ入ツテ居，又店ノアル場所ガ震災前迄

ハ商店街デシタガ，震災後悪クナツテシマッテ商店街デハナイ為，大シテ小売ハキゝマセン。

商店街デナイカラトテ，自分ノ家デスカラ出ルワケニハイカズ，又出テモタンス家具等デハカ
マ マ

サバカリハッテ，買売ノ割合（ニハ）利益ガアリマセンカラ駄目デス。デスカラ使用人ヲ使フ
したしょく

事ガ出来ヅ，家族ノ手ダケデ商売ヲシテ居マス。併シ小売ハ利（益）カナクトモ，多年下 職

ヲ使ツテ参リマシタノデ，ソノ品物ヲハリゐ加工シテ卸ヲシテヰマス。帳簿ハ旧式ソノマゝデ

スカラ，完全ナ計算ガ出来マセンノデ，此ノ表デハ御調査モ御手数ノカゝル事ト存ジマス。

次ニタンス家具小売商人ニ就イテ申上マス。当業界モ震災直後品不足ノ為，相当商売モアリ

マシタガ，上年ト共ニ不振トナリ生産過剰ノ為下落ニ次グ下落ニテ，昭和六年迄下落ハ続キマ

シタ。一般景気不良ノ為，売行不振ニ加ヘテ，デパートノ近代的商売ノ為，又資本ノ不足ノ

個人小売商世帯において多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？ 143



為，利益ノアル高級品ハデパートニ取ラレ，利益少ナキモノノミ小売店デ売ル様ニナリ，為ニ

損シテモ金ニセネバ食へナイト云フ事ニナリ，乱売ニ次グ乱売ニテ粗製品乱売時代トナリ，倒

産休業者続出シマシタ。

処ガ，昭和七年カラ原料不足ニ次グ生産制限ノ為，材料ハ高品売行不振ニモ係ラズ材料ハ値

上リノ一方トナリ，売行ガ悪イノデスカラ材料ノ値上リ程小売ハ上ラズ，生産者ハ工賃ガ下リ

小売業者ハ利巾ガ少ナクナリ，益々商売がシニククナリマシタ。コレガ資本ノアル者許リガ小

売商ヲヤツテヰルノデ，今日原料業者ノ如ク協同一致モ易イノデスガ，小資本ノ者ガ多人数小

売業者ヲ営ンデ居ルノデスカラ，大同団結ガ出来ズ勢イ乱売防止，値段統一トイフ事ガ不可能

デ（ス）。他ニ収入ナキタンス家具業者ハ，倒産ノ一路ヲノミ進ンデ居ルノガ現状デス。デス

カラ金ヲ借リタクトモ貸シ手モナク，借リテモ返ス事ガ不可能デ，家賃ヲ払ツテヰル者ハ家賃

ガ滞ル，買掛金ガ増加ノ一方デ，ソレデモマダオ互ニ乱売シテ，益々利巾ヲ少ナクシテヰマ

ス。コレハドウシテモ現在ノ業者ガ全部合併シ，東京各区ニ一ヶ所位ノ売場ヲ設ケ，各商店ガ

同ジ様ナ商品ヲ持ツテヰル資力デ，上下中各種ノ商品ヲ（以下，判読不能）」（１２９）（カッコ内，

ルビは筆者）。

この小売商は，本所区緑町３丁目（現在の江東区緑三丁目で，JR錦糸町駅南口より西に約１

キロの地点）に所在していた，タンス・指物の製造・販売を本業とした家具商であった。几帳面

な文字の理由は，店主が指物師であったためと理解できる。同人の生年は不明であるが，製造職

人としての修業を経験した直後，１９０８年５月に同地で開業したと想定すれば，調査時点では開

業後２７年近く経っていた。（後述のように一度の転職・転業・転居もなく）一定の修業期間のみ

を見込めば，同人の年齢はおよそ５０歳代前半ぐらいと推測される。その労働力は，店主と男性

の家族従業員２人のみであった（１３０）。店主の年齢から判断すると，この２人は自分の息子たちで

あったと思われる。店舗の立地場所は，震災前には商店街を形成していたが，震災後は商店街か

ら工場街に変化したほか，同地では卸売商店も混在していた（１３１）。そして建物の延坪数（床面

積）は６０坪であり，そのうち営業用として２４坪を有していたため，個人事業者としてはまずま

ずの大きさの店舗であった。このように店舗兼住宅であったため，営業時間は朝８時から夜の

１１時ごろまであり，典型的な下町の職人一家の生活を送っていた。

開業後の事業環境の詳細は不明であるが，上記の文章によると少なくとも震災によって一時的

には相当な復興需要が見込めたようである。ただしその後は業者の過多により売れ行きが不振と

なり，１９３１年までその傾向が続いていた。そこに百貨店が高級品を販売したことで，百貨店に

高級品を奪われたため，低級品を多く販売する傾向になったという。そのなかで，多数の業者が

乱売に次ぐ乱売をおこなったほか，粗悪品が多く出回ったことで，業者の倒産・休業も続出し

た。さらに１９３２年からは，原料不足や生産制限が実施され材料費が上昇したが，その割には製

品の価格が上昇しなかったため，利幅が少なくなり商売が厳しくなったという。この状況にもか
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かわらず，多数の弱小業者が共同で乱売防止の価格カルテルを結ぶことができないまま，借金を

することもままならず，家賃の延滞をしたり，材料等の支払いを延期（つまり買掛金を増や）し

たりしていた。

初めに収入面をみておこう。調査票（裏面）の第二表によると，売上高は小売５，０００円を計上

している（１３２）。この水準は，満薗論文で定義した「零細」には該当しないが，『小売業経営調査』

の「小経営」には含まれるため，どちらかというと小規模であるといえよう。この売上水準は，

前年と比べて「４６ 売上高ハ前年ト余リ違ヒマセン，段々増シマス」の両方を選択しているた

め，ジワリジワリと売上を伸ばしていたと推測される（なお鉤カッコ内の最初の数字は質問番号

を示す。以下同様）。そのもとで「２３ 販売地域ハ競争ガ少ナイデス，商業地デハアリマセンノ

デ」といいつつ，「４７ 売値ハ前年ヨリ２割位高イデス」と回答している。これらの事情から判

断すると，表２―５で確認したように，徐々に事業環境が厳しくなっているなかでも，経営努力で

売上を着実にあげていたと思われる。

その背景には，次のような事情があった。まず得意先のうち，「２４ 常得意ノ売上ハ１割ニ当

リ，約１００戸」あるほか，「２５ 得意先ノ３割ハ中流，７割ハ其ノ他（つまり低所得層）」であっ

た。そのため代金回収方法は，「２９ 売上ノ９割ハ現金，１割ハ掛」としている。一般的に経営

規模の大きい店ほど「掛」での回収割合が少なくなるため，この程度の「掛」割合に抑えていた

ことを考慮すると，当店はたしかに中級品を扱っていたことがわかる。そして「３８ 当店ノ特ニ

誇ル所」として「長キ経験，生産者ヨリ直接仕入」をあげていたほか，「店是（店ノ主義方針）

良品主義」を回答している。その反面，「３９ 当店ノ欠点ト考ヘル所」として「積極的ニ商売セ

ザル処」であり，そのためには「改良シタイ所」として「小売トシテハ良イ場所へ出タイト思イ

マス」としている。これらの回答内容から判断すると，当店は下町でコツコツと中低級品を堅実

に販売する商売をおこなっていたことがわかる。けっして派手な商売ではなく，身の丈にあった

商売をしていたというイメージが浮かび上がる。

次に費用面について。初めに，その把握方法についてみておこう。「４４ 営業［店］ノ会計ト

家計［奥］ハ分ケマス（が），但シ帖面ニハ書キマセン」としており，「４３ 使ッテヰル帳簿ノ種

類ハ日記帳，売上帳，貸売上帳，仕入元帳」としている。このため「御参考迄ニ」で，「帳簿ハ

旧式ソノマゝデスカラ，完全ナ計算ガ出来マセン」と記していることがわかる。この「旧式」に

関して，上記「４３」の補足説明で「和帖」と記述している。和帖とは，おそらく縦の罫線が入り

漢数字で記帳する書式と思われるので，アラビア数字（算用数字）の帳簿のような計算には不向

きであった。そして費用項目は，表２―２８のようになる（１３３）。このうち仕入に関して，調査票

（裏面）の第二表では，補足説明として「私共デハ売上商品ノ原価＝仕入高デス，ドコ迄ガ小売

リカ卸売カワカリマセンカラ全部ヲ書キマシタ」としつつ，４，０００円としている。この数字は，

おそらく「４９ 小売ハ売値ノ８割位デス」という比率を売上高に掛けて求めたものと思われ，日

常的に帳簿を使用している長所はほとんど発揮されなかった。そしてこの仕入金額は「４９ 前年

個人小売商世帯において多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？ 145



ヨリ２割位高イデス」と回答したほか，その補足説明で「又物ニヨリ同ジモノモアリマス」とし

ているため，先述のとおり売値が前年より２割高くなった理由は，仕入が２割高くなったことが

あげられよう。

このほか仕入関係では，「１０ 仕入先ハ生産者７割，問屋２割」であり，タンス等の材料木材

を主に生産者（おそらく製材業者か材木商）から直接仕入れている。また「９ 仕入先ハ変ヘマ

センモノモアレバ，時々変ヘルモノモアリマス」，「１５ 数量ハ大量ニマトメテ又ハ，ソノ時ノ入

用ダケ又ハ，金ノ都合ダケ仕入マス」といった状況であった。このような不定期に仕入がおこな

える背景には，隣接する深川区内に木場があり，その周辺に大手材木商（銘木商）が集積してい

たことが考えられよう。また指物は注文生産主体の商品であり，商品ごとに材料を個別に調達し

なければならないことも影響していたはずである。そして「１７ 仕入代金ハ（月１回）現金又ハ

月２回現金デス」という決済状況であった。この現金決済が支払い延期（つまり買掛金）をおこ

なっていたのかは不明である。ただし調査票（裏面）の第二表の「営業上ノ負債ノ種類」のとこ

ろで，「掛借リ：１００円」が計上されているため，同表の仕入高４，０００円に対する比率をみると，

おそらく常に現金決済がおこなわれ，支払いが滞ることはなかったと思われる。

営業費についてみてみる。表２―２８からわかるように合計で１，００１円となる。この金額につい

て，「５０ 営業費ハ売上高ノ幾割トモ別ニ考へテヰマセン。判然トシマセン（家族デ店ヲヤッテ

ヰマスノデ）。前年ト余リ違ヒマセン」と回答しているため，信頼性はあまり高くなかろう。と

りあえず営業費の個別項目をみると，主要項目として修繕費２００円，地代と点灯・動力・暖房費

各１８０円があるが，いずれも補足説明はおこなわれていない。このほか広告宣伝費は１２６円を支

出していたが，その関連では「３０ 広告宣伝ハ年６回位致シマス」，その「３１ 広告宣伝ニハマ

キビラ，新聞折込ヲ致シマス」。さらに「３２ 広告宣伝用ノ費用ハ予算ハキメマセン」，「３３ 広

告宣伝用ノ文案ハ自店デ作リマス」という。貸倒レと減価償却費は計上されていない。このうち

貸倒レは先述のとおり掛売りが１割あるほか，「５１ 貸倒レハ前年ト余リ違イマセン，殆ドアリ

マセン」としているから，本当は若干発生していたのかもしれない。減価償却費も発生していた

可能性がある。なぜなら立地場所の特性が震災で変貌したという記述から判断すると，自宅も被

災して再建した可能性が高く，もしそうなら建築後２７年経っており，耐用年数（木造住宅２２

年）に達していないからである（１３４）。これらを加味すると，さらに営業費は増加しよう。

このような厳しい事業環境のなか，営業収支は表２―２８のように１２１円の黒字にすぎなかった。

ちなみにこの営業収支とは，前稿の図１―７②で定義した「商業所得」に該当する。満薗流に言え

ば，１２１円という水準は「要保護」水準以下の生活を強いられていたことを意味する。また営業

収益税の純益金が５００円，納税額が１１円であったが，これは実際の収支とかなりかけ離れたも

のであることは，すでに前稿で指摘した結果と同様である。このように厳しい事業環境が続いて

いるなら，我々の感覚からするとその計数管理を正確におこなうなどの経営努力をしてはどうか

と考えるが，当時の中小小売商ではそのような考えは起こらなかったようである。例えば，「５３
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表２―２８ 家具１５番店の経営状況

（単位：％）

報告店番号 １５番

開業年月
営業収入
（１８）商品売上高
（１９）其ノ他ノ営業収入

営業支出
（２０）売上商品原価
（２１）地代
（２２）家賃
（２３）賃銀給料
（２４）広告宣伝費
（２５）点灯・動力・暖房費
（２６）包装費
（２７）配達費
（２８）通信費
（２９）火災保険料
（３０）公租及公課
（３１）負債利息
（３２）貸倒レ
（３３）減価銷却費
（３４）修繕費
（３５）其ノ他ノ営業費

１９０８年５月

５，０００

４，８７９
４，０００
１８０

１２６
１８０

１０
５０
３３

２００
１００

営業収支
営業収支（減価償却控除前）

１２１
１２１

（３７）営業外ノ収入（地代及家賃） ３，０００

現金販売の割合（％） ９０

営業収益税ノ収益決定額
営業収益税
（参考１）商業売上総利益
＝（１８）＋（１９）－（２０）

５００
１１．００

１，０００

（１）土地資産額
（２）借地権

（３）建物資産額
（４）借家権

（５）設備及器具
自転車
自動自転車（原動機付自転車）
自動車
荷車（リヤカー）

１，５００
６，０００

５００
１

１

商品の棚卸 ×

使用している帳簿

営業の会計と家計の分離

（和帖）
日記帳
売上帳
貸売元帳
仕入元帳

×

（注）１．租税の内訳は，営業収益税１１円，雑種税
７円，同業組合賦課金３円６０銭，其の他
１１円７４銭である。

２．家計部門の租税は，所得税２６円６８銭，家
屋税７０円，町会費２５円２０銭である。

３．建物資産額の大半は，家計部門に帰属す
る。

（資料）『小売業経営調査』の調査票（『全国商工会
議所資料 第Ⅰ期 東京商工会議所関係資
料』雄松堂書店の Disc No.20の資料番
号：６６１４）より谷沢が作成。
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商品ノ棚卸ハ致シマセン」ほか，「５５ 商品ノ回転ハ調ベマセン」という。また「５６ 売上ノ予

算表」，「５７ 仕入ノ予算表」，「５８ 利巾ノ予算表」，「５９ 営業費ノ予算表」はいずれも作ってい

ない。大企業ならその効果も容易に現れるだろうが，当店のように従業員が家族３人のみの小規

模な小売商では，そのような計数管理に時間をかけるぐらいなら，むしろ積極的に商品を製造・

販売したほうが良いといったところだろう。

６．２．不動産収入による下支え

以上のように家業の売上高が低迷していたものの，地代及家賃収入が３，０００円入ってきたた

め，一家は食い繋ぐことができ「商売高ニ不似合ナ大キナ家ニ入ツテ居」ることができた。この

ため満薗論文の類型別区分によると，Ⅰに分類される。３，０００円は，あくまで「営業用以外ノ所

有土地家屋カラ生ズル」ものであるから，店舗兼住宅とは別に家計部門がなんらかの不動産を所

有しており，それを賃貸していたことになる。ただし家計部門の資産内訳が調査されていないた

め，建物以外に土地を所有していたかどうかは不明である。

この商外所得の金額は，表２―１の大経営にも相当する水準であるが，この不動産の所在がわか

らないため正確には論評できない。そこで一つの目安として，板橋区仲宿（中山道沿い）の１戸

建てまたは長屋（６畳，４畳半，３畳，台所，洗面所）をみてみると，大正末から昭和初期にか

けて１ヵ月の家賃が１０円程度であった（１３５）。このため当店が貸家のみを所有し，しかもそれら

がすべて下町にあったと仮定すると，家賃相場をその倍（２０円）なら年間２４０円であるから，

３，０００円は１２．５軒分の貸家収入となる。ある程度の商売をする小売商でさえ，この貸家数は多

いように思われる。それゆえ家賃以外に地代も入っていたのかもしれない。しかし以下のよう

に，自宅の土地が借地であることを考慮すると，その可能性はかなり低いだろう。つまり借地上

貸家経営であったと推測され，貸家は１０軒以上となる。

他方，自宅用の建物は，延床面積６０坪，うち営業用面積２４坪（売場面積は１４坪）であり，

その資産額６，０００円が「（３）建物」に記入されていた。これらの記述内容より，①自宅の一部を

店舗として使用していたこと（つまり自宅が店舗兼住宅であること），②自宅は家計部門の所有

ではなく家業部門の所有と看做していたこと，が推測される。本所区の住宅密集地区で延床６０

坪は，当時としてもかなり広い住宅である。建物の計上価額は，前稿の第５節５．２．で明記した

ように「営業用ノ建物（店舗，倉庫等）ガ自己所有ノ場合ハ其ノ時価」であるため，当時の坪単

価から判断すると，６，０００円という金額は６０坪の延床面積分として妥当な水準である（１３６）。その

一方，その底地は資産として計上されておらず，しかも地代１８０円が支出されていたため，借地

であったことがわかる。

ここで，②のように自宅を家業部門の所有と看做しても，登記上は世帯主個人の所有となるた

め，実質的には家計部門の所有となんら変わらない。また金融機関側では，あくまで個人事業者

として認識するから，家計部門での所有と融資上の手続きを実質的に変更するわけでもない。す
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なわち店主の個人保証に加えて，自宅を担保提供すればよいだけのことである。それでも家業部

門に自宅を計上した理由は，おそらくそうしたほうが建物を担保として金融機関から借入しやす

いと，店主側が考えたからかもしれない。ただし自宅を家業用資産と看做すと，家計部門から家

業部門に家賃の支払いが発生するはずであり，もしそれが実際におこなわれていないとしても，

前稿の図１―７②における家計部門の家計費に「帰属家賃」を追加する必要がでてくる（１３７）。その

一方で，地代１８０円と借地権１，５００円を支払っていたため，借地上に自宅建物を建築していたこ

とになる。その際に，この地代や借地権が営業用部分に限定した金額かどうかは確認しなければ

ならない。このようにいくつかの検討すべき点は未解決のままである。

とはいえ当店は，大震災の打撃を受けたにもかかわらず，開業後２７年にして自宅建物と賃貸

用建物という２種類の資産を，商業所得等にもとづき取得していた。現在の低収益からは想像も

つかないほど，過去には商売で繁昌していたことになる。店主がどの地域の出身かは不明である

が，少なくとも小売商としては“職業人生としては成功した”と考えてよさそうである。

ところで地代及家賃収入等の存在は，商店経営にいかなる影響を与えるのであろうか。この点

について満薗論文では，「おわりに」の末尾部分で興味深い主張を提起して論文を締めくくって

いた。この主張は満薗論文においてタイトルとも密接に係わる中心的な論点であるため，参考ま

でにそれに直接言及した部分を以下に引用しておこう。

「（前略）商業経営の状況を比較検討すると，資産収入のある業者は，そうでない業者に比べ

て，商業経営のパフォーマンスが劣るにもかかわらず，平均寿命が長く，他方，勤労収入のある

業者は，他よりも顕著に平均寿命が短い，という特徴がみられた。そのなかで，資産収入を得な

がら長く営業を続けようとする小売商にとっては，短期的には商業利潤を自己の再生産が不可能

な水準にまで切り下げうることになり，そのことが，新規参入者にとって厳しい競争条件を生み

出していた。十分な規模を確保できないかぎり，専業で臨んでも，自己の再生産が不可能な水準

の商業所得しか得ることができず，勤労の傍ら商業を営むという形で参入することになるが，そ

れでは商業経営のパフォーマンスが低く，長く営業を続けることが難しい」（１３８）

満薗自身は，この部分をあえて“仮説”と主張しているわけではないが，小
�

売
�

商
�

全
�

体
�

の経営行

動に関する仮説とみなすことができるため，筆者は暫定的に「商業経営のパフォーマンス仮説」

と呼んでおく。おそらくこの仮説は，結論部分で明確に記述されている事実から判断して，満薗

が満薗論文でもっとも主張したかった内容ではないかと思われる。ただし当仮説は，かならずし

も理路整然と論旨が展開されているとはいえないため，筆者なりに要約すると小売商の経営行動

が商外所得との関連で，以下の３点で構成されている。その際に，満薗論文の「５ 稼得類型別

にみた商業経営の特徴」の記述より判断すると，上記で「商業経営のパフォーマンス」と看做し

ている内容は，総資本経常利益率（ROA），従業員１人当り売上総利益（円），店舗面積１坪当

り売上総利益（円）であるため「ROA等」，平均寿命は「営業年数」と言い換えておく。
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①資産収入のある業者は，ROA等といった経営指標が劣るにもかかわらず，営業年数が長い。

②資産収入のある業者は，短期的には商業利潤を自己の再生産が不可能な水準にまで切り下げ

て，新規参入者に厳しい競争環境を与えている。

③資産収入のない業者は，勤労収入を得つつも再生産不可能な水準の商業所得しか得られない

ため，ROA等が低く営業を続けることが難しい。

以上のように，この仮説はおもに資産収入のある業者とない業者を対比させつつ，その資産収

入の存在が家業の経営業績に大きく影響するという点を強調したものである。ただしここで，上

記の要約文で使用されている用語の意味が不明確であるため，それに関して明確な解釈をしてお

く必要がある。特に，②のベースとなった上記の引用部分「資産収入を得ながら長く営業を続け

ようとする小売商にとっては，短期的には商業利潤を自己の再生産が不可能な水準にまで切り下

げうる」という部分に注目しておきたい（１３９）。ここでは「商業利潤」，「自己の再生産」といった

マルクス経済学の用語が使用されているため，厳密に解釈するにはその分野の知識が必要にな

る。筆者はその分野に疎いが，そういっても第一に「商業利潤の切り下げ方法」について確定し

ておかなければならない。同方法として，おそらく販売価格の引き下げ（廉価販売），無料配達，

無料修繕などが考えられる。このうち廉価販売がもっとも重要であり，他の事項は商業利潤の切

り下げに大きな影響を与えないだろう（１４０）。

これに関連して，第二に「短期的」という表現も気になる点である。短期という期間がどの程

度の長さを指しているのか，まったく説明がない。そもそも短期的に価格を下げるという内容が

登場したのは，「おわりに」の部分のみである。ただし正確に言うと，「短期」という表現自体は

その直前の「５ 稼得類型別にみた商業経営の特徴」の最後の部分で，「営業年数の短さは，主と

して短期間での廃業が多いためであ」（１４１）るという部分でのみ確認できる。この引用部とほぼ同

一の表現が数行前にも出てくる。そこでこの引用部分から推測すると，満薗論文で想定している

「短期的」または「短期間」という用語は，おもに「廃業するまでの期間」であると考えること

ができる。そうだとしても廃業までの期間が数年間なのか，それとも１０年以上を想定している

のかは一切問わない。いずれを示されても，常識的に考えて「短期的に価格を下げる」という内

容に結びつけるのは無理があるが，とにかく著者の主張を尊重して「廃業するまでの期間」，お

そらく常識的に考えれば３年程度としておこう。

第三は，③の「勤労収入を得つつ」小売業を経営しているという部分である。このような事業

形態を，満薗論文では「兼業状態」と看做している。より正確に言えば，兼業状態に関する具体

的な定義は示されていないが，関連する部分から推察すると，勤労収入があること＝兼業状態と

機械的に認定しているようである（１４２）。例えば「５ 稼得類型別にみた商業経営の特徴」におい

て，「第Ⅱ（勤）類型については，兼業状態にあることと，（以下省略）」（１４３），「Ⅱ（勤）の平均

寿命が他よりも目立って短いという点に関しては，（中略）兼業状態にあることと関連づけて理

解できる」（１４４）といった使用例があげられる。ちなみに勤労収入とは，調査票（裏面）の第二表
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にある「（３６）給料及賃銀収入」のことである。しかしこの勤労収入は，「主人又ハ家族ガ他ニ勤

務シテ給料又ハ賃銀ヲ得テ居ラレル場合」であるから，これはあくまで外部労働市場で従業員と

して雇われた場合の収入であり，これを兼業収入と認めることは大いに違和感が生じる。

通常想定される「兼業状態」とは，世帯主が複数の事業を運営しているうち本業以外の事業を

指しているため，たんに勤労収入が計上された状態を兼業状態とみなすことは，一般的な使用例

から乖離している。すなわち兼業状態に注目するのは，世帯主が複数の事業をおこなうことで本

業に投入できる労力が限られると，生産性等のパフォーマンスが低減すると考えるからである。

もし非世帯主が外部で勤労収入を稼いでいるだけなら，本業はほとんど影響を受けないことにな

ろう。ちなみに『小売業経営調査』では，勤労収入が家族のいかなる地位の者（つまり世帯主か

非世帯主か，妻か息子か等）によって稼得されたかが調査されていない。また，もし実際に本業

以外の事業収入が発生していたときには，調査票（裏面）の第二表の「（３９）其ノ他ノ収入」に

記入されると考えられるが，その項目の具体的な中身（兼業内容等）までは記述が求められてい

ない。このように『小売業経営調査』の個票情報を使っても，兼業状態が本業に影響を与える度

合いをチェックすることは不可能である。それゆえ③では，いかなる人々がいかなる事業によっ

て獲得したか一切わからない勤労収入の計上をもって兼業状態と認定し，それが経営パフォーマ

ンスに大きな影響を与えると主張している。

とにかく当店に限ってみると，残念ながら当仮説は適用できないようである。なぜなら当店

は，Ⅰタイプであるため仮説に従うと②のように低価格戦略を採るはずであるが，そうなってい

ないからである。すなわち調査票で，「４９ 仕入値ハ前年ヨリ２割位高」いが，それにリンクし

て「４７ 売値（モ）前年ヨリ２割位高」くするなど，価格引き下げ競争に巻き込まれていない。

もちろん「２７ 販売ハ正札ヲツケテヰマスガ多少ノ御愛嬌ハ致シマス」と回答しているが，初め

から大胆な低価格を付けているわけではないほか，上記の仕入値「４９」の補足説明で「物ニヨリ

（今年の売値が前年と）同ジモノモアリマス」としている。これらの情報を加味すると，当店は

値下競争に加わっていないため，基本的には同仮説に反する事例といえよう。

当時の物価動向は，１９３１・３２年に物価が急騰したが１９３３年頃よりほぼ安定していたから，そ

のもとで１９３５年の状況を聞く『小売業経営調査』で仕入・売値とも前年より２割高くなったの

は，家具業界の事情によるものかもしれない（１４５）。たしかに先述の「御参考迄ニ」によると，

１９３１年までは「一般景気不良ノ為，売行不振ニ加ヘテ，デパートノ近代的商売ノ為，又資本ノ

不足ノ為，（中略）損シテモ金ニセネバ食へナイト云フ事ニナリ，乱売ニ次グ乱売ニテ粗製品乱

売時代トナ」ったと記述しているため，過去には激しい価格競争が発生していたようである。こ

の競争が３５年にも発生していたことは否定できないかもしれない。

このような態度が一般的なことなのか，それとも当店に限ったことなのかどうかは，判断がつ

きかねる。また当店が，この時期にたまたま価格競争をおこなっていなかったのかどうかも，確

認する情報を入手できない。ただし当店では，先述のように「良品主義」を採用していたから，

個人小売商世帯において多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？ 151



価格競争を高品質による差別化政策で切り抜けようと考えていたのかもしれない。また「４０ 営

業ノ将来ヲドウ考へテヰマスカ」という質問に，「小売業ハ当分不況続キノ事ト思ヒマス」と回

答しているため，品質志向の差別化戦略を採り続け，乱売競争に巻き込まれることを回避しよう

と考えていたように思われる。さらに「３９ 当店ノ欠点ト考ヘル所」として「積極的に商売セザ

ル処」，同じく「改良シタイ所」として「小売トシテハ良イ場所へ出タイト思ヒマス」としてい

るため，これらも長期的にみると価格競争を回避する戦略といえなくもない。

それにしてもこの仮説の②で主張しているように，商外所得を得た小売商は乱売がおこなわれ

るなか，それに合わせて商品価格を一層引き下げる行動に打って出るのだろうか。この疑問に対

しては，引き続き当時の資料等を検討する必要があるが，ここでは次の２点を指摘しておきた

い。第一は，満薗論文ではこの仮説を，４つの類型における主要経営指標の比較のみから導いて

いることである。そこでは，『小売業経営調査』の調査個票を個別に精査するといった作業がお

こなわれていないほか，まして『小売業経営調査』以外の資料はまったく検討していない。この

ような場合には，当時の「乱売状態」を個別に検討すべきであるが，それがおこなわれていな

い。仮説の提起の割には，あまりに準備不足である。第二は，仮説の中身の問題として，当時の

ような不況下で小売業界への新規参入の激しい状況が継続しておこなわれるなか，はたして短期

決戦のような一時的な価格引き下げをおこなうことが意味のある行動なのだろうか，という疑問

が浮かぶ。たしかに一時的・地域限定的には効果があるかもしれないが，このような経営行動は

事業の永続性という点では無意味ではないかと思われる。それなら世間並みの価格のままで耐え

忍ぶ行動をとったほうが，無駄に利益を減らさないという意味で，合理的な戦略のように思われ

る。

いずれにしてもこの仮説が成立するか否かは，引き続き当時の様々な価格行動の情報を収集し

たうえで判断する必要がある。結論を急ぐ必要はないが，ここでは満薗論文が興味深い仮説を提

示しているものの，その根拠となる情報をどうも入手していないまま当仮説を構築していたこと

のみ示しておきたい。また本格的な検討は別稿でおこなう予定だが，そのスタートとして様々な

疑問点が考えられることを列挙しておかなければならない。

なお地代及家賃収入の源泉として，当店では自宅に加えて賃貸用の建物１０世帯以上を所有し

ていた。そして「不動産カラ生ズル利益ニ依ツテ生計ヲ立テゝ居マス」と最初に明記したよう

に，現在はこの資産収入が大切な収入源となった。それではこれらの不動産は，いつどのような

方法で取得したのであろうか。あくまで推測でしかすぎないが，おそらく景気循環の好況期に集

中的に投資を実施したと考えるのが順当であろう。そこで図２―２（A）によって戦前期の景気循環

をみると，同人が１９０８年の１０年前より発生した景気好況期として，①１９０１～０７年，②１９０８～

１２年，③１９１４～１８年，④１９２１～２８年が考えられる。このうち最も強い成長を達成したのは，③

の第１次大戦期であったと推測されるが，④の時期には震災後の特需が発生していたはずであ

る。さらに各好況期と不況期を比べると，いずれも不況期よりも好況期のほうが時期が長いた
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図２―２ 戦前期の景気循環

（A）累積ディフージョン・インデックスの推移

（注） 上図の Pは景気循環の山，Tは景気循環の谷を示す。
（資料） 藤野正三郎『国際通貨体制の動態と日本経済』勁草書房，１９９０年の３２３～３２５頁の

データより谷沢が作成。

（B）設備投資比率と実質住宅投資・実質個人消費支出の変化率の推移

（注）１．設備投資比率＝名目粗国内固定資本形成÷名目粗国民支出である。
２．実質個人消費支出と実質住宅投資は，５ヵ年移動平均のデータである。

（資料） 大川一司ほか編『国民所得』のうち，固定資本形成は１７８頁，粗国民支出は１７８頁
住宅投資は２１９頁，個人消費支出は２１３頁より谷沢が作成。
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め，タイミングが合えば事業が順調に発展する可能性が高かったといえるかもしれない。

もっともこの累積 DIは，あくまで変化の方向性を示しているにすぎず，景気の強弱を示して

いるわけではない。そこで図２―２（B）のように，景気の強さを把握するために設備投資比率（＝

名目設備投資額÷名目総国民支出）を作成したほか，タンス等の需要と密接に結びつく実質個人

消費支出や実質住宅投資（非農家）の各変化率をみてみよう。まず景気変動の主役を務める設備

投資比率は，（A）とほぼ同じ動きをするものの，変動幅はだいぶ縮まっている。個人消費支出

は，（A）ほどの大きな変動がないほか，１９０８年前後の景気の谷の時期に底堅い動きをし，反対に

１９１２年の景気の山の時期に低迷している。個人消費は景気の動向と逆サイクルを描いている。

しかし住宅投資は，これら２つの動きともまったく異なっている。１９０９・１０年頃にきわめて力

強い伸びをして大きな建築ブームがおこり，この動きは第１次大戦時にさえ達成されることはな

かった。そして１９２０年代後半からは，マイナス成長を続けており，「御参考迄ニ」で記述されて

いたように，震災後の低迷を象徴した動きとなっていた。

これらの指標の動きから判断すると，おそらく店主が開業した直後から１０年間，つまり１９００

年代後半から１９１０年代前半にかけて建築ブームが到来し，タイミング良く資産形成をおこなう

ことができた。その後１９２３年の関東大震災で実物資産の一部は破壊されたが，一部は引き継い

だほか，新たな震災後の復興需要で数年間は好調な家具販売で取り戻せたといったシナリオが書

けるのではなかろうか。このような資産形成の動きから，おそらく店主は一度も事業転換をおこ

なうことなく，家具商のまま（さらに自宅の転居もないまま）自営業を継続することができた，

幸せな職業人生を経験することができたと推測される。さらに満薗論文で繰り返し指摘してい

た，「営業年数が長いほど資産形成がおこなわれる」という単純な仮定に疑問を投げかける。つ

まり資産形成のタイミングは，それに結びつくある程度の手持資金をいつの時点で集中的に蓄積

できたのかに際して，ほぼ偶
�

然
�

ともいえるようなタイミングの話と密接に結びついている。

さらに満薗論文が営業年数といった内部要因が資産形成に影響を与えたと指摘しているのに反

して，住宅投資動向といった外部要因によって資産形成が左右されていたことを示唆している点

で重要な事実である。そして図２―２（B）のような事業環境の動きにもとづくシナリオは，『小売業

経営調査』の調査対象店舗がなぜ実態よりも古い時期に偏っていたのかを説明する理由になるか

もしれない。もちろん図２―２は，いずれも全国のデータで作成されているため，人口流入の激し

い東京市内の動きとは一致しない可能性があるが，それでも基本的な傾向は類似していると思わ

れる。ただしこの結論が，家具商１店のみの情報にもとづき導かれているため，多様な業種で検

証する必要があることは当然のことである。

なお当店の特徴として，負債が買掛金１００円のみであり，実質的に無借金経営をおこなってい

ることにも注目したい。これは借入金が発生しない業種であることを意味するわけではない。な

ぜなら調査票（裏面）の第一表に「借入金ノ最モ必要ナル時期ハ如何ナル場合デスカ」という質

問があり，それに対して「当業デハ夏デス 夏ハ売行不振デモ下職アリノ為，買ワネバナリマセ
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ンカラ」と回答している（１４６）。借りたいが借りることが難しいと考えるべきである。これに関し

て同表の「金融上ノ希望」という項目では，以下のような回答をおこなっている（なお鉤カッコ

内最初のアラビア数字は，質問番号を示す）（１４７）。

①「１ 現在金融ヲ受ケル上ニハドンナ困難ガアリマスカ」

「不況ノドン底ニアリマスノデ貸手ガアリマセン」

②「４ 営業上苦痛デナイ金利ハドレ位デスカ」

「年利５歩位」

③「５ 借入ニハ何ンナ担保ガ一番便利デスカ」

「家屋」

④「６ 保証人ヲ頼ムニハ誰レガ（団体を含む）一番便利デスカ」

「親族」

⑤「７ 借入形式ノ期限，償還方法，保証人，金融機関其ノ他ニ付希望ガアレバ何デモ書イテ

下サイ」

「年賦」

これらの回答は，概ね順当な内容であるが，このうち③の担保として家屋が一番便利であると

いう点は注目すべきことである。なぜなら当店が，表２―２８で示したように店舗兼住宅を全て家

業部門に計上した理由が，家屋を担保として運転資金等を借り入れることを想定していたからで

ある。このような不動産担保融資は，戦後の金融機関による融資で盛んに利用された手法であっ

たが，すでに１９３０年代もそれがおこなわれていたことになる。この事実に関連して，この質問

項目の余白に記されていた以下の補足説明も，重要な内容を我々に提供してくれる。

「当店ニハ他カラノ借入金ハ全々有リマセン。今迄ノ店ノ資金デ，ヤレルダケノ事ヲシテヰマ

スカラ，又資産ナキ小売業ダケノ者ニハ貸手ハ殆ドアリマセン。アルトスレバ高利貸（日ナシ

貸）位ノモノデス」

この「資産ナキ小売ダケノ者ニハ貸手ハ殆ドアリマセン」という部分が印象的である。これら

の事実から，小売商が資産収入を確保している理由として，たんに商業所得が少ないことによる

“生活費の補填”というだけではなく，突発的な原因で発生する運転資金を借り入れるためにも，

担保物件としての家屋を優先的に取得しておかなければならないという経営上の要請の帰結で

あったことが理解できる。つまり小売商にとっての資産（特に家屋）は，賃貸収入源と担保物件

という２つの性格を備えていた。それゆえに開業の有無にかかわらず将来的に開業を予定してい

る場合には，先行的に担保用資産を取得しておく必要があった。もしその取得が遅れると，「高

利貸（日ナシ貸）」から高い金利を支払って借りることとなり，それが経営を圧迫することに

なっただろう。

最後に，過当競争によって利幅が減少していった業界構造を改善するには，「ドウシテモ現在
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ノ業者ガ全部合併シ，東京各区ニ一ヶ所位ノ売場ヲ設ケ」ることが必要であると主張している点

も注目される。同様の主張は，調査項目「４１ 当業ノ将来ニ希望セラレル事項」でも，「現在ノ

小売業ヲ全部合併シテ区内何ヶ所カニ営業所ヲ設ケ不当競争，不当廉売ヲセズ，経費節約ヲシテ

業界人全体ノ利益ヲ計リタイト希望シマス」と回答していることで確認できる。この主張は，戦

前期のカルテル実施会社による共同販売方式を思い出させるが，おそらく当時の一般的な考え方

であったのだろう。もちろん満薗仮説を否定する考えである。もっともその後の歴史によると，

このような組織は設立されることはなく，その代わり戦時体制の強化のなかでほぼ１０年後には

小売商の強制的な閉鎖が進んでいった。この店主の希望は達成されることがなかったのである。

（７）要約と含意

本稿は，前稿に引き続き満薗論文の抱える問題点を検討しつつ，戦前期における個人小売商世

帯の経済行動を分析した。満薗論文では，小売商の商家総所得で大きな割合を占める商外所得

が，おもに貸宅地貸家収入で構成されていたことを発見したが，それがいかなる仕組みで稼得さ

れていたのか，それとの関連で小売商の経営行動がいかなる状況のなかで決定されていたのかが

解明されていなかった。

当時の主要な公表データを検討すると，小売商はきわめて活発な開廃業を繰り返しており，郡

部では近年の全国平均をはるかに上回る開廃業率となっていた。この背景には，小売業の労働環

境が悪く低所得で容易に参入できたほか，一定割合は他業種より相応に高い所得を得られる産業

特性を有していたことがあげられる。当時の東京圏では，３０代以上の中年層が転職の一形態と

して小売商の開業をおこなうなど，予想外に失業を経た開業が少なかった。開業動機も，経営ノ

ウハウを修得しやすい同業独立型が大半を占めたほか，失業期間１ヵ月以内が過半を占めるな

ど，積極的な労働移動であった。これらの事実は，満薗論文で仮定していた，失業後に手持ち資

産のない状態で開業する者ばかりではないことを意味している。このような活発な転職の理由

に，詳しい経営実態を示す情報が少ないなか，開業を煽る各種書物が多様な経歴の人々によって

第１次大戦時より出版され始め，徐々に活発化していたことがあげられる。その一方で，小売商

の従業員は自己都合で転職する割合が高く，それが経営の不安定性を高めていた。

次に商外所得として地代家賃収入が発生していた理由は，明治以降一貫して貸宅地貸家経営が

資産家の投資行動の一つとなっていたほか，弱小資産家でも退職金を元手に貸家経営を開始する

など，貸家等が気軽な投資対象であったことに求められる。また借地上貸家経営という投資手法

の普及も無視できない。これらの背景には，地方出身者が都市圏に大量に流入して根強い賃貸住

宅需要が発生していたほか，投資を促す解説本等が出版されたことがあげられる。貸宅地貸家経

営は，地代・家賃滞納等の管理コストが発生したが収益率が高かったことで，小売商でも広くお

こなわれた可能性がある。例えば，深川区緑町で開業していた家具商は，家具販売の低迷を借地

上貸家経営でカバーしていた。この貸家は，おそらく独立開業後の１９００年代後半から１９１０年代
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前半に到来した建築ブームで獲得した資金で，タイミング良く建設できたものと思われる。ただ

し同店は，この貸家収入があったのに低価格戦略を採らないなど，満薗論文で提唱された商業経

営のパフォーマンス仮説と異なる行動をとっていた。同仮説は引き続き検証していく必要があ

る。

この貸宅地貸家経営を小売業経営と抱き合わせた事業モデルに関して，次の２点に留意する必

要がある。第一は，持家比率が２割程度と低い水準で，かつ中所得層が十分に拡大していなかっ

た時代であるため，このモデルが成立した可能性がある。戦後は，急速に持家制度の充実や中所

得層の拡大等が進んだことによって，このモデルの成立が難しくなった可能性があるが，この点

を検証しなければならない。第二に，貸宅地貸家経営のほかに金融資産の保有にともなう配当・

利子収入も一定額発生していたと予想されるが，本稿はこの点を全く検討していない。このため

小売商における金融資産の運用については，問屋金融や各種金融機関の歴史を踏まえたうえで，

あらためて論じなければならない。

ところで満薗論文は，一貫して『小売業経営調査』の個票データのみを加工・分析して得られ

た研究成果であり，その成果を他の資料等で確認する作業がほとんど行われていない。唯一，同

論文の「２ 商家所得の水準」で他の資料等を使用して検証しているが，この作業では残念なが

ら大きな問題を含んでいる（この点は，前稿の第２節２．２．を参照）。いわば老人の顔の皺を周到

に観察して，同人の人生を言い当てるような手法であろう。同人の人生を把握するには，現在の

顔や体形はもちろんのこと，親族や友人等から聞き取りをしたり，それを裏付ける各種資料を集

めたりすることが必要となる。入手可能な多様な資料を使わずに，あえて特定の情報に限定する

ことは判断を誤らせる。満薗論文の前半では，対象データの集計作業によって興味深い事実を指

摘していたが，後半に提示された推論は他の資料で裏付けられないがゆえに，むしろ推論の自由

さに一種の爽快感さえ持つことができた。事実の背後にあるメカニズムを繋ぐ媒介項の精緻化が

求められる（１４８）。

最後に，本稿で検討した内容は満薗論文の疑問点として扱ってきたが，その大半が実は谷沢論

文で残された課題であったことを申し添えておきたい。本稿を擱筆することで，筆者にとって十

年来の胸のつかえの一部が快癒した感じを味わうことができた。

［謝辞］本稿を作成するにあたって，田島佳也教授，小川浩准教授，比佐章一准教授（以上，神奈川大学経

済学部）と高橋功氏（北海道二十一世紀総合研究所）より，内容に関する貴重な御意見・御助言を頂戴し

た。また資料収集では，前稿に引き続き吉場千絵課長補佐（神奈川大学附属図書館資料サービス課），和

泉田大介氏（（株）雄松堂書店営業部）・大滝英生准教授（神奈川大学経済学部）にお骨折りいただいたほ

か，失業統計類の収集ではかつて一橋大学附属図書館と久間善定氏（（株）日本図書センター）にご協力

してもらった。ここに記して謝意を表したい。

補論：『失業統計調査』の失業率定義に関する注意点

本稿で言及した『失業統計調査』の失業率は，現在の失業率と大きく異なる概念である点に触れておきた

個人小売商世帯において多収入ポケットはいかなる事情で成立したのか？ 157



有業者のうち
１年以内前の失業
を経験した者

２年前 １年前
半年前

現在 現在の職業 失業当時の職業

工業

工業 商業

失業 商業

商業

工業 失業 商業

商業

商業

商業

商業

失業 失業

失業 失業

失業 工業

商業

商業 あり

商業

工業

商業 あり

商業 －

A

B

C

D

E

現在の職業別人数 商業：３人 失業：２人

計算上の職業別人数 商業：４人 工業：１人

（失業率） 商業：25％ 工業：100％

半年前の職業別人数 商業：４人 失業：１人

失業経験者＝２人の失業直前の職業別人数
（現在は有業者だが、１年以内に失業した者）
 商業：１人 工業：１人

前回調査時の職業別人数 商業：２人 工業：３人
（２年前）

（注）（A）実態Ⅰ記号の意味は以下のとおり
　　就業状態
　　失業状態
（資料）いずれも谷沢が作成

（A）実態Ⅰ （B）実態Ⅱ

（C）失業率の計算方法

い。同調査の調査票は，第１号様式：「失業統計調査申告書（失業者用）」と第２号様式：「失業統計調査申

告書（有業者用）」の２種類で構成されているが，前者には「失業当時の職業」，「失業当時の勤務先」など，

後者にも「最近１年内の失業に付」という中に同様の調査項目が設定されている（詳しくは，『大正十四年

失業統計調査報告』第１巻（記述），１９２７年の７９・８０頁を参照）。このため第１号様式「失業当時の職業」

と第２号様式「現在の職業」の項目に限って，それぞれ職業別に集計することで職業別の失業率（＝

失業者数
有業者数＋失業者数

）を計算している。

しかしこの失業率は，明らかに現在の失業率とは異質な考え方にもとづき作られている。なぜなら図２―

補のように，全部で５人の集団を想定したとき，Bの人物は２年前の調査時は工業であったが，その後の失

業直前には商業に転職していたため，暫定的に商業に所属するとみなしているからである。このような職業

換えによる影響を，失業率の計測にあたってはたして重視すべきか否かは，現在のところ同意されていると

はいえない。なぜなら現在の完全失業率は
失業者数
労働力人口

であり，労働力を提供できる能力を有するか否かのみ

を考慮して失業率を算出しており，失業直前の職業がいかなる職業であるかはまったく考慮していなからで

ある。研究者の一部には，このような「失業当時の職業」を失業率計測にあたって考慮する考え方を好意的

に受け取るが，この点については慎重な扱いが必要であろう（『失業統計調査』の失業率を積極的に評価す

図２―補 『失業統計調査』による職業別人数の計算方法
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る研究者として，山口由等「両大戦間期の労働市場と都市住民」『愛媛大学法文学部論集 総合政策学科編』

第１４号，２００３年２月の４８頁があげられる）。

『失業統計調査』の定義が間違いであるとはいわないが，その設計思想が現在とだいぶ異なる点は強調し

ておく必要がある。

註

（１）ここで満薗論文とは，「昭和初期における中小小売商の所得構造―商外所得に着目して」社会経済史学

会編『社会経済史学』第７９巻第３号，２０１３年１１月であり，筆者の前稿とは谷沢弘毅「個人小売商世帯

において業計複合体をいかに把握するか？―満薗勇論文を手掛かりとして（１）」神奈川大学経済学会編

『商経論叢』第５１巻第３号，２０１６年２月のことである。

（２）本稿では，満薗論文の検討にあたって商業所得，商外所得といった，谷沢論文で提起された概念をその

まま使用する。ただし厳密にみると，商外所得の概念が満薗論文と谷沢論文で若干異なっているが，以下

の議論では煩雑さを避けるため，満薗論文で使用されている概念（定義）に統一して使用する。この概念

の相違点については，前稿の第５節５．１．で詳しい分析をおこなっているので参照して欲しい。

（３）満薗「中小小売商の所得構造」の１３３頁。

（４）谷沢論文とは，谷沢弘毅『近代日常生活の再発見―家族経済とジェンダー・家業・地域社会の関係―』

学術出版会，２００９年の第３章「戦前期東京の個人小売商世帯における業計複合体の形成メカニズム―

１９３０年代前半の商家経済の計量分析―」のことである。ちなみに同論文では，「小経営」規模を『東京市

内ニ於ケル小売業経営並ニ金融調査』に掲載されていた定義をそのまま採用して，「１年間の売上高１万

円未満」としている。他方，満薗論文では，「中小小売商」の定義が示されていないほか，ときとして規

模別分類の用語が混乱して使用されている。これらの点は，前稿の第２節で詳しく分析しているので参照

して欲しい。

（５）中小小売商でさえ商外所得が商業所得よりも大きい業者がいたという事実は，すでに谷沢「戦前期東京

の個人小売商世帯」の２７５頁の表３―２１などで指摘していたため，決して満薗「中小小売商の所得構造」

で初めて指摘された事実ではない。この経緯も前稿の第２節２．１．で詳しく論じているので参照して欲し

い。

（６）この調査は，東京商工会議所編『東京市内ニ於ケル小売業経営並ニ金融調査』同所，１９３７年６月とし

て，報告書が公表されている。

（７）以下では，『小売業経営調査』に関する同一項目に関して複数のデータが使い分けられる。すなわち①

『小売業経営調査』の報告書で公表された集計データ，②『小売業経営調査』の報告書の元になった個票

データ，③満薗論文のなかで公表されたデータ（つまり満薗が②のデータを集計して作成した，表や文章

中に掲載されたデータ）などである。このためこれらのデータは適宜，使い分けられる際に明示していく

こととしたい。

（８）売上高規模別の分類とは，①「零細」は売上高３，０００円未満，②「小」は３，０００円以上１万円未満，③

「中」は１万円以上３万円未満，④「大」は３万円以上である。なおこの規模別分類は，満薗論文中では

かならずしも統一的に表記されていないが，本稿では同論文の本文中で記載されている中心的な用語法を

踏襲する。

（９）満薗「中小小売商の所得構造」の１１５頁。なお本文では，この件を「規
�

模
�

に
�

よ
�

ら
�

ず
�

おおむね一定であ

る」（満薗論文の１２１頁，ただし傍点は筆者）と記述して，その根拠として『札幌市商業調査』や『名古

屋市小売業実態調査概要』でも商外所得が発生していた事実を提示している。しかしこれら他地域の情報

をいくら提示されても，東京市に関する『小売業経営調査』の正確さを立証したことにはならないほか，

まして上記の「規模によらず」という部分を証明したことにもならない。

（１０）攝津斉彦「谷沢弘毅著『近代日常生活の再発見―家族経済とジェンダー・家業・地域社会の関係―』」

『社会経済史学』第７６巻第１号，２０１０年５月の１２６頁の右側。

（１１）最低額が２，５００円である点は，谷沢「戦前期東京の個人小売商世帯」の２７７頁の図３―３で示されてい
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る。

（１２）もしかしたら家業部門で賃貸用の建物を所有しているにもかかわらず，その貸家収入を家計部門の収

入としたことも想定される。法人事業者では，貸借対照表が作成されて賃貸用の資産を所有していること

を明確に確認できるほか，その貸家収入は損益計算書の営業外収入に算入されるため，このような事例は

発生しない。しかし個人事業者では，営業収益税の課税標準がまさに営
�

業
�

にともなう収益であり，基本的

には営業外収入を加味しないことから，賃貸用資産は家計部門のみが保有することを想定している。ただ

し営業上のなんらかの目的にしたがって，その資産を取得するために金融機関等から購入資金を借入れ，

その支払利子が家業部門の経費に振り分けられることもあるだろう。このような事例では，資産とその支

払利子＝家業部門，貸家収入＝家計部門ということになり，辻褄があわなくなる。このため個人事業者で

は，基本的に家業に直接影響を与えるような資産以外は所有を認めず，それらは家計部門が所有したとみ

なすべきかもしれない。以上の考えは，前稿の図１―７の③で表示しているので参照のこと。

（１３）この文章中で使用した引用部分は，いずれも満薗「中小小売商の所得構造」の１２６頁。

（１４）満薗「中小小売商の所得構造」の１２９頁。これとほぼ同様の記述は，同論文の１２６頁でも言及されて

いる。

（１５）戦後の所得税における課税所得の捕捉率については，過去に多数の研究者が参加してその推計値に関

する論争がおこなわれた。その概要については，谷沢弘毅『経済統計論争の潮流―データをめぐる１０大

争点』多賀出版，１９９９年の第４章「所得税捕捉論争―所得税は適正に徴収されているか？」が詳しい。

（１６）谷沢「戦前期東京の個人小売商世帯」の２７８頁。なお文章中の主要データの出所等については，当論

文の該当する注書きを参照して欲しい。

（１７）満薗「中小小売商の所得構造」の１２９頁。

（１８）この事情については，満薗「中小小売商の所得構造」の１３０頁の表１０で確認することができる。なお

満薗「中小小売商の所得構造」の１２７頁にある表６は，個票データを集計して類型別集団の商外所得と商

業所得の階層別内訳（店数）を示したものであるが，この表によるとⅡの総店数は８５と確認できる。こ

のためⅡが８０であるという表１０の数字と一致しないが，その理由は同論文では明記されていない。この

点も指摘しておきたい。

（１９）満薗「中小小売商の所得構造」の１３２頁。

（２０）満薗「中小小売商の所得構造」の１１８頁。なお満薗論文では，『小売業経営調査』が「相対的に営業年

数が長く規模も大きい業者へ対象が偏って」（同論文の１１９頁）いることを気にかけているが，計量分析

をおこなう限りはこの程度の乖離はさほど問題とはならないだろう。

（２１）満薗「中小小売商の所得構造」の１１８頁。

（２２）東京市編『商業調査書』東京市役所，１９３３年の「調査用紙記入心得」の８頁。

（２３）ただし正確に言うと，満薗「中小小売商の所得構造」の１１９頁の表２では，その注）で「（前略）小売

業経営調査では，「開業の年月」という欄への記入が求められ，特にその説明は付されていない」と記述

されているため，「開業」という用語の定義を検討していた可能性は残っている。ただしそれがいかなる

影響を与えるかについては，検討していなかっただろう。

（２４）『小売業経営調査』のデータがサンプリングバイアスを持っていることは，満薗「中小小売商の所得構

造」の１１８～１１９頁に明記されている。

（２５）１９２０・３０年の産業別就業者数と自営業者数については，加茂英司「本当に戦前の自営業者は開かれた

職業だったのか」『大阪学院大学流通・経営科学論集』第３０巻第４号，２００５年３月の６４頁の注３４）の表

を参照のこと。

（２６）加茂「本当に戦前の自営業者」の５８頁。このほか縁故採用については，谷本雅之「近代日本の都市

「小経営」―『東京市市勢調査』を素材として―」中村隆英・藤井信幸編『都市化と在来産業』日本経済

評論社，２００２年の２９頁も参照。

（２７）加茂「本当に戦前の自営業者」の６１頁のグラフ５。

（２８）前稿の第３節３．２．では，東京商工会議所内に「小売商問題懇談会」ではなく，「小売商問題特別委員
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会」が設置されたことを記述している。しかしこの両委員会がいかなる関係にあったのか，詳しい事情は

残念ながら不明である。また数字の変動に若干疑義が持たれる理由は以下のとおり。例えば，山口由等

『近代日本の都市化と経済の歴史』東京経済情報出版，２０１４年の６２頁の表３―１，同６３頁の図３―１は，『東

京市統計年表』の「日用品販売店」データで作成されているが，大震災以降の年ごとの変動がやや不自然

な動きがある。このデータは納税店数であるため，納税に関連したでなんらかの理由があるのかもしれな

い。なによりも小売商問題懇談会事務局が『東京市統計年表』のデータを使わなかった事実こそ，この

データに問題があることを示唆している。このため本稿では，同懇談会に提出された数値を採用した。

（２９）東京市役所編『東京市民の所得調査』（なお本稿では，近現代資料刊行会編『東京市・府社会調査報告

書［大正十一年～昭和十八年］』５０，昭和八年（４），同刊行会，１９９５年）の２０頁。

（３０）『東京市民の所得調査』の４１～４２頁。

（３１）『東京市民の所得調査』の５２頁。

（３２）１９３１年の新市域の個人小売商の数は，東京市編『商業調査書』の１２３６頁による。

（３３）東京府社会課編『東京府五郡に於ける小商業者の現在並其開廃状態に関する調査』の「はしがき」の

３頁。

（３４）これは，『新規開業調査書』下巻の２４頁の（八表）で，販売金額２，０００円未満の店舗数を合計した数

字である。

（３５）この数字は，『新規開業調査書』下巻の２０頁の（六表）で，資本階級１，０００円未満の店舗数を合計し

た数字である。

（３６）『小売業経営調査』の営業年数が２０年近いとみなした理由は，表２―２の開業年次別店数をもとに筆者

が推計した数字が２０．６年であったことにもとづいている。もちろん『小売業経営調査』報告書の６頁の

C「開業ノ年月」によると，規模が小さいほど営業年数が短くなる傾向にあるが，それを考慮しても明ら

かに同調査の営業年数は非常に長い事実を否定できない。

（３７）実は，『五郡開廃状態調査』の掲載データには，ある問題が内在している。すなわち各データ間には，

前年末（または今年初）業者数＋今年中の開業者数－今年中の廃業者数＝今年末（来年初）業者数となる

はずだが，かならずしもそのようにはなっていない。そもそも各年の業者数がいつの時点で計測している

のかもわかっていない。原データは府税営業税であるため年末締めと推測されるが，それを前提とすれば

上記の式が成立するはずだが成立していない。ただし一部の地域で検証した結果は大幅な乖離は生じてい

ないため，あえてデータを修正せずにそのまま使用している。この点はデータを見るにあたって留意して

欲しい。

（３８）近年の開業率の低迷については，様々な文献で指摘されているが，例えば『中小企業白書』平成２年

版の第２部第１章第４節の第１―４―１図を参照されたい。

（３９）先行研究のなかで『五郡開廃状態調査』を利用して小売商の開廃業状況を分析した研究に，山口『近

代日本の都市化と経済の歴史』の第３章「都市化と中小商業者問題」の第３節があげられる。しかし同部

分では，小売商の開業者数の伸び率といった時系列の数字の動きに注目しており，開廃業率自体にはまっ

たく注目していない。この点では，本稿のような分析視点は斬新であるといえよう。

（４０）満薗「中小小売商の所得構造」の１１７頁。ただし“視点が提起”されたにすぎず，具体的にいかに影

響していたかは述べられていない。

（４１）松下は９歳で大阪市の火鉢店に丁稚奉公に出され，本田は１５歳で東京本郷区の自動車修理工場に丁稚

奉公している。

（４２）ただしこのような考えが適用できるためには，①過去の特定年次で極めて力強い好況が存在していた

こと，②各時期における残存確率を一定とみなすこと，のどちらかが成立している必要があろう。このう

ち②の場合には，小売商の n 年後の残存数を Rn，i 時点における残存確率を Pi，i 時点における残存数を

Riとすれば，Rn＝�
���

�

Pi・Riとなる。もちろん残存確率は，好況期には高く，不況期には低くなるなど，

景気変動と密接に関係する指標である。これより複数年次間で Piがほぼ一定であれば，時間の経過とと
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もに残存商店の資産が蓄積していこう。後述のように，『小売業経営調査』の調査対象店は①の理由で経

営体力・資産を蓄えていたように思われる。

（４３）『新規開業調査書』上巻の１頁の「調査範囲」による。この定義によると，たんに個人事業から法人事

業への組織変更は開業とみなされない点に注意して欲しい。

（４４）『新規開業調査書』上巻の１４０頁によると，業主２，０００人のうち修業した者は１，０２１人で，全体の半分

にすぎなかった。しかも修業者総数のうち修業年数が１０年以上は全体のわずかに２１％にすぎなかった。

それより多い５年以上７年未満（２３％）と７年以上１０年未満（１８％）の１０年未満が大半であった。

（４５）攝津斉彦「戦間期における中小小売商の雇用吸収と信用不安―「中小商業問題」の一側面―」『社会経

済史学』第７２巻第２号，２００６年７月の８３～８５頁。

（４６）満薗「中小小売商の所得構造」の１２５～１２６頁。

（４７）満薗「中小小売商の所得構造」の１３３頁。

（４８）これらのデータは，『新規開業調査書』上巻の４３頁の（二表）より入手した。

（４９）「生産者問屋卸商」から借入する店の数は『小売業経営調査』の報告書の４８頁，総数は同書の６頁よ

り入手した。

（５０）相原茂・鮫島龍行編『統計日本経済』有斐閣，１９７１年の１７７頁。
こ しつ

（５１）失業の定義については，『失業統計調査』第１巻の２頁を参照。ここで痼疾とは，「容易に治らないで，

長い間悩まされている病気。持病」のことである。なお当時は，就業（失業）分類が確定していなかった

時期であるため，『失業統計調査』以外も含めた主要調査における就業分類の特徴については，谷沢弘毅

「戦間期日本における就業分類概念の形成過程―東京圏の事例」『大原社会問題研究所雑誌』No.

５０９，２００１年４月が詳しい。

（５２）山口由等は，『失業統計調査』を詳細に検討した論文のなかで，「①９月末現在に失業している者と，

②過去１年に失業経験のある有業者の両者を合わせると，過去１年の間に職を失った人々の数になる」た

め，①÷（①＋②）を「再就職成功率」と呼んでいる。しかしこの考え方のうち，①＋②を「過去１年の

間に職を失った人々の数」とはみなせない。なぜなら①の失業者数には１年以上の失業期間を有した失業

者も含まれているからである。それゆえ筆者の定義した生還率（②÷①）のほうが，失業者数のプールよ

り有業者に生還した割合を素直に示していると思われる。もしこの数字が１００を超えれば，生還率が極め

て旺盛なことを意味し，いわば有効求人倍率における１を超えた状態に類似しているように考えられよ

う。詳しくは，山口由等「両大戦間期の労働市場と都市住民」『愛媛大学法文学部論集 総合政策学科編』

第１４号，２００３年２月の６７頁を参照のこと。

（５３）以上は，東京市役所編『東京市職業紹介所求職事情調査』同所，１９３１年の凡例４～５頁，本文３～５頁

を参照した。

（５４）「軍備縮小」は，山口「両大戦間期の労働市場と都市住民」の６３頁，「行政整理」は同論文の６２頁に

よる。

（５５）以上は，東京市役所編『東京市職業紹介所就職者調査』同市，１９３０年の本文６頁による。

（５６）これらの数字は，東京市役所編『就職者調査』の本文１０頁の表「就職者内訳」より入手した。

（５７）内池廉吉は，東京商大では井藤半彌の指導教授であったから，当時の正統な財政学の研究者であった

とみなして差支えない。そして同人の博士号が法学博士であったが，これは１９２０年の学位令で経済学博

士が法学博士から分離独立される以前に学位を取得していたためと推測され，なんら問題はない。なお小

売商問題研究委員会については，前稿の第４節４．１．を参照のこと。

（５８）本稿では，内池廉吉『小売業統制論』同文舘，１９３８年の３４～３８頁の情報を筆者が再集計している。

（５９）内池『小売業統制論』の３８～３９頁。

（６０）以下は，内池『小売業統制論』の３９～４３頁の要約である。

（６１）内池『小売業統制論』の４３頁の（註９）。

（６２）復元した個人小売商の損益計算書と貸借対照表については，谷沢「戦前期東京の個人小売商世帯」の

２５０～２５１頁を参照。
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（６３）以上は，谷沢「戦前期東京の個人小売商世帯」の２５９～２６５頁を要約したものである。

（６４）難波功士「昭和前期の広告界―雑誌『広告界』にみる人と産業」吉田秀雄記念事業財団編『AD

STUDIES』Vol.２１，２００７年の２９頁。

（６５）倉本長治については，（株）商業界の HPの「沿革」，「商業界の礎を築いた人々」を参照。

（６６）平野隆「戦前期日本におけるチェーンストアの初期的発展と限界」慶應義塾大学商学部編『三田商学

研究』第５０巻第６号，２００８年２月の１７６頁。片岡信之「大正前期における科学的管理法の流入と商工業

学へのインパクト（３）」『桃山学院大学経済経営論集』第５３巻第３号，２０１２年２月の３８頁。

（６７）堀良太については，詳しい経歴は不詳である。ただしWebcat Plusによると，同人の雑誌論文として

「拾錢均一店の經營法 これからキット成功する」『商店界』第１１巻第１２号，１９３１年１２月；「新らしい

経営法 均一料理店」『商店界』第１３巻第２号，１９３３年２月などが確認できる。これらの論文名から判

断しても，均一店の専門家であることは間違いなかろう。

（６８）大橋正敬・西山實「東京勧業博覧会歯科出品物の審査結果，第２報 歯磨および歯ブラシについて」

『日本歯科医学史学会々誌』第１９巻第１号，１９９２年１２月の２１頁。このほか１９３３年１０月１７日付『中外

商業新報』の「パリ見本市の報告会」という記事に，松倉順一の名前が確認できる。

（６９）この事実は，東京市編『商業調査書』１９３３年の目次前のページにある「東京市臨時商業調査会の名

簿」より入手した。この名簿は，前稿で表１―５として掲載されているので参照のこと。

（７０）この事実は，片岡信之「大正前期における科学的管理法の流入と商工業学へのインパクト（２）」『桃山

学院大学経済経営論集』第５３巻第２号，２０１１年１０月の４６頁の注１９）より入手した。

（７１）依田は，以下のような単著を執筆していた。『学理的商略法 販売員と販売術』博文館，１９１６年；『心

理応用 売る法買わせる法』佐藤出版部，１９１６年；『繁盛実例 販売商略』佐藤出版部，１９１７年もある。

これら依田の本の情報については，片岡「大正前期における科学的管理法（３）」の３３頁の注６）と３４頁

の注７）～１０）を参照した。

（７２）牧野幸志「広告効果に及ぼすコンテンツ情報の影響に関する研究（２）―受け手の気分，CM内容の印

象とテレビ広告の好感度，商品評価との関連―」摂南大学経営情報学部編『経営情報研究』第１６巻第１

号，２００８年の１１頁。

（７３）田中政治「戦前の商業経営文献を語る」法政大学イノベーション・マネジメント研究センター編

『WORKING PAPER SERIES』NO.９１の３頁。

（７４）江口潔「百貨店における教育―店員訓練の近代化とその影響―」教育史学会編『日本の教育史学：教

育史学会紀要』第５４号，２０１１年１０月の４８頁。

（７５）「粟屋義純教授略歴・著書目録」亜細亜大経営学会編『亜細亜大学経営論集』第１７巻第１号，１９８１年

の２０１頁。

（７６）神野由紀「ファッション化する子供用品」日本デザイン学会編『デザイン学研究』第５４巻第１号，

２００７年の７４頁。

（７７）浜田の経歴については，片岡「大正前期における科学的管理法（２）」の４６頁の注２２），田中「戦前の

商業経営文献」の４頁，満薗勇『商店街はいま必要なのか―「日本型流通」の近現代史』講談社現代新

書，２０１５年の１０１頁を参照。

（７８）堀新一「百貨店出張販売の本質」京都帝国大学編『経済論叢』第３８巻第６号，１９３４年の１３６頁。

Webcat Plusによると，前波の執筆記事として「菓子店経営ヱツセンス―ニユース・スクラツプ」『製菓

実験』第６巻第８号，製菓実験社，１９３５年８月；「小売店販売方針決め方」『商店界』第１４巻第７号，

１９３４年６月などが確認できる。なお著者の堀は，戦前から戦後にかけて活躍した商業学の研究者であり，

堀新一『百貨店問題の研究』有斐閣，１９３７年などの著作がある。

（７９）矢作敏行「チェーンストアの発展と商人たち（下）」『経営志林』第４０巻第４号，２００４年１月の５６

頁。

（８０）正路喜社については，斎藤悦弘「明治のニュービジネス 広告代理店」吉田秀雄記念事業財団編『AD

STUDIES』Vol.９，２００４年８月の１９頁を参照。
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（８１）以上は，評論家兼翻訳家・小田光雄のブログ『出版・読書メモランダム』における２００９年１１月９日

付「［出版メモ］河村清一の『千二百円で出来る書籍雑誌店開業案内』」による。

（８２）ただし『クラーク叢書』は，全巻とも清水正巳の単著であるため，実質的には同人の単行本の寄せ集

めにすぎないと思われ，他の叢書とは一線を画すべきかもしれない。個別の内容については，Webcat

Plusで検索されたい。

（８３）以上の引用部分は，木村「「科学的経営法」の導入」の９６頁による。

（８４）難波「昭和前期の広告界」の２６頁と（株）誠文堂新光社 HPの「会社概要」より確認した。

（８５）佐藤出版部の代表的な出版物として，例えば千早正寛『現代広告文句辞林』上中下巻，１９１９年などが

あげられる。

（８６）本業２８種，副業６種の具体的内容は，以下のとおりである。本業：履物店，雨傘店，洋傘店，靴店，

帽子店，時計店，雑貨と荒物店，洋品店，金物店，陶器店，売薬店，化粧品店，小間物店，煙草店，学用

文具店，玩具店，万年筆店，書籍店，雑誌店，楽器店，ラヂオ店，喫茶店，西洋料理店，カフェーと
いたち

バー，支那料理店，麻雀倶楽部，美容院。副業：豚の飼養，山羊の飼養，鼬の飼い方，兎の養殖法，輸

出花百合，なめ茸人工栽培。

（８７）以下では，東京商工研究会編『有利な副業と小資本開業案内』富文館，１９３８年の２２０～２３１頁を数箇

所に渡って引用している。ここでは煩雑となるため，カッコ内の引用部分の頁を明記することを省略す

る。

（８８）ちなみに田中満三は，『科学的工業管理学』といった著書を出しているため，経営学の研究者であった

と推測される。田中満三については，片岡信之「日本における経営学の軌跡と課題」日本経営学会編『経

営学論集』第７２号，２００１年９月の３６頁を参照。

（８９）住宅組合制度については，加瀬和俊「戦前日本の持家推進策―住宅組合制度の敵視的意義」東京大学

社会科学研究所編『社会科学研究』第５８巻第３・４号，２００７年３月，同潤会については，小野浩「戦間

期の東京における住宅市場と同潤会―１９３０年代におけるアパート市場の形成」『立教経済学研究』第６０

巻第１号，２００６年７月があげられる。

（９０）この論文は，倉石雄太「東京都心部における土地所有構造からみた戦後の都市組織変容過程」である

が，明治大学青井哲人研究室の HP「Latest ２０１４年度の成果」より入手した。なお以下の江戸・明治期

の所有状況に関しては，明らかな間違い部分を中心として一部を筆者が修正している。

（９１）各地区の現状を具体的にみると，N―２は旧東京電機大学の神田校舎跡地（現在，ショッピングセン

ターを核とした再開発を実施中），N―１は旧電機大学跡地と本郷通りで挟まれ，おもに小規模オフィスビ

ルの集中する地区，Mは住友不動産神田ビルと住友商事美土代ビルが立地し，おもに中規模オフィスビ

ルの集中する地区，T―１はMと外堀通りに挟まれ，おもに小規模雑居ビルと飲食街ビルの集中する地区

となっている。なお明治期の「郭内・郭外」とは，明治初期の遷都にあたって設定された地域区分であ

り，このうち郭内は実質的な遷都の場として武家地が新政府に収用され，その中心に皇居があった。

（９２）旧石高をみると，三條西家は５０２石，徳大寺家は４１０石にすぎなかったから，明治以降の勲功があっ

たとはいえ，もともと財政基盤の弱い公家華族であった。なお旧石高の数字は，『華族譜要』大原新生

社，１９７６年より入手した。

（９３）（初代）堀越角次郎の情報は，『国史大辞典』第１２巻，吉川弘文館の高村直助「堀越安平」より入手し

た。なお初代角次郎は，すでに１８７７年に発行された『東京持丸鑑』において「前頭大デン馬三堀越角次

郎」と記述されるなど，東京市内でもトップクラスの資産家となっていた。これは『東京持丸鑑』は東京

大学附属図書館 HP「番付 NO０５」より入手した情報である。

（９４）所得税調査委員は，すでに先代（三代）堀越角次郎のときに区会議員と兼務して，１８８９年より就任し

ていた。この事実は，税務大学校 HPの租税資料「平成１８年度特別展示：３ 所得税調査委員」の「東京

市日本橋区の所得税調査委員（明治２０年～３１年）より入手した。

（９５）以下の市島家の土地投機については，広田四哉「地主制の解体と財産税」『土地制度史学』第１３７号，

１９９２年１０月を参照した。
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（９６）内務省地方局によって実施された細民調査は，『細民調査統計表』慶應書房，１９７１年に収録してある

「細民戸別調査」を参照のこと。この調査では，３町のほか下谷区の萬年町，山伏町，浅草区の神吉町，

新谷町が対象となっていた。

（９７）収入構成については広田「地主制の解体と財産税」の２２頁，事業の収益率は同論文の３０頁の注７）に

よる。なお下谷地区の収益は，実収地代から公租公課と管理費を控除した純益である。

（９８）加藤由利子「明治における宅地所有の状況と貸地貸家経営（その１）」『青山学院短期大学紀要』第３９

巻，１９８５年１１月の１９２頁。ただし原資料は『戦後宅地住宅の実態』東京大学出版会，１９５２年である。

（９９）倉石「東京都心部」の２頁。ただし瀬川信久『日本の借地』有斐閣，１９９５年が原資料である。

（１００）東京府社会課編『東京市及近接町村 中等階級住宅調査』（記述篇），１９２３年の１１頁。

（１０１）東京市社会局編『東京市住宅調査』第１巻（統計図表）１９３１年の１頁。

（１０２）東京府学務部社会課編『東京府五郡における家屋賃貸事情調査―附 地代及空家の調査』，１９３２年

（本稿では，近現代資料刊行会編『東京市・府社会調査報告書［大正十一年～昭和十八年］』４４（昭和七年

（７）），１９９５年を参照）の１７５頁。

（１０３）東京府編『中等階級住宅調査』（記述篇）の１１頁。

（１０４）東京府編『中等階級住宅調査』（記述篇）の２０・２３頁。

（１０５）東京府編『中等階級住宅調査』（記述篇）の１１頁。

（１０６）谷沢『近代日常生活の再発見』の２３５頁。

（１０７）玉塚締伍の著書として，Webcat Plusでは以下の単著が確認できる。『誰にもできる不動産金融の仕

方』荻原星文館，１９３０年；『誰にもわかる土地家屋担保の話』荻原星文館，１９３３年；『誰にもできる不動

産金融の仕方』六合社，１９３４年；『家主読本』六合社，１９３５年：『財の二重効用性と新企業形態アモン・

システム』玉塚不動産経済研究所，１９３７年；『不動産金融原論』高陽書院，１９４０年；『新不動産法律の解

説と見透し：附・関係法律全文輯録』不動産経済研究所，１９４１年：『不動産投資の仕方』実業之日本社，

１９５２年；『あたらしい不動産金融の仕方』不動産経済研究所出版部，１９６０年。

（１０８）以上は，玉塚締伍『貸家投資の研究』実業之日本社，１９３８年の１０～１１頁による。

（１０９）玉塚『貸家投資』の２２～２３頁。

（１１０）玉塚『貸家投資』の２３頁。

（１１１）２０年間という情報は，『貸家投資』の２４頁による。

（１１２）以下の情報は，佐多稲子「家賃」週刊朝日編『値段の明治・大正・昭和風俗史』朝日新聞社，１９８１

年の１４８頁による。このほか岩瀬彰『「月給百円」サラリーマン―戦前日本の「平和」な生活』講談社現

代新書，２００６年の８９～１０２頁も参照のこと。

（１１３）東京府編『中等階級住宅調査』（記述篇）の６４頁。

（１１４）この情報は，総務省統計局の HPに掲載された『家計調査』より入手した。

（１１５）ちなみに家賃は東京市編『東京市住宅調査』第１巻の４１頁の階層別データより，敷金は同書の４３４

頁の階層別データより，それぞれ筆者が推計したものである。

（１１６）東京市編『東京市住宅調査』第１巻の１２頁。

（１１７）東京府編『中等階級住宅調査』の３３頁。

（１１８）東京市編『東京市住宅調査』第１巻の１７頁。

（１１９）東京市社会局編『東京市失業者生活状態調査』１９３３年の「第一 総説竝総表」の１頁。なお『失業

者生活状態調査』の概要については，相原ほか編『統計日本経済』の１９０～１９２頁を参照のこと。

（１２０）これらの数字は，『東京市失業者生活状態調査』の「第二 種別失業者生活状態 一部 日雇労働失

業者」の「一．概説」の７・１４頁より入手した。

（１２１）以下の内容は，加藤由利子「戦前における借地上貸家経営について―東京下谷区のM家の事例―」

『青山学院女子短期大学紀要』第４４巻，１９９０年１１月より入手した。

（１２２）加藤「明治における貸地貸家経営（その１）」の１９０頁。

（１２３）幕末から明治初期における東京の土地所有状況については，柴田徳衛「江戸から東京へ―土地所有の
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変遷―」『東京経大学会誌，経済学』第２５１号，２００６年１０月が詳しい。「江戸三大地主」については，同

論文の１２３頁の第７表を参照。

（１２４）峯島（資）の事例は，加藤由利子「明治における宅地所有の状況と貸地貸家経営（その２）」『青山学

院短期大学紀要』第４０巻，１９８６年１１月の１２５頁を参照。また峯島（資）については，谷沢弘毅ほか

「戦前東京における高額所得者の階層移動（試論）」『札幌学院商経論集』第２３巻第２号，２００６年１１月の

１７４頁を参照のこと。

（１２５）渡辺治右衛門家による不動産開発については，小川功「金融恐慌と機関銀行破綻―東京渡辺銀行の系

列企業を中心に」『滋賀大学経済学部研究年報』Vol.３，１９９６年の７２～７５頁が詳しい。

（１２６）個人小売商世帯における多就業仮説については，前稿の第２節の２．１．が詳しい。

（１２７）満薗「中小小売商の所得構造」の１２６頁。

（１２８）個人計量経済史に従った具体的な分析方法は，谷沢『近代日常生活の再発見』の第１章「個人計量経

済史学の新潮流」が詳しいので参照のこと。

（１２９）この家具１５番の店主の原文は，あくまで『全国商工会議所資料 第Ⅰ期 東京商工会議所関係資料』

雄松堂書店，２０１０年の Disc No.２０（資料番号：６６１４）に収録されている調査票（裏面）の画像より入手

した。以下の家具１５番の情報はいずれもこの画像より入手している。この原文は，いずれも句読点や段

落のない漢字カタカナ混じりの文章であったため，本稿では原文には手を付けずに句読点・段落のみを加

えている。ただしこの画像は，元資料から一度マイクロフィルムに焼いた後に DVD化しているため，マ

イクロフィルムに焼いた際に資料の端の部分が不鮮明または欠落している。このため「御参考迄ニ」で

は，末尾の部分が判読不能となっており，残念ながらその部分の情報は入手できなかった。雄松堂書店に

問い合わせたところ，東京商工会議所では現在もこの資料を保管しているが，現在，同ビルの建替え工事

中につきこれら資料類を他所で保管中であるため，２０１８年１０月のビル完成時まで閲覧できないという。

残念だが，数年間は内容を確認することができない状態にある。

（１３０）従業員に関して，調査票（表面）の「６１ 店員の数」で記入した家族従業員に店主を含むか否かは，

調査票中に具体的な説明がない。満薗論文の注１９）では含むと解釈しているが，筆者も同様に考えてい

る。

（１３１）当時の主要な商工業者を網羅した東京市役所編『東京市商工名鑑 第五回』ジャパン・マガジーン

社，１９３３年によると，その【和家具・指物・建具・表具及同材料・襖類】欄に当店と思われる家具商は

掲載されていなかった。それは，同書が営業収益税納税額６０円以上に限定されているため，当店のよう

な営業収益税１１円の小売商は基準に満たなかったことによる。ただし同書の２２９頁には，近隣の業者で

ある本所区緑町３―１４―２に立地する丸山家具工場（店主；丸山棟一郎）が掲載されている。同店は，家具

１５番と同様に家具の製造・販売を目的とした家具商であり，当時の営業収益税額は８４円であった。同じ

町内にこのような大手家具商が存在していた事実は，この地区が商工混在地域であったほか，もしかした

ら当店の店主はこの工場で修行した可能性も否定できないだろう。

（１３２）なお調査票（表面）の右上には，「本業 タンス指物小売業，卸業，加工業」（下線部が店主による自

筆部分）と回答しているほか，売上の販売方法について「２９ 卸ハ１０割掛デス」としている。また（裏

面）第二表の「（１８）商品売上高」で「小売５，０００円，卸３，０００円」と回答していたが，卸部分は鉛筆で

消去されていた。また「（２０）売上商品原価」のところで「ドコ迄ガ小売分カ卸分カワカリマセンカラ全

部ヲ書キマシタ」という補足説明があり，６，８００円と記述されていたが，それが鉛筆で４，０００円に書き直

されていた。これらの調査員による修正を重視して，本稿では表２―２８のように小売業のみの売上高

５，０００円，売上商品原価４，０００円とした。

（１３３）表２―２８の費用項目のうち，公租公課に算入した個別税額等については，前稿の補論を参照のこと。

（１３４）東京理科大学工学部第二部建築学科・辻本誠教授の HPに掲載されている「関東大震災マップ」によ

ると，家具１５番の立地地域（本所区緑町３丁目）は全域が震災にともなう火災の焼失地域となっている。

（１３５）この情報は，週刊朝日編『値段の明治・大正・昭和風俗史』朝日新聞社，１９８１年の１５１頁の表「値

段のうつりかわり 家賃」による。
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（１３６）６，０００円を新築価格とすると，坪単価は１００円となる。デフレ期の１９３０年に「西荻窪駅徒歩４分」

の売家で坪７０円であったから，いくら都心部（下町）とはいえ１９３５年時点で坪１００円は相応の水準だろ

う。西荻の坪単価については，岩瀬『「月給百年」サラリーマン』の１０１頁を参照した。

（１３７）帰属家賃を考慮することは，しばしば SNA統計で行われる手法であるが，家族経済分析でも厳密な

分析ではおこなわれている。ただし本稿のような歴史研究では，帰属家賃まで推計することは，データの

不足等から困難であることが圧倒的に多い。

（１３８）満薗「中小小売商の所得構造」の１３３～１３４頁。なおこの引用部分の直後に，「したがって過剰人口圧

力の緩和や消費市場の規模拡大が生じない限り，小売部門からの蓄積を通じた経営規模の拡大は困難で

あったと考えられる」という文章が続いている。この部分は，過剰人口圧力の話と結びつく重要な部分と

思われるが，最後の「経営規模の拡大」がどの集団で起こるのか，それが資産収入の有無といかに関係す

るのかなど，仮説の構成要素と看做すにはあまりに大きな疑問点があり，とてもパフォーマンス仮説の一

部と考えることは困難であるため除外した。

（１３９）筆者のまとめた商業経営のパフォーマンス仮説のうち，①についても疑問点が浮かび上がっている。

それは，「資産収入のある業者が，（ない業者よりも）総資本経常利益率等が劣る」という点である。この

点は，満薗論文の表１２（または本稿の表２―４）のⅡ（資）とⅡ（勤）の間では確認できない。わずかに同

表のⅠ，Ⅲ，Ⅳを加えることでその可能性が推測されるが，これらのデータはかならずしも資産収入のあ

る業者のものに限定されていない。このように仮説の関連情報が，データで確認できないといった問題点

がある。

（１４０）無料配達や無料修繕では，商業利潤の大きな切り下げ効果は期待できないだろう。ちなみに調査票で

は無料配達が「３４」，無料修繕が「３５」で質問項目となっており，当店ではいずれもおこなっていると答

えている。

（１４１）満薗「中小小売商の所得構造」の１３３頁。

（１４２）ただし「勤労収入があること＝兼業状態」という件に関して，１点だけ注意点を述べておきたい。そ

れは満薗論文の注２７）で「「経営調査」にも「兼業」という項目がある」（１２６頁）と指摘し，兼業の有無

が判断できることを認識していることである。たしかに調査票（表面）の右上には「同 兼業」という項

目を設けて，兼業している職業名を書かせる部分が確認できる。それにもかかわらず満薗は，パフォーマ

ンス仮説の②を主張する際に，「勤労収入があること＝兼業状態」と看做して議論を進めているのである。

この点こそ問題であるといえよう。

（１４３）満薗「中小小売商の所得構造」の１３２頁。

（１４４）満薗「中小小売商の所得構造」の１３２頁。

（１４５）当時の物価動向については，谷沢弘毅『近現代日本の経済発展』（下巻）八千代出版，２０１４年の２頁

の表１―１を参照。

（１４６）この「下職」とは，家具の部分的な加工を外注している職人という意味である。現代流に言えば，外

注または下請業者とみなすことができる。

（１４７）「２ 営業上最低如何程ノ借入金ヲ必要トシマスカ」，「３ 借入金ハ何処ガ一番便利デスカ」という質

問には回答していなかった。本来，これらの質問にも回答することは可能であろうが，回答しなかったの

は残念なことである。

（１４８）満薗は，すでに２０１０年に発行された学術雑誌『史学雑誌』（２００９年の歴史学会）第１１６編第５号の

なかで，「谷沢弘毅『近代日常生活の再発見』（学術出版会）は，新中間層・小売商世帯の就業構造と，方

面委員制度の意義を再検討した。その視角と個々の忠実発見は魅力的だが，両者を繋ぐ媒介項の精緻化が

求められよう」とコメントしていた。この内容が，そっくり満薗論文に当てはまっているのに驚かされ

る。
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